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第1章緒論
　近年の地球温暖化や頻発する異常気象など，人口やエネルギ消費量の急増に伴う地球環境の悪化はも
はや自然の自己浄化能力をはるかに超え，その回復は人類自身の手によらなくてはならない事態となっ
ている．
　海洋環境に限定しても，全世紀末から今世紀初頭にかけて，fナホトカ」や「エリカj，「プレスティー
ジュ」など老朽オイルタンカーの海難による大規模な重油流出事故が続発し，そのたびに流出油の回収や
漁業補償などに膨大なエネルギや資金が空費されてきた．
　現状では海上流出した重油に関しては回収が可能であるが，タンク内部に積載したまま沈没した場合
には重油を低粘度化することが困難で回収されないまま放置されている沈没船も多い．また，全世界の
海にちらばる二度に亙る大戦中に敵潜の雷撃などによって沈没した戦没船は，あれから長い時間を経過
して外板の腐食が進み，腐食による破損部分から内部の燃料油などが漏洩する危険性が指摘されており，
今回収しておかないと油の流出は避けられないというところまで劣化が進行している戦没船も多く，こ
れら沈没船からの重油回収は全世界的に喫緊の課題になっている．
　さらに，運賃への価格転嫁力の低い海運の特性ゆえ，近年舶用燃料油の重質化，低質化が深度化し，
冬場の沿岸に欄座した場合においても燃料油の回収は甚だ困難を極める状況になってきている、
　このように，低温環境に放置された重油は固体に近い状態まで高粘度化し，回収は非常に困難である．
よって，回収を可能にするためには何らかの方法で高粘度重油を低粘度化して流動性をもたせなくては
ならない．重油の低粘度化法としてやり方は2通り存在し，ボイラによって発生させた蒸気や熱水を当
該船舶のタンクに供給し，内部の重油を加熱して重油の温度を上げて低粘度化する方法と，灯油や軽油
などの軽質油で重油を希釈して低粘度化する方法である。
　しかし，深海に沈没した場合には，蒸気加熱方式では発生させた蒸気が沈没船に至る前に温度が下が
って加熱効果が現れず，タンク内部の重油の低粘度化が不可能で，回収不可能である．また軽質油希釈
方式では揮発性の高い油を大量使用するため，作業中にこの油が爆発・炎上を起こし2次災害を招く危
険性が高く安全性に問題がある．加えてタンク内部の重油が流動性を持ちすぎて，一度回収を開始した
らタンク内部の重油を完全に回収しきらなければならず，周期的に荒天が続き，作業が断続的に中止に
なるような場所には不向きでこの方法を使用することはできない．さらに最悪の場合，流動性を持った
重油が大量流出する可能性もある。このように現在の技術では沈没船タンク内部の重油を効果的に低粘
度化することができず，そのまま放置せざるを得ないのが現状である．
　沈没・座礁船からの重油加熱による回収に関しては，タンク内部重油の直接加熱，タンク側壁の船側
鋼板を加熱し，そこからの伝熱によるタンク内部の重油加熱，及び移送パイプ内部で重油が再び冷却さ
れ，固着しないようにする移送パイプの加熱の3種類が考えられる．本文では，沈没・座礁船舶の特殊
な環境条件下においてタンク内部の重油が直接加熱できない状況にある場合を想定し，鋼鉄で出来た船
舶タンク側壁の船側鋼板を負荷として，高周波誘導加熱により船体内部の重油を加熱する船側鋼板誘導
加熱システムについて検討している。本システムにおいては，蒸気加熱方式と異なり沈没船タンク側壁
鋼板自体が発熱していくのでタンク内部重油の加熱が可能であること，軽質油希釈方式と異なり重油が
流動性を持つのは加熱部位近辺のみであるので，タンク内部の重油が大量流出する危険性に乏しいこと，
さらに，揮発性の高い油を使用しないので，安全性も向上するなど従来からのシステムに比べて利点が
多い．
　高周波誘導加熱は，被加熱導体に近接したワーキングコイルに高周波交流電流を供給し，それが作る
高周波磁束が導体と鎖交すると電磁誘導によって導体内部に渦電流が誘起され，この渦電流と導体の内
1
部抵抗によって発熱させるものである．この方式は，直接加熱ゆえ加熱効率が高く急速加熱が可能で，
発熱体と電気回路が電気的に絶縁されており熱絶縁も容易で，真空中でも加熱が可能であるなどさまざ
まな特徴を有している．本来工業部品の表面焼入や溶鉱炉，鍛造前ビレットヒータなど金属加工分野に
おいて必須の技術であり，この技術の重要性は現在でも全く変わっていないどころか，工業製品の高機
能化，高付加価値化のための技術革新の底辺を支えている．
　ほぼ完成の域に達しつつある大電力を用いる金属加工応用に対して，ここ10年ほどでようやく市場が
形成されてきた家庭用IHクッキングヒータや業務用電化厨房機器などの小・中容量機器に関する誘導
加熱の研究が活発になり，さらに，調理器具だけでなく，建築作業用溶接機，電磁アイロンといった新
たな応用機器に関する研究も開始されている．
　本文で提案し検討している重油回収のための船側鋼板誘導加熱システムの研究は，全く新しい海洋環
境保全のための高周波誘導加熱技術の応用研究である．
　したがって，先行研究はなく，重油回収のための誘導加熱を適用した実際のシステムを構築するに当
たって，システム設計に必要な基礎的データは一切ない．
　このような現状に鑑み，本研究の主眼はこの船側鋼板誘導加熱システムの基礎特性の把握を多面的に
行い，その評価・検討を通して，今後のシステム実用化へ向けての基盤形成を目途とするものである．
　目的が実際のシステムヘの応用を目途とした基礎特性の把握であるので，その検討課題は電源装置で
ある高周波インバータから，電磁気学に基礎を置く負荷の電気的特性解析，高効率な加熱法，タンク加
熱時の熱的特性など，検討すべき課題は学際的なマリンエンジニアリングの広い領域にまたがっている
のが本研究の大きな特徴となっている．
　本文の構成は以下のようになっている．
　第2章においては高周波誘導加熱の基本的な事項をまとめる．まず，高周波誘導加熱の原理を解説し，
この技術がどのような経緯で開発，実用化されて現在に至ってきたか，その応用技術開発の歴史を述べ
る．続いて，現状のように高周波誘導加熱技術が一般家庭にまで広まる要因になった高周波インバータ
用半導体スイッチングデバイスの発展と，高周波誘導加熱技術との関連について述べる．
　第3章においては，本文で検討している高周波誘導加熱技術の応用技術としての重油加熱回収システ
ムにっいてまとめている。ここでは現状用いられている重油回収方式の問題点を整理し，その解決策と
しての高周波誘導加熱による沈没船タンク内部からの重油加熱回収システムについて述べ，▼システム実
用化へ向けての検討課題について，高周波インバータ，誘導加熱負荷特性と高効率加熱法，タンク加熱
時の加熱特性の各項目についてその細目をまとめる．
　第4章においては高周波誘導加熱負荷を駆動する高周波インバータについて，まず，半導体スイッチ
ングデバイス固有の問題点，及び高周波化に起因する間題点を整理し，その解決策として，スナバ回路
やソフトスイッチング技術について述べる．高周波インバータの具体的な方式として，まずハードスイ
ッチングインバータについて，その保護回路であるスナバ回路に焦点を当て，最適なスナバ定数はいか
なる条件によって与えられるか検討する．続いて，高周波インバータの更なる高性能化を目指し，回路
のソフトスイッチング化の検討を行った，そこでは，ハードスイッチングインバータの解析結果を援用
しっっ，さらにソフトスイッチング回路に対し，余計な補助回路などを設けずに定周波電力制御機能を
付加することを検討し，これを実現する回路を2種類提案している．
　第5章においては磁気回路理論，及び電磁気学に基礎を置く効率的な誘導加熱を行うためり条件，及
び誘導加熱負荷等価回路定数の特性について詳しい解析を行っている．まず，磁気回路理論を用いて誘
導加熱を効率的に行うための条件を検討する，続いて，電磁気学を用いて負荷等価回路定数の諸特性解
析に先立ち，誘導加熱負荷の等価回路についてこれまで用いられてきた等価回路についてまとめる．そ
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して電磁気学を用いた解析によって負荷等価回路定数の周波数特性の式を誘導し，これまで行ってきた
実験結果などから鋼板を加熱する際の負荷等価回路定数に関する推算式を提出する．最後に，導出した
推算式の検証を兼ねて，誘導加熱負荷等価回路定数間に成立する相似則について述べる，
　第6章においては，船側鋼板誘導加熱負荷の実際の使用時を考慮し，水中加熱時における加熱効率向
上法について検討を行っている．具体的には，鋼板と鎖交する磁東が通過するワーキング；イルの裏側
を高透磁率材料で覆って，漏洩磁束の低減と同一電力投入時において誘起する磁束を大きくし，より高
い温度上昇を得ることを目的としている．以上の検討課題について，実際に誘導加熱実験を行って，高
透磁率材を用いる効果について検証している．
　第7章においては，実際の使用時における運用法として，加熱面積の拡大法について検討を行ってい
る。船側鋼板誘導加熱システムはその特性上広範囲の加熱面積を得る必要がある場合が多いと考えられ
るが，大型の1枚ワーキングコイルを使用しようとすると重量や面積が大きくなりすぎて設置する場合
に支障をきたす可能性が大きいこと・また，負荷等価回路定数値が大きくなりすぎて所要電力が得られ
なくなる可能性も高くなるなど問題が多い．そこで，適切な大きさで適切な負荷等価回路定数を有す小
型のワーキングコイルを分割設置する必要がある．この場合，隣接するワーキングコイル同士で磁気的
な結合を生じ，加熱特性に影響を与えることが考えられる．そこで，ワーキングコイルを分割設置する
場合の効率の良い加熱を実現する結線法について実験的に検討を行う。また，水中加熱時において鋼板
で発生する熱は周囲の海水をも加熱し，それによってかなりの熱量を奪われてしまう．この温められた
温水を新たな熱源として利用することを検討し，ワーキングコイルをさらに大きな被覆シートで覆った
場合の効果について検討を行った．
　第8章においては，大型の重油タンクを製作し，側壁を加熱することによって実際に内部の重油が加
熱できるか検討を行った．以前の実験結果より，小型タンクで加熱可能であるという結論が得られてい
るとしても，大型のタンクになると実際に重油を加熱することができるのか不安がある．まず，その疑
問について答えるための実験を実施する．また，この実験において，“ワーキングコイルの負荷等価回路
定数をあらかじめ得ておき，実際のタンクを加熱する場合においてもその値を使用して回路を構成して
も運転が可能であるかどうか”の検証，及び，第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式の検証も行
っている．続いて，タンク内部の重油温度はどのような条件によって決定するのかを検討する．すなわ
ち，タンク内部の重油温度は加熱面の表面温度によって決定されるのか，または投入電力密度によって
決定されるのかを検証する．さらに，第7章にて検討したワーキングコイルをさらに大きなシートで覆
った場合の効果についてタンク加熱実験の観点から検証する．
　第9章においては，本文で検討した各項目についてその結論をまとめる．
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第2章　　高周波誘導加熱技術の背景
2．1　まえがき
　本章では，本文の主要なテーマである高周波誘導加熱について，大まかに述べる。
　まず，高周波誘導加熱の原理にっいてごく簡単に解説し，続いて高周波誘導加熱技術の応用技術開発
の歴史，及び具体的な応用技術について述べる．さらに，現在の高周波誘導加熱技術を支える半導体電
力変換装置の心臓部になる半導体スイッチング素子の開発の歴史とその誘導加熱への応用の形態につい
て簡単にまとめる．
2．2　高周波誘導加熱原理
　高周波誘導加熱は図2．1に示すとおり，被加熱導体に近接してワーキングコイルを設置し，ワーキン
グコイル（もしくは誘導子）に電源装置である高周波インバータによって作り出した高周波交流電流を
流す．高周波交流電流はその周囲に高周波交番磁束を発生させる．その磁束が雰囲気中に静置された被
加熱導体（この場合鋼板，特別の場合以外は以下この用語を用いる）を貫通すると，被加熱鋼板内部に
ファラデーの電磁誘導則に従って磁束の時間変化を妨げる向きに誘導起電力が発生し，それに伴って渦
電流が誘起され，その渦電流と被加熱鋼板の内部抵抗とによってジュール熱が発生し，ワーキングコイ
ルが発熱することなく被加熱鋼板自身が加熱される．
誘導加熱マット
ワーキングコイル 局電流の流れ
直流電源
高周波インバータ
』る’
9
じロしちいプー團．．1、、噛一
被加熱導体
図2．1高周波誘導加熱原理図
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　この高周波誘導加熱の特徴として，例えば文献（1）においては以下の3点を挙げている．
　　（1）交番磁界の配置と周波数を適当に選定することにより被加熱導体の表面のみの加熱，または被
　　　加熱導体全体の加熱を行うことができる．
　（2）被加熱導体と電極を電気的に接続する必要がなく，被加熱導体内部へ電流を通じ加熱可能であ
　　　るので，熱絶縁が容易である．また，真空中の加熱も容易である．
　　（3）直接加熱においては急速加熱，また，誘導炉においては熔湯の自己撹梓作用による均一加熱が
　　　可能である．
　この原理を応用した誘導加熱は古くから低・高周波誘導炉，電縫管誘導溶接，構造鋼熱間圧延加工，
鍛造前ビレットヒータ，高周波焼入，蝋付など金属加工分野において広汎に用いられてきた．さらに，
製品名にIHの名を冠したポットや炊飯器などの白物家電やmクッキングヒータなど，高周波誘導加熱
応用機器の一般家庭への進出が進み，一般にもなじみの深い技術になってきている．
2．3　高周波誘導加熱の応用技術
　高周波誘導加熱の応用技術は昭和7（1932）年にエheΩhio⊆ranksh姐⊆Ω．Ltdにおいて電源に高周波電動
発電機を用い，クランクシャフトの高周波焼入を行ったのが世界初といわれており，本法を創始会社の
頭文字をとってTOCCO　（トッコ）Prooessと呼んでいる．また，本邦における実用化は対英米戦開戦直
前の昭和16（1941）年頃，当時の東京芝浦電気㈱（現：㈱東芝）がTOCCOの技術提携を受けて開始した
のが初である（2×3）といわれている．
　それまでの表面焼入は浸炭焼入法が用いられてきた。これは，焼入材の表面を加熱してそこに炭素分
を浸透させ，表面を硬化させるものである．焼入を行うことによって，ニッケルクロム鋼などの特殊鋼
と同等な性能を普通鋼で得ることができる．ただ，浸炭焼入では熱風炉で加熱するため，焼入材が適温
になるまで数時問かかり，時間もエネルギも無為に消費するが，高周波焼入では焼入の開始から終了ま
で要する時間が数秒から分単位にまで短縮さ礼劇的に作業効率が改善される．当時，1 沼化する支那
事変やABCD包囲網の中，資源の乏しいわが国では特殊鋼などの高価な材料はすぐに欠乏¢）し芝それ以
上に軍需経済の圧迫を受けた平和（民生品）産業は資本も原料も手当できず，支那事変勃発後わずか2
年目の昭和14年の段階で工場操短率最大7割に及ぶ（4）という，にわかには信じがたいほどの生産力減退
を招き，国民は代用品を頼る苦しい耐乏生活を余儀なくされた．国も国民も貧窮の度を深めていく中，
省エネ，省資源性に富む高周波表面焼入技術は戦時下の大目本帝国にとって喉から手が出るほど欲しい，
まさに夢の技術であり，その開発，実用化に全力投入したと思われる．
　高周波誘導加熱応用技術の黎明期といえるこの頃の記録は戦争に阻まれ，ほとんど見ることが出来な
い．筆者がようやく見つけることのできた唯一の資料は，三菱重工業㈱名古屋工場（当時は三菱重工業
㈱名古屋航空機製作所）に勤肇されていた方の自伝をまとめたホームページ中の戦時下の記述の中であ
る．霧に包まれ不明な点の多い当時の高周波焼入装置の概要を伝える貴重な記録であり，少し長くなる
が全体の中から高周波焼入に関する部分のみを原文のまま引用する（5）．
『高周波焼入れ
　第三調質には高周波焼入れ装置が設置された。この高周波焼入れ装置は京都大学の鳥飼養之助教授が
開発したものである。導入に先立って山本技師と一緒に京都大学へ講習を受けに行った。二週問ほどだ
ったと思うが、京都の百万辺あたりの旅館に泊まって、毎日京都大学に通って講義を受けた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ高周波焼入れ装置の構造は、3，300ボルトの電源をリアクタトルを通して高周波発振装置につな
がれる。発振装置は空心コイルのL、コンデンサーCが直列接続され、これらに並列に放電ギャップが
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設けられてL・C発振する。空心コイルのLに一タンの二次巻線から導線で、コンセントレーターと呼ぶ
加熱部へ導かれる。コンセントレーターは焼入するワークに合わせた形状に作られ、水が噴射するよう
に出来ている。
　通電するとワークに高周波電流が流れるが、高周波の為にワークの表面に電流が集中する。したがっ
てワークの表面のみが赤熱する。その表面温度が焼入れ温度に達すると、コンセントレーターから水が
噴射して焼入れが完了する。この説明では通電、発熱、昇温、水噴射、冷却、焼入完了が遂次となるが、
実際はこれがコンセントレーターの構造とワークの位置関係が上手く配置されて、ワークを一定速度で
移動させることによって遂次に焼入れされる。
　電気容量は100kWであった。講習は動作原理、コンセントレーターの設計、銀の円盤で出来た放
電ギャップの手入れなど、必要事項が網羅されていた。その後第三調質工場に設置され、藤本技師が担
当していた。
　この高周波焼入れは、従来行なわれている浸炭による表面硬化に代わる画期的な焼入れ方法であった。
折角の最新技術も本格的に実用化される事なく終戦を迎えてしまった。戦後の熱処理工揚には必須の設
備となっていた。』
とあり，TOCCO　processで用いられる高周波電動発電機を電源とするものではなく，無線電信の祖マル
コー二が用いた火花発振器を大容量化した火花発振器型焼入装置の1種で，発振用リアクトルが整合ト
ランスを兼ねる特殊な電源方式だったようである．ただし，『折角の最新技術も本格的に実用化される事
なく終戦を迎えてしまった。』・とあるように，戦時中はほとんど稼動していなかったものと思われる．
　高周波誘導加熱技術と基礎理論を一にする商用周波を用いた製鋼用誘導溶解炉は明治31（1898）年イタ
リアのスタノッサによって開発され，明治39（1906）年フランスのローデンハウザーによる3相誘導炉開
発に次いで，同年フラン・スのフェンティ，キエリンが誘導炉を実用化した・ついで，第1次大戦中の大
正6（1916）年アメリカのノースラップが高周波炉を開発（実用化年月の記録は見当たらず）緬）．従って，
誘導加熱応用技術は前世紀初頭になってようやく実用化の域に達したものであり，歴史そのものはさほ
ど古いものではない．
　そればかりか電磁気学の理論そのものも，マクスウェルによって『電気磁気論考』が著されたのは明
治5（1873）年であり（7考現在，一般にマクスウェル電磁方程式と呼ばれている4本の方程式を導出した論
文をヘヴィサイドが発表したのは明治18（1885）年（8），ラムによる表皮効果の発見はその直前の明治
16（1883）年，ヘヴィサイドが表皮効果を表す方程式と，その1次元解を導いたのは明治18（1885）年であ
る（9）．誘導加熱に限らず，電気技術の各種応用がこのころから本格化していくのを考え合わせても（例
えばこの時期の発明品としては，電話（明治8（1876）年：ベル），白熱灯（明治11（1879）年：エジソン），
電気機関車（明治ll（1879）年：シーメンス，ハルスケ），3相交流送電（明治24（1891）年：ドイツ），多
相籠形誘導電動機（明治26（1893）年＝テスラ），無線電信（明治28（1895）年＝マルコー二）などがある（10）
（ll））電気磁気の理論も応用技術も見かけほど永い歴史を有していないことがわかるが，応用技術の開発，
実用化は基礎理論や解析技術の拡充と同時平行で急速に広がっていった．
　しかしながら，高周波誘導加熱技術は基礎理論の導出（明治i8（1885）年：表皮効果の解析）から実用
化（昭和7（1932）年：TOCCO　Process）まで実に47年もの期問を要している。また，前述のとおり，本
邦において工業応用が本格化するのは大東亜戦終結以降，高周波誘導加熱専業メーカー（本邦初の高周
波誘導加熱専業メーカーである高周波熱錬㈱創立は昭和21（1946）年5月（豆2）〉が勃興し始めて』後のことで
ある．この後，最初の応用分野である表面焼入から，鍛造用ビレットヒータ（昭和25（1950）年ごろ），電
縫管誘導溶接（昭和45（1970）年ごろ）など金属加工分野を中心に応用範囲が拡大していった．
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　家電民生機器応用においては，例えば㎜クッキングヒータは欧米では19世紀に特許が成立し，我国
でも誘導電熱煮炊具として大正15（1925）年に特許成立をみた（3）．これは，前々年の大正13（1923）年9月1
目に発生した関東大震災の記憶と教訓から火を用いない電気式加熱方式の一方式として特許申請ざれた
ものと推察される．ところがその実用化は，W¢st㎞塾ouseEl㏄伍cCompanyLLC　（WH）が世界に先駆け
販売したのが昭和45（1970）年，本邦では昭和49（1974）年に松下電器産業㈱が初の国内販売を開始（3X軌
こちらも国内特許成立から販売まで49年もの歳月を経ており，しかも本邦において広く一般に普及し始
めたのは何と21世紀に入ってからである（14）．
　工業，家電応用分野双方ともこれほどまでに実用化に時問を要したのは，ひとえに高周波電力を供給
する電源装置の開発に困難を極めたからである．
　工業応用における電源装置としては，10［kHz］までの周波数帯域においては実用化の早かった高周
波電動発電機，それ以上の周波数帯域では，主に無線通信用に改良が加えられてきた真空管発振器を大
容量化して対応してきた．電動発電機は大容量化が容易で信頼性が高く堅牢であるが，回転機であるた
め装置全体の容積，振動，騒音が大きく，保守に手間がかかる．また，真空管発振器はMHzオーダー
までの高周波発振が可能であるが，電力用真空管の寿命が短いため比較的短期問に交換を要し，負荷変
動に対する応答が鈍く，高周波電動発電機より保守管理が煩雑で，電力変換効率は低く，かつ大容量の
発振器の製作が容易でない．従って，設備更新時に電源装置はこれらの機器から半導体式インバータに
順次交換され，現在では高周波電動発電機の製造は中止され，真空管発振器も新規に製迭されることは
滅多にない（1x15）が，その多年に亘る貢献は評価するに余りあるものがある．
　しかし，高周波電動発電機も，真空管発振器も，いずれも保守管理に手問がかかりすぎ，かつ高価で
大きすぎるため，到底食品加工業や家電などの民生用機器に使用可能な電源装置たり得なかった．近年，
電磁調理器として急速に誘導加熱機器が業務，家電民生用に拡大し始めたのは，昭和40年代後半（1970
年代）から始まった半導体素子の急激な進歩によるものであり，その進歩を促した社会情勢にある，
　電力用半導体スイッチングデバイスとして初めに開発されたのは3端子制御整流素子のサイリスタで
ある．これは導通角を任意に制御可能で，これを用いた電力変換装置が順次開発されていった。高周波
誘導加熱機器を駆動する電源にサイリスタインバータが登場し始めたのは民生機器用サイリスタが普及
する昭和40年代末頃からのことである．これは高周波電動発電機とは異なり，静止器ゆえに保守作業が
容易で，かつ真空管発振器に対して効率が10－201％胸上し，さらには実用化時期が偶然にもオイルショ
ック（第1次オイルショック：昭和48（1973）年第4次中東戦争によるもの，第2次オイルショック1昭
和53（1978）年イラン革命によるもの）と重なったこともあってその省エネルギ，省スペース効果が評価
され，他の電源方式に対し初期投資費用が嵩むという難点を克服し普及して行った（b）．
　これを家電民生用に用いるにはスイッチングデバイス1個のみ用いる1石型インバータで価格を抑え
る必要があったが，工業用途のインバータは家電用には性能過剰な多石型で高価であり，さらにこの時
期に実用に供されていたサイリスタは任意の時問にオンすることは可能であるが，オフすることは不可
能であるので，1石型インバータを構成するには電流型インバータで構成する必要があった。これは電
流源を作り出すためのチョークコイルが必要で容積，部品価格，導通損失が増加して電力変換効率が低
下し，さらにはガス加熱機器に比べて火力が小さいという家庭用調理器具としては致命的な欠陥を有し
ていた．また，装置の形状，重量，コストとも応用拡大のためには十分ではなく，装置全体の効率も65［％1
と｛琢1カ、った（3），
　このままではガス加熱方式比べて優位性を持つことが出来ず，昭和50年代は一般家庭に広まることは
なかったが，昭和50年代後半（1980』年）以降，自己消弧機能を有すMOSFET，IGBTが開発され，昭和
7
62（1987）年にはサイリスタインバータでは構成不可能であった1石電圧型イン「バータを構成することが
可能になり，効率も851％］まで向上して懸案であった火力もガス加熱調理器と同等以上の性能を獲得す
るにいたった（3XB）．
IHクッキングヒータの性能向上は，一般家庭の全電化に道筋をっけ，さらには全電化を前提にこれま
での制限以上の高さを有す高層マンションなどの建設が可能になり，それを更なる追い風に市場規模を
拡大するという好循環で一挙に普及，拡大した．現在では今世紀初頭に言われた「新・三種の神器」（14）
というほどの勢いは失われたが，各電力会社の全電化家庭に対する電気料金優遇措置などによってその
市場規模を着実に拡大している．
　ちなみに昭和50年代前半の一時期，専用の特殊な鍋を商用周波の交流電力（50／60［Hz】）で加熱する
低価格の低周波電磁調理器が実用化されたが，新型デバイスをスイッチに用いる低価格の高周波インバ
ータが開発された後は徐々にその価格面の優位性を失い，現在では全く製造されることはなくなった（3）．
　家電以外の業務民生分野における応用範囲の拡大にっながった直接の要因は，堺市学校給食集団食中
毒事件（平成8（1996）年汚染食品はカイワレ大根，原因菌は腸管出血性大腸菌OI57－H7，死者3名，有
症者約9千名強）や雪印事件（平成12（2000）年，汚染食品は低脂肪乳，原因菌は黄色ブドウ球菌，有症
者約1万5千名弱）など大規模な集団食中毒事件その他，前世紀末に相次いだ食品業界の連続不祥事を
機に，HACCP（旦amrd△nalysis⊆亘dca1⊆on往olRoint：危害分析に基づく重要管理点方式，ハセップ，ま
たはハサップと言う）概念の導入による厳密な食品衛生管理が求められる状況になったことにある．
　これ自体は平成7（1995）年の食品衛生法改正時（施行は翌平成8（1996）年5月）に「総合衛生管理製造
過程を経た製造の承認など（第7条3項，平成ll（1999）年改正後は第13条）」として正式にHACCP承
認制度が規定されたもの（⑥であるが，施行直後の堺集団食中毒事件の深刻な事態に衝撃を受けた旧文部
省（現：文部科学省）は独自にr学校給食衛生管理の基準」（恥という通達を大改正（平成9（1997）年4
月）し，HACCP概念を導入した新たな学校給食衛生管理基準を提示し，これを厳守するよう各県の教
育委員会に通告した．また，監督官庁の旧厚生省（現：厚生労働省）も大量調理されるあらゆる食品製
造過程においてHACCP導入を推奨する通達「大量調理施設衛生管理マニュアル（平成9（1997）年3月）」
を出し，翌年には農林水産省と連名で一次産品をも含むすべての食品製造に関してHACCP手法導入を
強く促す「食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法（略称：HACCP手法支援法，平成10（1998）
年5月）」（18）が10年間の時限立法として制定，施行され，現在ではこれらの通達や法令により新規に設
置される飲食店や食晶工場，ホテル，病院，学校などといった業務用厨房の計画，設計，施工，さらに
は通常運用に至るまでHACCPによる厳密な食品衛生管理が事実上制度化された．
HACCP対応には大型電子レンジのほか，従来のガスコンロに代えて高周波誘導加熱方式を用いた電
磁調理器の使用などによる可能な限りの電化（料理の種類や店主のこだわりによって一部電化厨房機器
が忌避される場合もある）による厨房の常温化，ドライ化が必要不可欠な状況になりつつある．電磁調
理器はガス加熱機器に比べて効率が2倍以上（ガス加熱約40［％1に対し，電磁調理器は約85［％】）で，ラ
ンニングコスト面でも優れており，直火を使用しないため安全面はもとより排熱が少なく空調・換気負
荷が小さくてすむことから空調費の削減も可能になるなど，全体のライフサイクルを考慮するとガス加
熱に比して有利（機器本体価格はガス加熱機器のほうが断然有利）で，さらにHACCP対応のための農
林漁業金融公庫の長期低利融資や税制面における特別優遇措置（18），各電力会社の電気料金割引サービス
など，手厚い補助が得られることもあり，経営的にも電化厨房が評価されつつある（19）．
　このような状況の中から，高周波誘導加熱技術を用いた業務用中・大容量電磁調理器の需要が，特に
HACCP手法支援法施行以降に激増し，大手家電メーカーが市場を独占している家庭用IHクッキングヒ
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一タ（14）と異なり，大小多数のメーカーがその技術を競い合っている．
　以上概観してきたように，高周波誘導加熱技術の発展の過程は，テレビや自動車などと同様に金属加
工という特定の分野から，家庭用電磁調理器に見られるように大衆化，一般化への過程を経て，われわ
れの生活を豊かに彩るメジャーな技術になってきている．
　本文では，高周波誘導加熱負荷を駆動する高周波インバータ，高周波誘導加熱負荷の一般的電気特性，
さらには新たな応用技術として海中の沈没船タンク内部に残された重油を加熱回収するシステムを負荷
とし，これに高周波誘導加熱技術を応用する場合の課題について種々検討している．本文では筆者の能
力の範囲内でできうる限りのシステムの一括研究を行っており，現在行われている高周波誘導加熱応用
技術研究の内では数少ない試みではないかと考えられる．
　具体的な内容は，以降の章に詳述しているのでここでは割愛し，現在の高周波誘導加熱技術の発展の
礎となった電力用半導体素子の発展とその誘導加熱技術への応用の歴史について簡単にまとめる。
2．4　電力用半導体素子の発展と誘導加熱技術
　半導体素子を電気電子技術に応用する試みは，ブラウンによって明治7（1874）年に鉱石（方鉛鉱：PbS）
の検波作用が発見されて以来，ゲルマニウムラジオやセレン整流器などに用いられてきた（20）．そこから
しばらくは現象を理論的に説明することが出来ず，応用開発は停滞期を迎える．1930年代になって量子
力学により物体内部の電子の挙動が説明できるようになり，ようやく本格的な研究開発が可能な素地が
整った．昭和25（藍950）年に米ベル研究所のショックレーらは接合型トランジスタ（BJT：バイポーラジ
ャンクショントランジスタ）の理論を発表し，同年，東北大学の西澤潤一博士が電力半導体デバイスの
基本構造となるpin構造を発表（21），昭和29（1954）年末，世界初のトランジスタラジオを米職e　Regency
Divis玉on　ofIndustriamevelopmentEnginee血g　Ass㏄iates　hc．が販売，本邦においてはその数ヵ月後の昭和
30（1955）年初頭東京通信工業㈱（現：ソニー㈱）が国内一般販売を開始，いずれも小容量の通信分野か
ら応用が開始された．初期のトランジスタは温度に敏感で逆耐圧が低く，特性にバラツキの出やすいゲ
ルマニウムを原料として使用しており，到底電力変換用途に使用できる代物ではなかった．
　やがて，珪素（Si　lシリコン）の高純度精製法が確立されるにつれ，半導体素子の材料は特性に優れ
たシリコンに順次置換され，電力変換用途においても昭和33（1958）年頃から電気化学工場の電解精錬用
電源や日本国有鉄道（現：JR各社）の交流電気車用整流器用途に大容量シリコン整流器の使用が順次開
始された（22）．だが，シリコン整流器はそれまで主力であった水銀整流器の持っていた格子（グリッド）
電流制御が不可能であり，それと同等な機能を実現するための技術が求められたが，それに応えGeneral
ElectricCo．Ltd（GE）がシリコン制御整流素子（SCR：S翌iconCo礁dlableRecdHer，サイリスタ）を昭和
33（1958）年に商品化し，本邦においても昭和35（1960）年以降量産されるようになり，水銀整流器は消え
ていった（お）。
　サイリスタは商品化後すぐに大容量化のための技術開発が盛んになり，それを用いてまず昭和
40（1965）年八幡製鐵㈱（現：新目本製鐵㈱）君津製鉄所において圧延機電動機制御用電源（直流700凹）
にサイリスタチョッパが適用されたのを皮切りに，昭和46（1971）年には帝都高速度交通営団（現：東京
地下鉄㈱）が世界初となるサイリスタチョッパ制御電車（直流1500［V］）である千代田線用新形式車6000
系を導入した．
　サイリスタの高周波誘導加熱技術への応用に関しては，この時期にサイリスタインバータが商品化さ
れ，使用が開始された（15）はずであるが，具体的にどのメーカーが製作し，どこで使用され始めたかは資
料を見つけることはできなかった．
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　サイリスタは大容量化がBJTに比し容易で，デバイスごとのバラツキも小さく，それが電力変換用途
に用いられるデバイスとして普及した理由である．しかしながらサイリスタは点弧によるターンオンは
可能であるが，任意の時刻にターンオフが出来ず，ターンオフのためにはデバイスを流れる電流が0に
なる必要がある．したがって，サイリスタを誘導加熱用の高周波インバータに適用する際には，電流型
インバータで構成する必要がある．なお，高周波誘導加熱用のサイリスタインバータは1001kW］以上の
工業用インバータに特化して開発されたもので，後述ずるMOSFETやIGBTなどはようやくこの範囲の
電力を扱えるデバイスが開発されつつある段階であり，現在でも焼入などの工業用途の電源装置として
は主力の電源装置である．実用化されて時間が経過し，新規にサイリスタを用いた高周波インバータが
研究対象になることはめったにないが，現在でも製造販売が継続しており，決して誘導加熱用サイリス
タインバータが過去のものとなったわけではない．
　一般的に，サイリスタを用いたインバータや直流チョッパ装置はターンオフを行うため，サイリスタ
を流れる電流を0にする転流回路が必要になる場合も多く，条件によっては転流失敗を引起して回路が
破壊されるなどその使用に関して必ずしも使い勝手の良い物とは言い難い面があった．さらには，サイ
リスタはデバイス固有の定数であるターンオン時問，ターンオフ時間が長く，デバイスを保護するため
のターンオンスナバ回路，ターンオフスナバ回路が必要で，ここでの電力損失が大きく，これらの欠点
を克服する新たなデバイスの登場が望まれた．
　この流れとして，サイリスタに自己消弧機能を付加する（GTO：ゲートターンオフサイリスタ又は自
己消弧形制御整流素子），電界効果トランジスタ（FET）を大容量化する（MOSFET＝金属酸化膜半導体
電界効果トランジスタ），BJTのバラツキを抑え，大容量化する（IGBT：絶縁ゲート形バイポーラトラ
ンジスタ）の3つの流れが存在し，今目の電力変換機器のスイッチングデバイスに用途に応じて各々が
広く用いられている．
　GTOはサイリスタに自己消弧機能を付加したものであり，はじめに報告されたのは昭和35（1960）年の
ことで，数年後には商品化されている．大電力GTO開発は昭和40年代初めからWH社やGE社で着手
されたが，良好なターンオフ特性を得る事ができず，アメリカでは昭和40年代後半にはGTO大容量化
の研究は放棄された．その頃から本邦では大容量GTOの開発が盛んになり，解決の難しかったターン
オフ特性の改善に成功して昭和58（1983）年に東芝から4［k男・25［kAIGTOが製品化された・この問，GTO
を用いた鉄道車両用主電動機制御電源などの大型電源の開発研究が行われ，GTOによる本格的な大電力
自励型インバータ時代が開始された（21）．GTOの基本特性はターンオフ特性以外は自己消弧機能を持たな
いサイリスタと同じでスイッチング時間が長く，スナバ回路が必要であることや，ターンオン，ターン
オフともゲートに電流を入力して制御するタイプであるため，制御回路の容量も電圧制御型のIGBTや
MOSFETに比べて大きくなるなどの欠点はそのまま受継がれているが，現在でもIGBTやMOSFETの
対応不可能な1瞳W］～100闘という超大電力用途において主力のデバイスとして用いられている嘩）．
　MOSFETの原型となるFET（電界効果型トランジスタ）は，昭和27（1952）年にやはりショックレーら
によって接合型FETが試作されている．その後，MOS構造が昭和35（1960）年に提案され，最初のMOSFET
がRCA社によって試作されている（21）．これは，BJTやGTOなどの電流制御と異なり，電圧によって
ON／0FF制御が可能であるので，制御回路の消費電力が格段に小さくなり，かつ，主電流が流れる回路
と制御回路が分離するのでこの面においても使い勝手が向上している．MOS構造は，はじめはMOS－IC
として電子回路用途の信号処理用に使用された．後に電力変換用途のパワーMOSが実用化された．
MOSFETは当初信号処理用に使用されただけあってサイリスタ，GTO，IGBT（後述）に比べて容量は
大きく出来ず，ON状態での導通抵抗が大きいという欠点は有しているものの，他のデバイスに比べて
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高周波特性に格段に優れ，MHzオーダーに至るまでg高周波化による電源回路の小型，薄形化が容易で，
現在では主に数10［Wト1［kWIの範囲の家電製品用ACアダプタなどの入力100［V］用共振型コンバータ
や入力24［V］のカーステレオ用電源のスイッチングデバイスなどを中心として幅広く使用されている⑳
（24）
　MOSFETはその容量の小ささから高周波誘導加熱用途に用いられることは少なかった．ところが現在
では，MOSFETの大容量化によって，通常はIGBTが担ってきた数［kWl－20［kW］程度の電力範囲に使用
可能なデバイスが登場し，その高周波スイッチング特性を遺憾なく発揮して，IGBTでは不可能な
50～100随茎での運転が可能になり，これによって，IGBT方式では不可能であった非磁性体の銅やアル
ミなどの加熱が可能になった。現在では，家電製品でも銅鍋やアルミ鍋が加熱可能なIHクッキングヒ
ータが，先行した松下電器産業㈱を皮切りに，各家電メーカーから続々と商品化されている．
　昭和57（1982）年RCA社のH．Becklこより発明されたIGBTの基本コンセプトは同年特許化され，翌年
にはGE，R」CAの2社が試作品を発表した．この段階ではまだ実用的なデバイスとはならなかったが，
昭和60（1985）年に㈱東芝から大電流用途に用いることの可能なデバイスが開発され，実用化の時期を迎
えた．発明当初から精力的に開発が進められ，現在広くパワーエレクトロニクスの心臓部のスイッチと
して用いられている半導体デバイスであるe1）．IGBTの原型であるBJTはON／0FFの鋼御はベースに流
れる電流によって制御するものであるが，IGBTはMOSFETの構造を基本に，内部にPNP型のBJTを
組み込んだものである．これにより，BJTのベースに当たるゲートがMOSFETになっており，この
MOSFETがONになると続いてPNPトランジスタをONするという動作原理になっている．よって，
MOSFETと同様に電圧によるONIOFF制御を行う事が可能になり，さらにMOSFETの弱点であった容
量とON抵抗の問題を改善した．これによってBJTやサイリスタに対し制御が容易で破壊し難いという
メリット（ほかにも制御回路の消費電力が小さくなどがある）が生れ，MOSFETとともに広く応用され
るに至った（乃）．現在は，数百V～数kV（数kWの家電用IHクッキングヒータなどから数百kWの鉄道
車両，圧延機電動機駆動用など）までの中・大容量範囲において主力のデバイスとして用いられている．
　高周波誘導加熱用にも家電用から業務用の電磁調理器など，主に20［kW］までの容量の高周波インバー
タ用のスイッチングデバイスとして現在でも広く用いられている．ただし，MOSFETに比べてターンオ
ン，ターンオフ時間が長くなり，スイッチング周波数の限界は50［kH21までであり，高周波化に限界が
あったため，IGBTでは非磁性負荷を駆動する事が難しかったという問題もあった．ただし，ON抵抗は
小さく，MOSFETに比べて大容量化が容易であるので，今後は，現在IGBTを用いた高周波インバータ
が担っている電力範囲はMQSFETへ，現在サイリスタやGTOが担っている電力範囲はIGBTへ置換さ
れていくものと予想される．
　本文では，現在誘導加熱用インバータのメインスイッチングデバイスとして中心的に使用されている
IGBT高周波インバータについてのみ第4章にてその特性を解析している．
　以上概観したように，現在半導体電力変換機器の心臓部であるスイッチングデバイスには目標とする
電力や周波数などの用途に応じて上記3種が使い分けられている．
2．5　あとがき
　本章においては，高周波誘導加熱技術の概説を行った．この中で，高周波誘導加熱技術は半導体スイ
ッチングデバイスの進歩，発展とともにその市場規模を従来の金属加工の分野からIHクッキングヒー
タなどに代表される家電民生分野へと大きく広がってきたことを述べた．本文では，高周波誘導加熱技
術の新たな応用分野である高周波誘導加熱による重油加熱回収システムについて以下検討していく，
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第3章　　高周波誘導加熱技術の重油回収システムヘの応用と課題
3．1　まえがき
　本章では，本文において述べる具体的な研究課題にっいてまとめる．
　高周波誘導加熱システムを構成する際にその特性を検討しなくてはならない要点は，
・　高周波誘導加熱電源の高効率，高信頼性，安定運転を確保する
・誘導加熱負荷特性を検証し，高効率加熱を実現する
・　運用時に最大の効果を発揮させるための応用技術本体の特性を検討する
という3点である。したがって，はじめにどのようなシステムにこの技術を適用するかを確定しないと
システムの研究とは名ばかりのばらばらな成果の寄せ集めになってしまう．
　それを避けるため，本章ではまず，応用技術として検討している沈没船タンク内部重油加熱回収シス
テム，及び本文にて着目する船側鋼板誘導加熱負荷にっいて述べる．
　続いて，船側鋼板誘導加熱システム特有の特性を予測しつつ，システムを構成するために検討すべき
課題にっいてまとめ，次章以降の具体的な解析，検討にっなげる．
3．2重油加熱回収システムヘの応用
3。2．1現状の重油回収法と課題
　船舶はオイルタンカーに限らず大量の燃料油を搭載した状態で航行している．従って，船舶が沈没な
どの海難に遭遇した場合には燃料油の流出を防ぐため，タンク内から燃料油を回収する必要がある．
　船舶の燃料には主にC重油が使用されているが，C重油の性状は気温や海水温に著しく影響されやす
く，特に冬季や深海の低温環境下では固体に近い状態にまでなる．このような状態にあっても確実に沈
没船のタンク内部からの重油回収が可能になる技術の開発が望まれている．
　現在用いられている重油回収方式には，タンク内部の重油を灯油や軽油などの軽質油で希釈して重油
を低粘度化する方法と，蒸気や熱水によって加熱して粘度を下げる方法の2通りがとられている．図3．1
は浅海で沈没した船舶の重油タンクから重油を加熱回収する場合の原理図である。沈没船に近い海上の
作業船にボイラ，給水タンク，発電機を搭載し，この作業船から加熱ホースや回収ホース等を沈没船ま
で降ろして重油を加熱する．
　しかし船舶が座礁するような海域は陸上から簡単に近づくことができず，また沖からも容易に近づけ
ない．従って，座礁現場に大型のボイラなどの大がかりな加熱設備を搬送して設置する準備作業には多
大な労力と時間を要し，条件が悪くて現場に設置できない場合も少なくない．
　このように，加熱用の熱源を遠く離れた場所に設置すると，長いホースを使用して熱水やスチームを
送らなければならないので，途中での熱損失も大きくなってしまい，加熱効果が得られないこともある．
また，加熱効果があったとしても沈没した船舶から抜き出した燃料油等を回収タンクまで移送する経路
が長いと，燃料油等が途中で冷却されて高粘度化してしまいホース内を流れず，回収できない事態が生
じることになる．また，軽質油によって希釈する方式だとタンク内部の重油の大部分が流動性を持って
しまうので，一且回収作業を開始したらタンク内部の重油を完全に回収しきらなければならない．更に，
軽質油は揮発性が高いので作業中に爆発，炎上して2次災害を引き起こす可能性もあり，作業時の安全
性に大きな問題がある，このような事情から，特に深海に沈没したような場合は重油を有効に回収する
ことができず，放置されたままであるのが現状である．
　これらの理由により現状では短時間に燃料油を回収する有効な方法がないので作業が長期間になりや
すく，作業中に周期的な荒天の襲来を受けざるを得ない．こうした荒天の襲来により，船体が動揺し燃
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料油が船外に流出し環境汚染を引き起こすおそれがある．従って，短時間に船体内高粘度重油を加熱回
収する装置が必要とされている．
ボイラ
令’ ＋＋＋
回収ホース
ポンプ
高粘度重油
十
十
十
重油回収船
加熱ホース
P
強臼盛軍強鼠∫彰強野縣
沈没船
図3．1従来の重油回収方法
3．2．2商周波誘導加熱による重油加熱回収システム
　図3．2は，高周波誘導加熱方式による重油回収システム概要図である．システム構成としては，沈没
船のタンク内部に挿入され，内部の重油を直接加熱する直接加熱ユニット，船側鋼板を加熱し，そこか
らの伝熱によってタンク内部重油を加熱する船側鋼板加熱ユニット，回収の重油が周囲の海水によって
再び冷却されて粘度が上昇した場合に，重油の流動性を確保するために回収パイプを加熱して重油の粘
度を下げる再加熱ユニットなどが考えられる．
　本文では，深海沈没船，あるいは低温環境下における座礁船舶などの特殊な状況を考慮し，重油タン
ク内部で直接加熱が不可能な場合を想定しタンク側壁の船側鋼板を誘導加熱により加熱し，そこからの
伝熱によってタンク内部重油を加熱回収する方式を中心に検討している．
　高周波誘導加熱技術を用いた重油回収システムは，加熱源と加熱先の船側鋼板，もしくは回収パイプ
が同一にできるので，蒸気加熱方式のように中途の熱損失はなく，効率良くタンク内部，またはパイプ
内の重油を加熱することが可能である．また，ボイラ，加熱ホースなどの大規模な設備の設置を必要と
せず，電力ケーブルは加熱ホースに比べて扱いが容易である．さらに，電源は回収船の補助発電機で十
分な電力を得ることができるので，システム全体が簡略化できる．
　また，軽質油希釈方式と比べても揮発性の高い油を大量使用するわけではないので，漏電にさえ気を
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っければ安全性は格段に向上する．さらに，タンク内部の重油が流動性を持つのは加熱された部分のみ
であり，タンク内部の重油全てが流動性を持つわけではないので，回収中に何らかの理由で重油が流出
をはじめてもその被害を最小限に抑えることができると考えられる．
図3．2　高周波誘導加熱による沈没船タンク内部重油加熱回収システム概念図
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3．3実システム応用に際しての課題
　本文では，図3．2で示した高周波誘導加熱による重油加熱回収システムのうち，船側鋼板加熱ユニッ
トについて検討を行っている．なぜなら，条件によって，沈没船タンク内部に挿入され，直接重油を加
熱する直接加熱ユニットが使用できない可能性が考えられ，実際の回収時にはこのような条件下におい
ても回収が必要になる場合も多々あると思われる．そうであるならば，船体鋼板誘導加熱ユニットは，
タンク側壁にワーキングコイルを貼り付けることさえ出来ればタンク内部の重油加熱が可能であると考
えられるため，適用範囲が広く使用頻度も高くなると考えられる。したがって，船体鋼板誘導加熱ユニ
ットを可及的速やかに実用化させる事が望ましい．
　ここで，船側鋼板加熱ユニット固有の特徴として考えられるものとしては，
　　1）加熱のたびに負荷が変化し，電気的特性がつかみにくい
　　2）熱を奪われやすい水中加熱が中心であり，熱効率を向上させるために工夫が必要である
　　3）加熱面積を可能な限り広く取る必要がある
などがある．以上の特徴を見ると，現状においては負荷未定でその特性も良くわかっておらず，水中加
熱という加熱熱量が放散しやすい最悪な加熱条件を有し，円筒形のパイプの加熱という比較的類似した
研究の多い直接加熱ユニットや再加熱ユニットと異なり，巨大な面積を有す鋼板の一部分のみを加熱す
る船側鋼板誘導加熱負荷は類似した研究も筆者が知る限りにおいてほとんど見られないことなどを勘案
すると，図32中の3種のIHヒータのうちで一番開発が困難と考えられる．したがって，この船側鋼板
加熱ユニットを先行して開発に着手し，この研究の目途が立った時点でその他のヒータの開発に着手す
べきと考えられる．
　以下本章では，上に挙げた1ト3）の特徴を考慮に入れっつ，次章以降の具体的な解析につなげていくた
めの個々の検討課題についてまとめておく．
3．3．1高周波誘導加熱電源
　ここでは，第4章にて述べる高周波電源とその高性能化に関する検討課題について簡単にまとめる．
　高周波誘導加熱負荷を駆動する高周波インバータの最大の特徴は，周期的な電力用半導体スイッチン
グ素子の高速スイッチングにある．高周波インバータの場合，スイッチング周波数の高周波化に伴う装
置の小型，軽量化のメリットの反面，高速スイッチングに起因する，
　（1）スイッチング損失の増大
　（2）サージ電圧，サージ電流の発生
　（3）リカバリ電流，テール電流の発生
などの問題点が発生する（1）．
　その対策として，
　（A）サージ電圧やサージ電流による半導体スイッチング素子の破壊を防ぐためにそれらを吸収し，サ
　　　ージエネルギを熱として放散するスナバ回路を設けて回路を安定運転させる．（ハードスイッチ
　　　ング電源）
　（B）スイッチング素子の電圧または電流（あるいはその両方）の値がゼロになってからターンオンあ
　　　るいはターンオフするソフトスイッチング技術を用いてサージ電圧やサージ電流を発生させな
　　　い。（ソフトスイッチング電源）
という2っの方式がある．
　本文では，上に挙げた（A），（B）両方の検討を行っている・
　すなわち，（A）のハードスイッチング電源においては，半導体素子内で発生してしまうサージエネルギ
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を素子の代わりに吸収して熱として開放し，回路を保護するスナバ回路が非常に重要な役割を果たすが，
その定数設計を誤ると保護回路としてのスナバ回路の役割を果たすことができずに回路が破壊されたり
逆に効果がありすぎて不必要に損失を増やしてしまったりする可能性がある．よって，ハードスイッチ
ングタイプの高周波インバータの検討課題としてはこのスナバ回路の形式，及び回路定数の設計がその
要点になる．本文では，スナバ回路の方式として，損失の小さい電力回生型スナバ回路（電圧クランプ
回路とも言う）をハードスイッチング電源用スナバ回路に選定し，その定数設計のための特性解析，及
び設計した回路定数のスナバ回路を用いて高周波インバータを運転し，その効果について検証している．
　次に，（B）のソフトスイッチング電源における検討課題をまとめる．高周波インバータのソフトスイッ
チング動作とは，具体的には（A）であげたスナバ回路における損失を理論的に零にしたもの（なので，ソ
フトスイ．ッチングを実現するために付加するインダクタやキャパシタ，補助回路のことをロスレススナ
バと呼んでいる例も存在する（2×3））であり，それを実現するために回路の共振を利用して蓄積したエネル
ギを引き抜く必要があるが，回路の共振周波数は受動素子であるインダクタンスL，キャパシタンスC
によって決定されるため，効果的な誘導加熱を行うための動作周波数に合わせてこれらの値を設計しな
くてはならない．また，船側鋼板誘導加熱負荷の持っ，“加熱時ごとに負荷が変化し，その定数も変化す
る”という特徴を捉え，“このような条件下においても高周波誘導加熱を行う際に有効な周波数帯域での
運転を可能にする”という課題も克服しなくてはならない。すなわち，動作周波数によって回路動作の
影響を受けやすい高周波誘導加熱の加熱時のリスクを軽減するため，電源装置に定周波電力制御機能の
付加が必要不可欠と判断し，その機能の実現する回路方式の検討を行った．第4章において，定周波電
力制御機能を有す回路を2種類提案し，その動作解析や誘導加熱実験によって回路動作を検証している．
3．3．2誘導加熱負荷の電気特性
　次に，第5章～第7章で述べる高周波誘導加熱負荷特性とそれを船側鋼板誘導加熱システムの応用す
るに当たっての検討課題について簡単にまとめる．
　まず，第5章にてまとめている高周波誘導加熱負荷の一般的な電気特性について検討する．高周波誘
導加熱技術を船側鋼板加熱ユニットに適用する場合にその特性変化に影響を与える変数のうちの一部に
ついては文献（のにまとめている．その結果のうち電気特性にっいて簡単にまとめると，
1）鋼板面積可変実験の結果から，ワーキングコイルの大きさに対して鋼板の大きさを可変しても誘導
　加熱負荷等価回路定数値は変化しない．
2）空隙可変実験の結果から，空隙の値が大きくなると負荷インダクタンスの値は大きく，また，負荷
　抵抗の値は小さくなる。また，周波数が高くなると，空隙の値が負荷インダクタンスに与える影響
　が大きくなる．
　ただし，文献＠）においては，実験によって得られた結果を整理したのみであり，それに対してより踏
み込んだ解析を行っていない．本文では，これらの特性について渦流解析の結果を援用して上に挙げた
特性のより詳しい解析を行っている．高周波インバータを設計するためには負荷等価回路定数値が必要
になってくるが，沈没船の負荷等価回路定数値を事前に得ることはきわめて難しい．したがって，文献
（4）に述べた，沈没船の船体鋼板を模擬した水中設置鋼板の加熱実験によって得た，具体的には鋼板面積
可変実験の結果を整理し，空隙が存在しない場合の負荷等価回路定数値の推算式を理論と実験で得た結
論を用いて導出する．これにより，ある程度の誤差を見込んでおく必要があるが，高周波インバータを
設計する際に必要な負荷等価回路定数値を与えることができると考えられる。
　船側鋼板誘導加熱システムは先にも述べたように，主に海水中での加熱になると考えられる．したが
って，周囲の海水に熱が奪われやすい加熱条件の中で，少しでも効率良く加熱を行うための検討を行う．
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具体的には，ワーキングコイルに対して鋼板の反対側を高透磁率のフェライトなどの高透磁率材で覆い，
裏側の磁気抵抗を小さくする．これにより漏洩磁束が減少し，したがって鋼板と鎖交する磁束も大きく
なり，結果的に発熱量が大きくなって加熱効率が上がると考えられる．この高透磁率磁性材料を用いる
ことによる効果を第6章にてまとめる．
　さらに，船側鋼板誘導加熱システムの実際の運用時においては，ワーキングコイルの大きさ以上の加
熱面積を必要とする場合が考えられる．その方法として，
　1）　ワーキングコイルを複数枚設置する
　2）電力投入時にはワーキングコイルと鋼板との間に入り込んだ水が加熱されるので，その水を新た
　　な熱源として活用する
という2っの方法が考えられる．以上2点に関して，詳しい検討を第7章にてまとめている．
　以上，誘導加熱負荷の電気特性についての検討課題をまとめた．
3急3大型タンク加熱時の加熱特性
　第8章においてまとめている大型タンク加熱実験において，あらかじめ予測される特性と検討事項に
ついてここで簡単にまとめる．
　小型タンクの加熱実験においては周囲の冷却水温度が零度に近い加熱条件下においてもタンク内部の
重油を加熱することが可能であることが判明している④．
　しかしながら，実際の船舶タンクなどの大型のシステムにおいては加熱面面積と重油の容積との差が
大きくなり，本当に加熱が可能であるといえるかどうか，また，そのときの加熱分布から実際に重油が
加熱回収するのに十分な熱量を重油に与えることが可能であるのかどうか，現在判明している段階では
心許ない．まず，このことについて確認しておかなくてはならない．この疑問について解答を与えるた
め，海水中に設置した大型タンクの加熱実験を行い，その結果についてまとめる．
　また，高周波誘導加熱は鋼板の内部発熱によって加熱されていくので，鋼板の電力密度（熱工学的に
言う熱流東と同義）を上げれば，当然のことながら鋼板内部の発熱量が大きくなる．加熱時においてタ
ンク内部に向かう熱と海水へ放出される熱との比率が一定になるなら，加熱面の電力密度を上げてやれ
ば重油に供給される熱量も大きくなるのではないかと考えることも出来る．それならば，さらに小さな
ワーキングコイルを用いて加熱を行うことが出来るので，システムの設置や運用がさらに容易になる．
この，鋼板内部発熱の効果について，同一電力で加熱面面積を可変して加熱実験を行い，鋼板の電力密
度の違いによるタンク内部の重油加熱特性を把握することで検討を行う．同時に，第5章で導出した船
側鋼板誘導加熱負荷等価回路定数の推算式についてもその正当性の検証を行う．
　最後に，第7章にて検討している加熱面積の拡大法による重油加熱への効果についても検討を行う．
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3．4　あとがき
　本章では，本文の以下の章にて検討していく課題について検討した，以上をまとめると，
　　1）　高周波電源に関して
　　・　ハードスイッチング電源の保護回路であるスナバ回路について，その特性と定数設計法に関し
　　　　て検討する
　　・　電源装置の更なる高性能化，高機能化を目指し，回路のソフトスイッチング化とその定周波電
　　　　力制御機能の付加について検討する．
　　2）負荷特性に関して
　　・　高周波誘導加熱負荷の電気的特性に関して理論解析を行い，現在までに実験によって得られた
　　　　特性に関して理論的な面から検討を行う．
　　・　本文で提案している高周波誘導加熱を用いた重油加熱回収システムは現在のところ非常に大
　　　　きなシステム構成になることを鑑み，小型ワーキングコイルを用いて得られた負荷等価回路定
　　　　数と，大型ワーキングコイルを用いて得られるであろう負荷等価回路定数との間に成立する相
　　　　似則について検討する．
　　・　水中加熱時の加熱効率向上法を電磁気学的な観点から検討し，実験によって検証する
　　・　加熱面積の拡大法について，ワーキングコイルを複数枚設置する方法と，加熱されたワーキン
　　　　グコイル周囲の水を新たな熱源とする方法についてその効果を検証する
　　3）タンク加熱時の熱的特性に関して
　　・　大型タンク加熱時においては，加熱面は距離の自乗に比例して大きくなるのに対し，容積は3
　　　　乗に比例して大きくなるため，実際に船体加熱によるタンク内部重油の加熱が可能であるかど
　　　　うかの検討を行う．
　　・　タンク内部の重油温度はどのような境界条件によって決定されるかを検証する
　　・負荷特性の項で検討したタンク加熱時の加熱面積拡大法について，その効果を検証する
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第4章　　高周波誘導加熱電源
4．1　まえがき
　本章においては，高周波誘導加熱負荷を駆動する電源装置である高周波インバータについて検討を行
っている．
　高周波誘導加熱負荷を駆動する高周波インバータはその高周波スイッチングに起因するスイッチング
損失の増大やサージ電圧，サージ電流の発生など，さまざまな問題が発生する（1）．以下，高周波インバ
ータが有す間題点についてまとめ，その対策法としてのスナバ回路，及び，回路のソフトスイッチング
化について検討する．さらに，ソフトスイッチング高周波インバータの高機能化に関する検討課題とし
て，定周波電力制御機能の付加を検討する．
4．2　高周波誘導加熱電源の問題点
4．2．1　スイッチング損失とSOA（Sa艶OperatingArea）
1．ターンオン損失，ターンオフ損失，ハードスイッチング動作
　理想状態で半導体素子をスイッチングデバイスとして使用する場合，ターンオン，ターンオフ時に損
失は発生しない．しかし，実際の半導体スイッチは，図4．1に示すとおりある有限の時間を持ってスイ
ッチング動作を行う．また，図4．1のようにスイッチ電圧，またはスイッチ電流が有限の値でスイッチ
ングすることをハードスイッチング動作と呼び，この動作を行う電源装置はハードスイッチング電源と
呼ばれている（1）。このスイッチング動作に要する時間，スイッチング時間中にスイッチ電流（i，）×スイッ
チ電圧（v、）で表されるターンオン損失およびターンオフ損失が発生する．
　このスイッチング時間はデバイス固有の定数で操作することが不可能であり，したがって，高周波化
すればするほど一周期に占めるスイッチングタイム，すなわちターンオン・ターンオフタイムの割合が
増え，ターンオン損失およびターンオフ損失が増大して高周波インバータの高効率動作を妨げる大きな
原因となっている．よって近年のパワーエレクトロニクスを取り巻く研究分野ではこのスイッチング損
失を低減することが一つのテーマとして重要視されている．
tum　o任time　l ，加m　on　time
1一←一一一一
Vs
1s 1s
on off on
o　　　　　　　暉
O　　　　　　　I
ロ　　　　　　　ロ
じ　　　　　　　ロ
l　　　l
甲　　1
加m　o鐸10SS 加m　on10SS
図4．1　ターンオン損失およびターンオフ損失
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2．　リカバリ電流、テール電流の発生による損失
　図42に示すリカバリ電流（i陀）はダイオードに流れる電流の高速ターンオフに伴う現象である．図4．3
に示すテール電流（iJはIGBTに流れる電流の高速ターンオフに伴うIGBT特有の現象である．
　いずれの場合もリカバリ電流（㌔）×スイッチ電圧（V、），テール電流（iゆ×スイッチ電圧（V、）で表される電
力損失がパワー半導体スイッチで発生するため高周波インバータの電力変換効率低下の要因となる．
　これらの損失も半導体素子のスイッチングに伴う損失であるので，広義のスイッチング損失であると
いえる．
is
is
テール電流
リカバリ電流
図4．2　リカバリ電流 図4．3テール電流
3。SOA（Sa侮OperatingA㎜）
　半導体スイッチング素子には安全に動作できる領域があり，その領域のことをSOA（Sa驚（》peradng
Area：安全動作領域）といい，その例を図4．4に示す．半導体素子を使用する際には動作点がその領域
内におさまらなければならない．半導体素子は通常の機械や建築物などとは異なり，安全率という概念
がないので動作点がその領域内をわずかでも外れると瞬時にして破壊され，使用不能となる．よって使
用者は素子に流れる電流と電圧を把握し，十分なディレーティングを考慮して使用しなければならない．
is
I　S（max）
電流限界
　　　SOA
（安全動作領域）
電力限界／
電圧限界
VS
VS（max）
図4．4　SOA
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覗．2　スナバ回路
1．サージ電流、サージ電圧の発生によるパワー半導体スイッチの破壊
　サージ電流（i蛾は，パワー半導体スイッチ接合容量，浮遊容量といった寄生容量（c画と高速スイッチ
ングに伴う電圧の急峻な変化（d瑠dt）により生じる（（4．1）式）。このサージ電流の概念図を図4．5に示す．
　　　　dVsisug＝Cp田一…（4・1）
　　　　　dt
　サージ電圧（v㎎）は，配線のインダクタンス成分や変圧器等の漏れインダクタンスといった回路内のイ
ンダクタンス成分（L、∂と高速スイッチングに伴う電流の急峻な変化（dis／dt）により生じる（（42）式）．この
サージ電圧の概念図を図4．6に示す．
　　　　disVsug＝Lst　　　　＿（42）
　　　　dt
　この半導体スイッチのオン，オフ動作に伴って発生するサージ電流及びサージ電圧は形を変えてノイ
ズとなり，機器自体の性能の低下だけではなく，周辺の電子機器に障害を引き起こす危険性を持つ。さ
らに，その大きさによってはパワー半導体スイッチを破壊する原因ともなりうるため注意が必要である．
／
is
〆
Vs
図4．5サージ電流 図4．6サージ電圧
2．スナバ回路による回路の保護
　ハードスイッチング電源では，電圧と電流が有限の値で重なり合うので，サージ電流やサージ電圧に
よるスイッチングデバイスの破壊が容易に起こりうる．したがって，それを保護する保護回路としてス
ナバ回路が必要になる場合が多い．スナバ回路は，図4．5に示したサージ電流，もしくは図4．6のサージ
電圧のエネルギを吸収し，それを熱として放出するものである．その種類として，ターンオン時のサー
ジ電流の発生を回避するため，ターンオン時の電流の立ち上がり（di♂dt）を抑制するターンオンスナバ回
路，または，ターンオフ時のサージ電圧の発生を回避するため，ターンオフ時の電圧の立ち上がり（d瑠dt）
を抑制するターンオフスナバ回路に大きく分かれている．またその亜種として，サージ電圧のみを吸収
するタイプのターンオフスナバ回路（電圧クランプ回路とも呼ばれる）も存在し，それぞれ使い分けら
れている．
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　図4．7にターンオンスナバ回路の形式を示す．
　スイッチングデバイスのIGBTに直列にスナバインダクタLSN
が接続され，このLSNに並列にスナバ抵抗RSNとダイオードDSN
が接続されている．
　今，IGBTをターンオンしたとする．すると電流は一気にIGBT
を通って流れ込もうとするが，リアクトルの効果によって図4．8
のようにヒ。ンク色の線のようにその傾きが緩やかになって，dシdt
が抑制される．ターンオンスナバ回路を設置した場合のスイッチ
電流の傾きは，スナバリアクトルのインダクタンスをLSNとする
と（4．3）式になる．
di　　Ed・二Σ＝一＿（4．3）
dt　LSN
　したがって，インダクタンスが大きくなるほど電流の立ち上が
りを抑制する効果を発揮する．
　続いて，電流がスイッチを流れている状態のままターンオフす
る場合，そのままターンオフすると電流の形でスナバリアクトル
に蓄積された磁気エネルギが行き場を失って，それが巨大なサー
ジ電圧となってスイッチにかかり回路が一気に破壊される．これ
を防止するためにバイパス回路が必要で，リアクトルに並列接続
された抵抗RSNによってリアクトルが蓄積したエネルギを熱とし
て処理する。ダイオードDSNは，IGBTターンオフ時のみ抵抗に
電流を流れるようにするために接続されているものである．ター
ンオフ時の電流の流れは，LsN→RsN→CsN→LsNのループで，図4．7
中に示している．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　is
　図4．9にターンオン軌跡を示す．図4．5のよ
LSN
ターンオフ時の
電流の流れ
↓　通常の電流　流れ方向
DSN
」
Rs閥
IGBT
うにサージ電流が発生するときは半導体素子
のSOAを図のように超えてしまう可能性も
あり，この場合，IGBTは破壊されてしまう
が，ターンオンスナバを付加するとターンオ
ン軌跡はv－i軸に沿うように移動し，SOA内
に収めることができて素子の破壊を防ぐこと
ができる．
　ここで，もし何らかの方法によって，スイ
ッチを流れる電流が0，もしくは逆方向に流
れるような条件を満たせば，RSN－DSNのエネル
ギ処理回路が不要になる．
変換効率が向上する．
いての詳しい解説は4．2．3節で述べる．
is（max）
図4．7　ターンオンスナバ回路
　　　　　alm　on　lOSS
vs　　　　　　　　　　　　is
　　　　～・「
　　　　グ　1。werdi／dt
　　　　鍵
　　　　　翔』一　　　　　tumon　loss軽減
図4．8　ターンオン損失の軽減
図45のターンオン軌跡
　　SOA
（安全動作領域）
ターンオンスナバ回路付軌跡　　VS（max〉
図4．9　ターンオン軌跡
VS
　そのような条件が満たされればスナバ抵抗RSNでの熱損失はなくなり，電力
このような動作を行う回路のことをソフトスイッチング回路というが，これにつ
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　図4．10にターンオフスナバ回路を示す．
　スイッチングデバイスのIGBTに並列にスナバコンデ
ンサCSNとスナバダイオードD訓，スナバ抵抗RSNが接
続されている．
　IGBTに電流が流れている状態でターンオフすると，
IGBTを流れていた電流はDSN－CSNの岐路に転流し，スナ
バコンデンサCSNを充電しながら徐々にゼロになる．こ
の時、スナバコンデンサ両端間の電圧は緩やかなdv／dt
で立ち上がり，それに並列接続されたスイッチ電圧も図
4．11の水色の線のように緩やかに立ち上がる．従って，
配線の漂遊インダクタンスL鈍とスイッチ電圧の変化率
dv／dtの積によるサージ電圧は抑制される。これによりス
イッチ電圧とスイッチ電流の重なる部分が小さくなって，
ターンオフ損失が軽減される．
　ターンオン時はスナバコンデンサ両端問の電圧は電源電圧から
ゼロに向かって降下する．この時，コンデンサの放電電流によっ
てスイッチにスパイク電流が流れないように，スナバ抵抗をスナ
バコンデンサに直列に接続して電流の立ち上がりdi／dtを抑制す
る必要がある．これを防止するためにCSNに蓄積されたエネルギ
をスナバ抵抗RSNで熱として消費させて処理する．このときCSN
→RSN→IGBT→CSNのループが形成されている．
　図4．12にターンオフ軌跡を示す．図4．6
IGB」
ターンオフ時の
電流の流れ
㍉D、，
　　↓
ツCSN
RSN
のようにサージ電圧が発生するときは半導
体素子のSOAを図のように超えてしまう
可能性もあり，この場合，IGBTは破壊さ　　is（，、x）
れてしまうが，ターンオフスナバを付加す
るとターンオフ軌跡はv－i軸に沿うように
移動し，SOA内に収めることができて素子
の破壊を防ぐことができる．
　ターンオフスナバ回路は，ターンオフ時
のdv／dtが小さくなるため，サージ電圧抑
制効果は高いが，スナバコンデンサ両端問
の電圧が，0【V］～電源電圧まで電圧が変化
し、この広い電圧の変動域によって充放電
S
↓　通常の電流　流れ方向
図4．10　ターンオフスナバ回路
　　　　tum　omOSS
is　瓶　　　Vs
　　　1一　　』‘一
　　　　tum　offloss軽減
図4．11　ターンオフ損失の軽減
図4．6のターンオフ軌跡
　　SOA
（安全動作領域）
ターンオフスナバ回路付軌跡　　VS（max）
図4．12　ターンオフ軌跡
VS
電荷量も多くなり，ターンオン時の放電電流も大きくなって，スナバ抵抗での熱損失が大きくなる．
　これがターンオフスナバ回路の基本動作，及び形式である．
　このターンオフスナバの場合も，何らかの方法によって，スイッチを流れる電流が0，もしくは逆方
向に流れるような条件を満たせば，RSNのエネルギ処理回路が不要になる．このターンオフスナバを基
礎とするノフトスイッチングに関しても，詳しい解説は4．2．3節に譲る．
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　以上ターンオン，ターンオフスナバの基本
形を述べてきたが，この2種類のスナバ回路
を用いてデバイスの保護が可能になる．特に，
ターンオン，ターンオフ時間が長く，dydt，
dv／dtの制限が厳しいサイリスタやGTOなど
の制御整流素子には両方のスナバ回路の付加
が現状でも必須である場合が多い．
　ただし，本文で使用するIGBTやMOSFET
などの高速スイッチングデバイスはdydt，
dv／dtの制限がサイリスタやGTOほど厳しく
はなく，ターンオンスナバの付加が省略され
る場合が多い．ターンオフに関しても，たと
えば図4．12のように電圧，電流ともに制限に
近い状態で使用せず，電圧にかなりの余裕を
持たせて使用する図4。13のような場合，ここ
で述べたターンオフスナバのようにコンデン
サCSNの充放電作用を利用してdv／dtを制限す
る必要はない場合も多いが，サージ電圧によ
る回路の破壊が，特に容量が大きくなればな
るほど問題になる．
　このような条件下においては，サージ電圧
のみを吸収すればよく，先のターンオフスナ
バのようにスナバコンデンサCSNの電圧が
0［Vlから電源電圧まで上下してdv／dtとサージ
電圧の双方を抑制する必要はない．
　こうした目的を持って設置されるスナバ回
路のことを先のターンオフスナバと区別して
電圧クランプ回路と呼んでいる場合が多い．
　その他，ターンオフスナバ回路をダンパタ
イプスナバ，電圧クランプ回路をクランパタ
イプスナバと対にしている場合（2）やターンオ
フスナバ回路のことを充放電型スナバ，電圧
クランプ回路のことをクランプ型スナバと対
にしている場合（3），ターンオフスナバのこと
をRCDスナバと呼んでいる例（4）などがある
が，呼名の違いのみで回路構成や作用，設置
目的はすべて同じである．本文では，ターン
オフスナバ，電圧クランプ回路と呼ぶことと
する．
1S（max）
lS
サージが発生すると
SOAを外れる可能性
　　SOA
（安全動作領域）
VS（max）
図4．B　容量に余裕がある場合のターンオフ軌跡
電圧クランプ回路
図4．14　電圧クランプ回路
」
」
電力回生型スナバ回路
図4．15電力回生型スナバ回路
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　一口に電圧クランプ回路といっても，ダイオード1個を付加すればすむ場合（5）もあれば，そうでない
場合もある．ダイオード1個を用いた電圧クランプはスイッチに並列に接続されている逆並列ダイオー
ドもスイッチにかかる逆耐圧をクランプする⑥もので，一種の電圧クランプ回路といえる．
　通常電圧クランプ回路というと図4．14の回路をさす．ターンオフスナバ回路との違いは常時スナバ抵
抗を介してスナバコンデンサは電源電圧と同一の電圧になるように充電されている．
　デバイスのターンオフ時に発生するサージ電圧が電源電圧より高くなった分だけスナバコンデンサに
電流が流れ込んで充電される．そして，この余分な電荷はスナバ抵抗を介して放電される．
　このスナバ回路では抵抗の損失がサージ電圧の分だけなので，スナバコンデンサの容量が大きくでき
る点と，周波数が高くなっても抵抗の損失が少ないメリットがある．しかしながら，サージ電圧を吸収
するだけなので，dv／dtを抑制する効果はない（η．電圧クランプ回路を使用するときはこの点に注意が必
要である．電力限界に対する考えからは先に述べたが，dv値を抑制する効果はないということは，ター
ンオフ損失はそのまま発生し，デバイス内部で熱になり，それによってデバイス本体の温度が上昇する．
つまり，ターンオン・ターンオフスナバ回路は本来デバイス内部で発生してしまう熱を外付のスナバ抵
抗に代わりに吸収させるものであるが，電圧クランプスナバに接続されたスナバ抵抗はその機能を有さ
ない．よって，この電圧ランプ回路をスナバ回路として採用するときには，デバイスのdv／dtに関する
制限のみならず，温度上昇に関する制限や本体のデバイス冷却能力など，実際使用する場合には考慮す
べき条件は多い．ただし，現在使用されているIGBTなどのスイッチングデバイスや，筐体その他の実
装技術の進歩で今言った条件をクリアすることは比較的容易になってきている．
　図4、bは図4．14の電圧クランプ回路を各デバイスごとに付加したものである．動作原理や作凧使用
条件は図4．14の電圧クランプ回路と同一である．この回路のことは電圧クランプ回路と呼ばれたり（8），
電力回生型スナバ回路とも呼ばれる．
　本文では，その他のスナバ回路と区別するため，電力回生型スナバ回路の呼称を用いる．
　この電力回生型スナバ回路は低損失で各デバイスごとにサージ電圧の吸収が可能であるという特徴を
有し，かつスナバ回路の特性解析のための実験に使用した高周波インバータのスイッチングデバイスに
は高速スイッチングデバイスのIGBTを用い，入力電圧はデバイスの電圧の制限からかなり低い条件で
運転しているので，ハードスイッチングインバータのスナバ回路にはこの電力回生型スナバ回路が適し
ていると考えられる．
　よって，本文ではスナバ回路の解析はこの電力回生型スナバ回路について行い，スナバ定数の選定を
行っている．
42．3スイッチング損失の低減とソフトスイッチング
　422節のターンオン，ターンオフスナバ回路の項で述べたように，ハードスイッチング動作において
必要となるスナバ抵抗は，何らかの方法でデバイスを流れる電流の向きを自発的に逆転させることがで
きれば不要になり，原理的に損失が発生せず，効率向上によるインバータの性能向上や冷却系の小型化
による装置全体の容積縮小，軽量化などメリットが大きい．スナバ抵抗による損失をなくし，インバー
タの性能を向上させる方法のことをソフトスイッチングと呼びこの機能を有す電源装置のことをノフ
トスイッチング電源と呼んでいる．
　電流の向きの逆転は回路の共振現象を利用して簡単に得ることができる．通常のDC－DCコンバータ
や電動機駆動用3相インバータなどは，出力電流が流れる方向が一定であるので，スイッチングデバイ
スに共振回路を付加して，出力電流に共振電流を重畳させてデづイスを流れる電流を自発的に逆転させ
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る共振スイッチや外付共振回路に電流を誘導してメインスイッチングデバイスの電流を0にする共振ポ
ール型などの方法が取られている（6）．このような電力変換器においては，回路を高周波化するほど共振
回路のリアクトルやコンデンサの容積，容量が減少する．さらに，ターンオフスナバ回路のスナバ抵抗
での電力損失は（4．4）式で表され，周波数fに比例し，電力変換器の小型化のために高周波化するに従い
スナバ回路での電力損失は大きくなり，電力変換効率や熱エネルギの処理など非常に大きな影響を与え
る（η。よって，特に家電製品用ACアダプタのような数10叩⊂Hzト数［MHz】の高周波発振を行う電力変換
器においては，ソフトスイッチングによるスナバレス化が必要不可欠になっている．
Wl．、、一ICSNVCsN2f…（44）團
　　　2
　本文で検討している船側鋼板誘導加熱システムにおいてもその発振周波数は10～300｛Hzlであり，ター
ンオフスナバではスナバ損失が非常に大きくなるものと考えられるが，（44）式に示すVCSNはスナバコン
デンサCs．の充放電に伴う電圧の変化分であるので，電圧クランプ回路を基礎とする電力回生型スナバ
においてはVCSNの値は小さくなる．よって，ハードスイッチング動作であってもスナバ損失が小さく，
高周波動作による電力変換効率の低下も許容できる範囲におさまると考えられる。本文において，ハー
ドスイッチング電源のスナバ回路に電力回生型スナバを採用した一番の理由はこれである。
　なお，本文で検討しているような誘導加熱アプリケーションにおいては，力率改善その他の要請から
インバータの負荷回路が共振回路になっており，共振スイッチや，共振ポールのような技巧を要するこ
となく電流の向きが自発的に逆転し，スイッチング周波数を適当に選定すれば，ターンオン，またはタ
ーンオフスナバ回路を基礎とするソフトスイッチング動作を容易に実現することができる．
　ソフトスイッチングを実現する回路形式は大きく分けて2種類あり，ターンオンスナバを基礎とする
ソフトスイッチングはスイッチングデバイスにリアクトルを直列に接続するZCS修em⊆膿ent
旦wi的hing）方式，ターンオフスナバを基礎とするソフトスイッチングはスイッチングデバイスにコンデ
ンサを並列に接続するZVS廻eroyoltage旦witching）方式である．
　ZCS方式は，インバータ動作周波数飾を負荷共振回路の共振周波数丘よりも低い進み力率の条件下
（偽く丘）で動作し，図4．16に示すように電流共振を利用して，スイッチ電流聡がゼロクロスした後のダイ
オード電流が流れている期間にゲート信号電圧をゼロにすることでOFFを完了する，ターンオフ動作は
スイッチ電圧もスイッチ電流もゼロの条件で行なわれたのでZVZCS⑳royoltageZero⊆㎜℃n母witching）
と言う．このZVZCS動作ではターンオフ損失は発生しない。
「
　　　Vg
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図4．16　スイッチ電流及びスイッチ電圧（ZCS方式）
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　しかレターンオン時は有限のスイッチ時間のため，図4．17のようにスイッチ電流i、とスイッチ電圧
v、の重なる期間が生じ，ターンオン損失が発生する．このターンオン損失をゼロにすることは出来ない
が，図4」7が示すように，電流の傾きを緩やかにすることで，スイッチ電圧とスイッチ電流の重なる面
積を減少させ，ターンオン損失を低減することが出来る．さらに，電流の傾きを緩やかにすることで，
サージ電圧を抑制することが出来る．なお，ソフトスイッチングとしてのZCS動作を実現するためには，
スイッチ電流がゼロになった後にターンオフする必要があるため，ZCS動作が可能な周波数，及び負荷
領域が限定される．
加m　on　lOSS
　　　　　ハVs　 　　 　　ハ　　　　　　　　　ls
’
tum　on　lOSS軽減
図4．17ZCS方式原理図
　ZVS方式は，インバータ動作周波数fbを負荷共振回路の共振周波数倉よりも高い遅れ力率の条件下
（fb＞丘）で動作し，図4．18に示すように電流共振を利用して，スイッチ電流i，がゼロクロスする前のダイ
オード電流が流れている期間にゲート信号電圧を入力することでONを完了する．ターンオン動作はス
イッチ電圧もスイッチ電流もゼロの条件で行なわれたのでZVZCS（ZeroVbltageZeroC㎜entSwitc㎞g）と
言う，このZVZCS動作ではターンオン損失は発生しない．
　　Vg
「一『』‘｝「
Vs is Vs
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図4．18スイッチ電流及びスイッチ電圧（ZVS方式）
　しかし，ターンオフ時には，有限のスイッチング時間のため，図4．19のようにスイッチ電流i、とス
イッチ電圧v、の重なる期間が生じ，ターンオフ損失が発生する．このターンオフ損失をゼロにすること
は出来ないが，図4．19が示すように，電圧の傾きを緩やかにすることで，スイッチ電圧とスイッチ電流
の重なる面積を減少させ，ターンオフ損失を低減することが出来る．さらに，電圧の傾きを緩やかにす
ることで，サージ電流を抑制することが出来る．また，ソフトスイッチングとしてのZVS動作を実現す
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るためには，スイッチ電圧がゼロになった後にターンオンする必要があるため，ZCSと同様にZVS動
作が可能な周波数，及び負荷領域が限定される．
血m　omOSS
is （　　聡
1！4　　s・Rswitching
tumoffloss軽減
図4．19　ZVS方式原理図
　　以上のようにターンオン，ターンオフ時にスイッチ電流かスイッチ電圧，あるいはその両者がゼロ，
または非常に小さい状態でスイッチングする動作を総称してソフトスイッチング動作と呼ぶ．ソフトス
イッチングを導入することによりターンオン，ターンオフ時のスイッチング損失が低減され，IGBTの
発熱を抑制出来ると同時に高周波インバータの電力変換効率の向上も期待できる．
　ただし，一般に，回路の共振を利用するソフトスイッチング電源においては非常に限定された領域に
おいてのみ，ソフトスイッチングによる安定動作が可能であり，負荷定数の変化に敏感で，広い動作領
域を有すハードスイッチング電源に対し，制御が難しいという難点を有している．
　以上，ハードスイッチングとソフトスイッチングのメリット，デメリットを表4．1にまとめる。今，
負荷として船側鋼板誘導加熱負荷を考えると，負荷抵抗Ro［Ω】，負荷インダクタンスLo［田の値は加熱
時の状況，つまり，水深や船側鋼板の厚み，材質，マットを設置した場合のワーキングコイルと船側鋼
板との空隙によって変化する．ソフトスイッチングは，動作可能な負荷範囲が決まっており，回収時に
よって負荷定数が変化するような動作環境下では運転可能な場合と不可能な場合が発生すると考えられ
る。これに対して，ハードスイッチングでは，広い負荷定数の範囲で出力を得る事ができる．
　本章では，まず広い負荷範囲で運転可能なハードスイッチング電源の検討を行い，しかる後にさらな
る高性能化を目指して回路のソフトスイッチング化を検討する．
表4」　ハードスイッチングとソフトスイッチングのメリット、デメリット
ハードスイッチング ソフトスイッチング
メリット
・負荷変動に対する
作領域が広い
・高効率
低ノイズ
デメリット
・低効率
高ノイズ
・負荷変動に対する
作領域が狭い
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4．3　ハードスイッチング電源とスナバ回路の検討
43．1シミュレーションによるスナバ定数特性解析
　高周波インバータをハードスイッチングで動作させる場合，スイッチング時に過渡的に発生するサー
ジ電圧，サージ電流を吸収し，回路の安定動作に寄与するスナバ回路が必ず設けられる．しかし，スナ
バ回路はその定数選定によって，効果的に作用する場合と，ほとんど効果が見られない場合が存在する．
また。その定数選定は実装条件によって左右されることが多く，通常は回路を組み立てた後に実験的に
決定される場合がほとんどである．ここでは，実測による配線の漂遊インダクタンスの値を用いて，シ
ミュレーションソフトの中にそれを反映させ，理論波形中にサージ電圧を発生させ，各スナバ回路定数
におけるスイッチ電圧の最大値から，スナバ回路によるサージ電圧の吸収特性を解析した．
　シミュレーション，及び次節の実験で使用する汎用ハードスイッチングインバータの回路図を図4．20
に示す・スナバ回路は，先に述べたとおり電力回生形スナバを用い，ハードスイッチング動作ながら，
比較的高効率なインバータになっている．
稲
3相電源
J　　　　rl・如『』
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　　　」、1巴・r↓、『
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ノ．島』歪
」
」
Lo　Ro
」
誘導加熱負荷」
等価回路
電力回生型スナパ回路 電力回生型スナバ回路
図420汎用ハードスイッチングインバータ
　以下，汎用シミュレーションソフトPSIM⑪を用い，スナバ回路定数を変化させて，その時の回路動作
特性をシミュレーションした．
　シミュレーションにより解析する各定数を表42に示す．なお，負荷抵抗，及び負荷インダクタンス
の値は，文献轡の重油タンク加熱実験時の値を参考にしている．
表4．2　シミュレーション時の解析定数
入力直流電圧Ed 200【Vl
共振コンデンサCs 1［μ珂
負荷抵抗Ro 5［Ω1
負荷インダクタンスLo 50【μHl
漂遊インダクタンスL飢 0．474［μH】
共振周波数丘 22．5随】
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　また，基本的にハードスイッチングのスナバ回路は，スイッチオフ時におけるサージをスナバコンデ
ンサで吸収し，スイッチオン時にその充電電荷を，スナバ抵抗を通して放電するものであることから，
スナバコンデンサの電圧応答を考慮したときのその応答時間を示す値としての時定数（RsnとCsnの積）
が共振周波数22．5［kHzl付近の逆数の，1周期の値に近い時定数の範囲で計測する必要があると考え，解
析するスナバ回路定数を表4．3に示す値とした．
表4．3　シミュレーション時のスナバ回路定数
スナバ抵抗Rsn 10，30，50，80［Ω］
スナバコンデンサCsn 0．2，0．5，1．0，3．0［μF］
　解析する動作周波数飴を10～30［kHz］で2［kHz］刻みで回路動作をシミュレーションした時の，
スイッチ電圧の波形からスイッチ電圧の最大値をシミュレートし，最適スナバ定数の検討を行った．
図4．21は、スナバ抵抗Rsn＝10［Ω1としたときの，スナバコンデンサをパラメータとしたスイッチ電圧最
大値［V］一周波数［kHzl特性を示し，図422はスナバコンデンサ0・2『］としたときの，スナバ抵抗をパラ
メータとしたスイッチ電圧最大値M一周波数【kHz］特性を示す．
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図4．21スナバ抵抗10［Ω1のときのスイッチ電圧最大値（シミュレーション）
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図422　スナバコンデンサ0．2［μF］のときのスイッチ電圧最大値（シミュレーション）
　図421，422より，共振周波数より低い周波数領域ではスナバ抵抗及びスナバコンデンサの値による
スイッチ電圧の最大値にほとんど影響が見られず，共振周波数より高い領域では、スナバ抵抗は小さく，
スナバコンデンサは大きい方がよりスイッチ電圧を抑制することがわかる．共振周波数より低い周波数
領域では，スイッチ逆並列ダイオードに電流が流れているときに別のアームのスイッチがオンすること
により、スイッチ電圧の最大値が大きくならなかったと考えられる．
　従って，シミュレーションの結果からはハードスイッチング動作において，高周波インバータは共振
周波数より低い動作領域の方が，スイッチング素子動作責務及び，電力変換効率の観点から適している
と考えられる．
　また，スナバ回路定数にっいては，共振周波数より高い動作周波数領域で大きく差が出ていることが
分かる．これを表44にまとめる。スナバコンデンサにっいては大きいほど，スナバ抵抗にっいては小
さいほどスイッチ電圧の最大値を抑制することがわかる．これは、スナバコンデンサが大きいほど，発
生したサージ吸収し，スナバ抵抗が小さいほどスナバコンデンサの電荷リセットがなされるといった性
質から，このような結果が得られたと考えられる．
表4．4　シミュレーションによるスイッチ電圧最大値の特性
スナバ抵抗Rsn スナバコンデンサCsn
共振周波数より低い周波数での
イッチ電圧最大値が小さい 一 一
共振周波数より高い周波数での
イッチ電圧最大値が小さい 小さい方が良い 大きいほうが良い
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↓3．2　模擬負荷実験によるスナバ定数特性解析
　シミュレーションで得られた理論的特性を，実回路としての汎用ハードスイッチングインバータと，
誘導加熱負荷等価回路としての実際の抵抗Ro，リアクトルLoを用いて実験することで，ハードスイッ
チングにおけるスナバ回路定数を変化させた時の電力変換効率を評価，検討する．
　この実験では，入力直流電圧を80［Vl一定とし，負荷抵抗に定格1000［W］の高周波水冷抵抗10【Ω1を並
列に接続し5［Ω】とし，負荷インピーダンスに空芯コイル50［岡を用いた．また，共振コンデンサの値は，
共振周波数倉が非可聴周波数帯になる様にLO［μFlとし，共振周波数丘＝22．5［kHz］とした．
スナバ回路定数は，4，3．2節のシミュレーションと同様Rsn＝10，30，50，80［Ω1の4種，Csn＝0．2，05，LO．L5［μFl
の4種，計16種類に変え，周波数を15［kHzl～35［kHzlまで5［k】セ】刻みでインバータ（F28E－D20051瀬
田興産化工製）を駆動させたときの入力電力pin，出力電力Poをそれぞれ計測し，（4．5）式から電力変換
効率を求めた．
　　PoT1ニー×100　　．．．（4．5）　　【％】
　　pin
　なお，共振周波数倉の前後は叩田z］刻みと，細かく測定を行った．また，入力電力はボルトスライダ
3相出力端子における値であり，HloKI3332PowER　HiTEsTER（日置電機製）を用いて3相2電力計
電力測定法で測定した．出力電力は，HIOKl3167POWER　HiTESTER（日置電機製）を用いて，直列コ
ンデンサ，空芯コイルを含む負荷両端間を測定した．
　図4．23はスナバ抵抗Rsnを10［Ω1としたときのスナバコンデンサCsnをパラメータとした，電力変換
効率［％］一動作周波数［kHzlのグラフを示す．また，図424はスナバコンデンサCsnをllμF】としたとき
のRsnをパラメータとした電力変換効率［％1一動作周波数［kHz］のグラフを示す．双方の図とも，共振周
波数22．5［kHz］を境として，左側は回路の共振周波数が動作周波数よりも高い進み力率（jb＜丘），右側は
共振周波数が動作周波数よりも低い遅れ力率（ゆ含）での運転状態である．
　これら図から，電力変換効率に関しては，周波数変化による効率の変化が大きく共振周波数22．5［kHz］
よりやや低い20［kHz】近辺でいずれの効率も最大となることがわかる．
　理論上は共振周波数における効率が最大となるはずであるが，共振周波数よりやや低い動作周波数で
効率が最大となるのは，デッドタイム期間のみダイオード電流が流れる様な動作周波数では，スイッチ
電流を強制消弧することがないので，理論的にはターンオフ損失は発生せず，また，ターンオフ時のス
イッチの逆並列ダイオード電流が小さいので，別のアームのスイッチがオンするときの電流の立ち上が
りも小さく，ターンオン損失が小さいため，共振周波数よりやや低い動作周波数で効率が最大となった
と考えられる．
　また、スナバ定数の変化による電力変換効率は，各周波数において1［％1以内の変化であり，スナバ定
数の大小による効率の変化自体は，今回のスナバ定数変化の範囲では小さいことがわかった．また，ハ
ードスイッチング回路においても，回路の共振周波数付近で動作することにより，最大で92［％】の電力
変換効率が得られることがわかった．さらに，その効率も一般に共振周波数よりも低い進み力率の動作
領域で動作させる方が91～92［％］と高いことも明らかになった．
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　ハードスイッチングインバータにおけるスナバ回路での損失は電力変換効率に大きな影響を及ぽす損
失の一つである．そこで，この損失が小さく，スイッチングサージを十分許容できる範囲に抑えるよう
なスナバ回路が必要とされる．しかし，今回のスナバ定数変化の範囲では電力変換効率の変化が1［％】
以内と小さく，効率による比較は難しいことから，先程の回路条件でスイッチング波形を観測し，スナ
バ回路の回路定数を選定することを目的とした．
　前の実験と同じ条件で，負荷抵抗Rチ5［Ω1，負荷インピーダンスLr50圓の負荷が共振周波数を
22随］となるように、共振コンデンサCsの値を1［岬】に選定した・また，スナバ回路定数もスナバ抵抗
㎞＝10【Ω】，30［Ω1，50［Ω】，801Ω】，スナバコンデンサCsrO2［μF】，0．5［岬，1【岬】，3［画にそれぞれ変
化させた時スイッチング波形を，1叩面】から30随】まで5陣】刻みで動作させ観測した．インバータ
は前の実験と同じ汎用ハードスイッチングインバータを用いる．なお，図425に汎用ハードスイッチン
グインバータの回路図，及び電流，電圧の測定箇所を示す．
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図425　フルブリッジ形高周波インバータの回路図
　図4・26は共振周波数より高い動作周波数25［kHz1で，スナバ回路をはずした状態でインバータを
駆動させたときのスイッチング電流及びスイッチ電圧のオシロ波形である．この波形はスナバ回
路がないため，純粋なスイッチ電流と電圧の波形となる．スイッチ電流の強制消弧に伴い，テール
電流による振動現象が発生し，それに伴いスイッチ電圧にも入力電圧の2倍以上あサージ電圧が発
生することがわかる．
図4．27は，動作周波数25随】，スナバ抵抗80【Ω】，スナバコンデンサ0．2【｝司としたときの，スイッ
チ電流，スイッチ電圧のオシロ波形である．スナバ回路の接続に伴い，サージ電圧は大幅に抑制されて
安定な動作を実現している．
　表4．5は，動作周波数が共振周波数より高い周波数領域での，回路諸特性をまとめたものである．ス
ナバ抵抗㎞が大きく，スナバコンデンサCsnが小さいとき，スイッチ電圧の最大値も小さくなり，電
圧振動期間も短くなる．また，スナバ抵抗Rsnを通して負荷を流れる電流Ioが小さいため，スナバ抵抗
Rsnでの損失も小さくなる．
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　図427　スイッチ波形（25閃セ1，Rsn＝80【Ω】，Csn＝0．2［μFl）
表4．5動作周波数が共振周波数より高い周波数領域での特性
スナバ抵抗Rsn スナバコンデンサCsn
Vsmaxが小さい 大きいほうが良い 小さいほうが良い
Vsの振動期間が短い 大きいほうが良い 小さいほうが良い
Rsnを通して流れるIoが小さい 大きいほうが良い 小さいほうが良い
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　次に共振点より低い動作周波数帯でインバータを駆動する際の特性について検討する．図4．28は，共
振周波数より低い動作周波数15［kHzlでスナバ回路をはずした状態でインバータを駆動させたときのス
イッチング電流，及びスイッチ電圧のオシロ波形である．この波形もスナバ回路がないため．純粋なス
イッチ電流とスイッチ電圧の波形となる．ターンオフ時ダイオードリカバリー電流の発生に伴う，振動
現象により入力電圧の約L5倍のサージ電圧が発生している，また，ターンオン時のサージ電流により
スイッチがオンした後にサージ電圧が発生しているのがわかる．
　図429は，動作周波数15［kHzl，スナバ抵抗80［Ω】，スナバコンデンサ02［μFlとしたときの，スイッ
チ電流とスイッチ電圧のオシロ波形である．スナバ回路の接続によりスイッチのターンオン，ターンオ
フのどちらにおいてもサージ電圧はほとんど発生せず，安定動作が実現している．
　表4．6は，動作周波数が共振周波数より低い周波数領域での回路諸特性をまとめたものである．スナ
バ抵抗Rsnが大きく，スナバコンデンサCsnが小さいときスイッチ電圧の最大値も小さくなり，ターン
オン直後のスイッチ最大電圧も小さくなってスナバ抵抗Rsnを通して負荷を流れる電流Ioが小さいため，
スナバ抵抗Rsnでの損失も少なくなることがわかる．
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図428　スイッチ波形（15［kHzlスナバ回路なし）
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表4．6動作周波数が共振点より高い周波数領域での特性
スナバ抵抗Rsn スナバコンデンサCsn
ターンオン直後のVsmaxが小 大きいほうが良い 小さいほうが良い
Rsnを通して流れるIoが少ない 一 小さいほうが良い
　以上，実回路を用いた模擬負荷実験から，電力回生型スナバ回路を用いたハードスイッチング動作に
おいては・高周波インバータは共振周波数より若干低い領域の方が，スイッチング素子動作責務及び，
電力変換効率の観点から適している．
　また，スナバ回路定数の選定においては，（この場合の）共振周波数22．51kHzl付近の逆数の，1周期
の値に近い時定数の範囲で，スイッチ電圧最大値の抑制及び効率の観点から，スナバ抵抗Rsnを大きく
（約80【Ω1），スナバコンデンサCsnを小さく（約0．2［μFl）選定することが望ましいという結果が得られ
た．
37
4．4　誘導加熱電源のソフトスイッチング化への検討
　本節では，前節で検討したハードスイッチング電源の更なる高性能化を目指し，高周波インバータの
ソフトスイッチング化を検討する．
　ソフトスイッチング電源は42節，表4．1にまとめたようにハードスイッチング電源に比べて高効率，
低ノイズ化が図れる反面，負荷変動に対してその動作領域は一般的に狭く，制御が難しいという難点を
有している。
　したがって，高周波インバータをソフトスイッチング化する場合に，まず，負荷である船側鋼板誘導
加熱システムの負荷特性を予測しておく必要があり，それに沿って電源装置に必要な機能を検討するの
が順当であろうと考えられる．
　　船側鋼板誘導加熱システムの際立った特徴を挙げると，“加熱時ごとに負荷が変化し，その定数も変
化する”ということであろう。したがって，“このような条件下においても高周波誘導加熱を行う際に有
効な周波数帯域での運転を可能にする”という課題を克服しなくてはならない．
　高周波誘導加熱負荷は一般的に周波数によって負荷等価回路定数の値が変化し，さらに加熱時ごとに
負荷が変化して，その等価回路定数値の変動も考えられ，船側鋼板誘導加熱システムを駆動するのに有
効な周波数帯域はおおよそ20臣H2】内外であろうとの経験的な予測も立っているという3点をクリアす
ることを考えると，電源装置の高周波インバータは定周波電力制御機能を有すことが望ましいと考えら
れる．
　なぜなら，回路が一定の動作周波数で電力制御が可能になれば，周波数の変動による負荷等価回路定
数値の変化がないので，回路動作の変動が発生しにくいと考えられる。また，経験的に求めた有効な周
波数帯域からあらかじめ決定した動作周波数で運転する場合に，必要以上に電力が入りすぎる，または
電流が流れすぎて回路の定格を圧迫するような事態が発生しても対処がしやすいとも考えられる．
　よって，動作周波数によって回路動作の影響を受けやすい高周波誘導加熱の加熱時のリスクを軽減す
るため，電源装置に定周波電力制御機能の付加が必要不可欠と判断し，その機能の実現する回路方式の
検討を行った．本節において，定周波電力制御機能を有す回路を2種類提案し，その動作解析や誘導加
熱実験によって回路動作を検証している。
　高周波インバータのソフトスイッチングには，4．2．3節にて述べたようにZCS方式，ZVS方式の2種
類が存在する．船側鋼板誘導加熱システムを駆動する電源装置へ適用するにはどちらの形式が望ましい
と考えられるであろうか．
　ここで，4．3節のハードスイッチングインバータの特性解析における実験結果から，メインスイッチに
IGBTを使用する高周波インバータは共振周波数よりわずかに低い周波数で運転した場合が一番効率が
高いという結論を得ている．この運転状態において回路のソフトスイッチングを実現するには，ZCS方
式になる．よって，本節で検討を行うソフトスイッチングインバータはすべてZCS型のインバータとす
る．　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～
4．4。1　準定周波電力制御ZCS高周波インバータ〔lo）
　本インバータを検討するに当たっては，船側鋼板誘導加熱負荷の負荷等価回路定数に関する特性がほ
とんど判明していない状態において，実際に船体構造材として使用される鋼板を負荷として回路の特性
解析を行うための実験を行い，そのときのデータを使用している．
　したがって，負荷回路には単純な直列共振回路ではなく，負荷急変への対策を考慮した並列共振部も
付加した複合共振回路を構成している．
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　したがって，負荷回路が複雑であるので，回路の解析に先立ち，負荷回路の共振特性についてまず検
討を行っておく必要がある．この複合共振回路の特性解析は文献（豆1）に詳しく記載している．文献（正1）では，
負荷としてディーゼルエンジンから排出される微粒子を加熱燃焼して低減するシステムヘの適用を目的
としたZCS高周波インバータに関する検討であるが，誘導加熱負荷を等価回路としてみた場合には単純
なL－R直列等価回路であり，負荷の幾何学的な形状その他の負荷に固有な要素は解析にあたってはただ
の数値に置き換えられてしまっている．したがって，文献（ll）の解析結果をそのまま使っても問題はない
と考えられる．
　では，文献！ll）にまとめた複合共振回路の特性について述べる．
　複合共振回路の特性解析には表4．7に示す無次元化パラメータを用い，無次元化特性量を基準量に対
する比率として4次ルンゲクッタ法による数値計算を行った．基準量には負荷インダクタンス（Lo），
負荷抵抗（Ro），共振コンデンサ（Cs），電源電圧（恥）を用い，電流はEdをインピーダンス（Z）で
割った値とした．また，Ld，Ls，Cpに関しては基準量であるLoとCsに対する比（α，β，p）としてその値
を表している．但し，リアクトル比αについてはZCS動作を行うためのインダクタンスの値が負荷イン
ダクタンスの値より非常に小さいと仮定し，α等0．05としている．
　この無次元化による特性解析は回路コンポーネントの値によらずその特性量の把握が可能であるとい
う特徴を持つ．しかしながら，無次元化抵抗λ及び無次元化周波数μの中に本来は未知数で設計すべき変
数のCの値が入り込み，この値いかんによっては実際値に戻す際，特に電流値と出力が大きくなりすぎ
たり，小さくなりすぎたりする可能性がある．こうした問題を解決し，小型，高効率で出力が大きくと
れる回路を構成するため，以下，順次述べる回路諸特性解析，及び回路設計において無次元化周波数碁
に焦点を当てて数値解析解の検討，考察を行い，できる限りCを小容量化して回路の小型化，高出力化
を実現する回路パラメータの構成法について検討を行う．
表4・7複合共振回路の特性解析のための無次元化パラメータ
【無次元化パラメータ】
・無次元化周波数　群2πR）価　　・無次元化抵抗　λ＝R／灰
・リアクトル比　α＝Ld／L　β＝Ls／L　・キャパシタンス比　p雫p／C
・インダクタンス
　　【無次元化基準量】
L＝Lo　・キャパシタンス　C＝Cs・抵抗R詣Ro
・紐E覗・電流1－E／灰
・電力　P＝EI　・インピーダンス　Z＝頂
時問　丁＝硝b周波数　飴
　　　【無次元化諸特性量】
・電圧　v＊（z｝＝v（tyE　魅電流　1＊（z）＝1（t）八
・電力　Po＊罵Po／P　・時問z誼吋b・t
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　図4．30は数値特性解析によるソフトスイッチング動作領域としてのZCS動作領域を横方向にp，縦方
向にβを固定して並べた図である．図中の黒い部分がZCS動作領域を表し，その他の部分は非ZCS動作
領域である。この図から，ZCS動作領域の無次元化周波数帯域はpに依存し，特にμの最小値はpの値
によってほぽ決定され，pの値が大きくなるに従ってZCS動作領域はμの小さい帯域に移動してくるこ
とがわかる。また，ZCS動作範囲はp一定の条件下で，βの値に大きく依存し，その値が大きくなるに
従ってZCS動作範囲は狭くなる．
　　λ→　 　　　　　3．5　　　　　　　　　　　　　3．5　　　　　　　　　　　　3．5　　　　　　　　　　　　3．5　　　　　　　　　　　　3．5
　↑
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図4．30
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複合共振回路を駆動する場合のZCS動作領域
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表4．8μ血とpとの関係
㎞ P
2．7 0．2
2．3 0．3
2．1 0．4
L9 0．5
L8 0．6
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　表4．8に，ZCS動作領域におけるμの最小値μ［血がpのみによって決定されるとしたとき，μmin及び
pの組合せを示す．
　上で述べたμminとpの考察から，負荷インダクタンスLoの値が判明している条件において，無次元
化周波数μの定義式
μ血＝2漁m血廊．．（4．6）
から未知数は共振コンデンサCsと動作周波数魚の2っになり，どちらか一方を独立変数とし，他方を
従属変数として導き出すことが可能になる．
　ここで，μn血が与えられたので，独立変数を継と関連の高い動作周波数飴とする．μn血に対応して
ZCS動作周波数最小値jbminを変数とし，Csのとるべき値を計算すると，jbn血が高く，かつpが大き
いほどCs値が小さくなる．これより，動作周波数帯域と，pの値を決定すればコンデンサCs，及びCp
の値は自動的に決まる．
　続いて，具体的に，p，βの最適値を決定する方法を検討する。
　複合共振回路を電圧型インバータで駆動する際には，特に考慮すべきスイッチング素子動作責務は主
に電流責務としてのスイッチ電流のピーク値Ismaxになる．
　また，Ismaxの値はできるだけ抑制した形で負荷には大電力を供給できる回路でないと，所要出力を
得るために入力直流電圧Edを上げざるを得ず，それによってかえってIsmaxが大きくなり，スイッチ
ング素子を圧迫することが懸念される．その解決のため，新たな回路パラメータとしてS＊（無次元化対
出力スイッチング素子電流責務：（4．7）式）を定義する．
　　Ismax＊S＊＝　　　　　　　　　．．．（4．7）
　　Po＊
　　　Is　max＊・EdIs　maxニ　　　　　　　　　　　　．．（4．8）
　　　　π
　　Po＊．Ed2
Po＝　　　　　　　　　　　．．（4．9）π
Ism＆x　Ismax＊　l　　　　l　　　＝　　　　　　　・一二S＊・一　　＿（4。10）
　Po　　　　Po＊　　E（1　　　　E（1
　これは，無次元化された特性値Ismax＊，Po＊を実際の値に戻す式（（4，7），（4．8）式〉から，特性イン
ピーダンス‘（Lo／Cs）を消去すると得られる．この時，（4．10）式が得られ，その左辺は単位出力に対する
スイッチ電流の最大値を示し，右辺はその無次元値をEdで割ったものである．従って今，Edを固定し
て考えるならば，（4．10〉式右辺第1項の無次元値，即ちS＊（（4．7）式）が小さければそれだけスイッチ
ング素子動作責務を抑制しながら負荷には大電力を供給できることが期待できる．
　以上より，S＊を抑制しながら，小型，高出力でスイッチング素子動作責務軽減可能な回路パラメータ
の範囲は，スイッチング素子動作責務軽減という観点から，05≦β≦0．7であり，回路の小型化という観
点から，α4≦p≦0・6の範囲で各パラメータを選定することが望ましいと考えられる・
以上で複合共振回路の負荷回路としての特性解析は終了したので，続いて，回路の解析に入る。
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　図4．31に本節で提案する準定周波電力制御ZCS高周波インバータの回路図を示す．
　回路の基本動作はSlとS2が同時にオンし，それらをターンオフした後にS3とS4がオンする．
　負荷回路は上で述べた複合共振回路を採用しており，負荷急変などへの対応を考えたものになってい
る．ZCS動作を行うための小リアクトルは図中のLl，L2であり，ZCS基本形のスイッチングデバイス
のIGBTに直列に接続されるものではなく，負荷から入力直流電圧源Edへ向かって電流が流れる回生電
流のみが導通し，全体として損失を低減できるよう工夫を凝らしている．
　S3とS4はスイッチングデバイスに直列にダイオードが接続された逆阻止型のスイッチングデバイス
となっており，これによって定周波電力制御を実現している．
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I　　　Cp　　S3」
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Lo　Ro　Cs
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　　　　　　　　　S2」
　　　　　　　　　Ds2
L2
Dp2
図4．3茎準定周波電力制御ZCS高周波インバータ
　続いて，本回路の定周波電力制御法の原理を述べる．
　図4．32に定周波電力制御原理を示す．ZCS方式はターンオンした際には電流が0から共振状に立ち上
がり，ZCSターンオンが実現する．しかしながら，ターンオフは電流が共振して逆方向に流れ始めない
とターンオフできない．すなわち，ZCS方式はターンオンは任意の時問に可能であるが，ターンオフに
は制限が加わる．
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図4．32　定周波電力制御原理
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　図4．32（a）は，最大出力状態である．S1，S2電流の極性が逆転し，電源側への回生電流が流れ始めてす
ぐにSl，S2のゲートをオフする・そしてあるデッドタイムをはさんでS3，S4をオンする．すると，L1，
L2を通って電源側へ向かっていた回生電流はS3，S4へ瞬時に転流しようとするが，Ll，L2と負荷の
Loを流れる電流の連続性によりL1，L2を流れていた電流は急激には0にならず，ある傾きを持って徐々
に0になる．その際，S3，S4電流も0から直線状に立ち上がり，ZCSターンオンが実現する．この方法
でZCSターンオンすることを転流重複ZCSと呼ぶ（10Xn），この場合，回生電流が流れる期問が短いので
電源側への回生電力がもっとも小さくなり，最大電力が投入可能である．
　図4．32（b）は最小出力の状態である．先にZCSはターンオフに制限があると述べたが，その制限，すな
わち電流が0になってからスイッチのゲートをオフするという条件が満たされるぎりぎりのところまで
S3，S4のトリガを遅らせる．すると，Ll，L2を通って電源側へ流れる回生電流の流れる期間が長くな
り，したがって回生電力が大きくなり，出力は小さくなる．
　以上が本回路の電力制御原理である．この方法では，定周波で電力が制御できるのはおおよそ40［％1
程度の出力減（60［％1出力程度）までであり，それ以下の電力に絞りたいときは周波数制御を行って電力
制御を行うので，準定周波電力制御ZCS高周波インバータと名づけている．
　図4．33に定周波電力制御特性を示す。負荷等価回路定数の値が等しければ，周波数が高くなるほど電
力し制御範囲が拡大することがわかる．ただし，周波数はどこまでも高くできるというのではなく，メ
インスイッチに使用したIGBTのスイッチング周波数の限界や，周波数が高くなるほど表皮効果の影響
が強く現れることなどを考えると，30［kHzl以上の周波数は選定しにくい．また，上で述べたとおり，電
力制御範囲は40［％1程度であるが，この電力制御幅があれば負荷が変わっても40［％1もの値の変化がある
とは考えにくいので，負荷等価回路定数が変化したときも対応可能であろうと考えられる．ただし，負
荷急変時には対応が難しいと考えられる．
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　図4．34に周波数24【kH2］で定周波電力制御を行った場合のスイッチSI電流il，S3電流13，負荷電流
ioのシミュレーション波形を示す．
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　続いて，周波数制御時の電力制御特性をシミュレートした結果を図4．35に示す．負荷抵抗の値が小さ
いほど電力の制御幅が大きくなることがわかる．したがって，本回路を使用して船側鋼板誘導加熱負荷
を駆動する場合においては，負荷となる鋼板が変化して負荷等価回路定数に変動が生じた場合には定周
波電力制御を用い，何らかの原因で負荷急変を起こしたときには周波数制御を用いて回路の安定運転を
実現することが可能であると考えられる．
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　本節においては，ハードスイッチングインバータの高性能化のための検討を行い，そこから，準定周
波電力制御ZCS高周波インバータを提案した．
　船側鋼板誘導加熱負荷の諸特性が判明していない条件の下，予想される負荷変動の範囲内でシミュレ
ーションによる動作解析を行い，以下の結論を得た．
　1）定周波電力制御範囲は，おおよそ最大出力から約60［％1出力までの40［％1の範囲である．
　2）被加熱鋼板が変化し，負荷等価回路定数値が変化すると予想される範囲内でのシミュレーション
　　　結果から，回路は安定動作が可能であり，さらに，この場合は定周波電力制御機能のみを用いて
　　　も十分安定動作に寄与すると考えられる。
3）負荷急変時には定周波電力制御による出力制御では安定動作範囲を外れる可能性も高いので，こ
　　　のような場合は周波数制御によって電力を制御する必要がある．
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44．2　定周波電力制御ZCS高周波インバータ（12×13）
　4．4．1節においては，回生電力制御を用いた定周波電力制御法によって，40［％1程度の定周波電力制御
範囲を可能にする回路を提案した．
　本節においては定周波電力制御範囲を拡大し更なる性能向上を図った回路を提案する．
　図4。32の準定周波電力制御ZCS高周波インバータの電力制御原理のところで述べたように，ZCS方
式は，任意の時間にターンオン可能であるが，ターンオフは回路の共振によって電流の極性が反転する
まで不可能であるという制限があることを述べた．
　そこで，Sl，S4のアームとS3，S4のアームでスイッチング素子のオンタイムを非対称に制御する新
たな電力制御法を検討した。これにより，補助回路や補助スイッチを用いずに周波数固定で連続的な出
力制御が可能になった．すなわち，フルブリッジ運転時には転流重複現象を用いて任意の時刻にZCSタ
ーンオンを実現し，フルブリッジ運転モードから徐々にプッシュプル運転に移行しながら出力制御を行
おうというものである．
　しかしながら，この方式のみでは最低出力が定格出力の25［％1までしか出力を制御することが出来な
い．よって25［％1以下の出力制御には，プッシュプル運転時において準定周波電力制御ZCS高周波イン！
バータと同様に回生電力量制御を行い，出力可変範囲を拡大している．これにより，電力制御範囲は最
大出力から10［％】出力程度にまで大幅に拡大することが可能になった．
　図4．36に非対称フルブリッジ形定周波電力制御ZCS高周波インバータを示す．負荷回路が複合共振回
路から直列共振回路に変化しているが，そのほかは先に提案した準定周波電力制御ZCS高周波インバー
タとなんら変わっていない．
　したがって，ZCS動作原理などは全く同一である．
Ed
Dsl
1」
Dpl
1
Cs
Ds3
3」
［
Lo　Ro
　　　　，
S2」
s2
S4」
s4
Load
L2
Dp2
図4．36　非対称フルブリッジ形定周波電力制御
　　　　ZCS高周波インバータ
Sl～S4はメインスイッチのIGBTで，それに逆並列接続されたダイオードはモジュールの内蔵ダイオ
ードであり，本回路では電流は流れない。Dsl～Ds4は逆阻止ダイオードで，電流が内蔵ダイオードを流
れるのを阻止し，スイッチにかかる逆電圧を担持する．またS3，Ds3及びS4，跳4は逆阻止スイッチ
になっており，回生電流を遮断する．Pp1，Dp2は転流重複リアクトルLl，L2に直列接続されたダイオ
ードで，回生電流導通期間のみリアクトルに電流が流れる．また，LI，L2の値は転流重複ZCSを実現
できる程度の値として3～5［悶程度の値を選択する．
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Lo－Roの直列回路は、誘導加熱負荷等価回路である。また、直列に接続されたCsは共振コンデンサで
ある。
本回路は図4．37（a随）に示すとおり，8つの動作モードを持っている．
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図4．37動作モード
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本回路はフルブリッジ運転とプッシュプル運転の混合動作によって出力制御を行っているので，この
8つの動作モードのうちいくつかを組み合わせた動作になる．以下，定格出力から順に出力制御の流れ
を追う．
（1）定格出力定常動作
　図4．38に定格出力時のゲート信号とスイッチ電流のシミュレーションによる理論波形を示す。
S1，S2をトリガすると，Ed→S亘→Dsl→Lo→Ro→Cs→S2→Ds2→Edのループが構成され，負荷リアク
トルLoの効果で電流はゼロから共振状に流れ始める（モードa：図4．37（a））．回路の共振動作により電
流が小さくなり極性が反転すると，電流はEd→Dp2→L2→Cs→Ro→Lo→Ll→Dpl→Edの向きで電源側
へ回生電流が流れる（モードb：図4．37（b））．この期間中にS1，S2のトリガをオフすればZCSターンオ
フする．あるデッドタイムを経過した後，S3，S4をトリガする．電流はDp1，Dp2側からS3，S4へ瞬
時に転流しようとするが，リアクトルLL　L2の効果で電流は瞬時にゼロにはならず，ある傾きを持っ
て直線的にゼロになる．この時，S3，S4の電流も直線的にゼロから立ち上がり，転流重複ZCS動作が
実現する（モードc－1：図4．37（c））．その後，Ed→S3→Ds3→Cs→Ro→Lo→S4→Ds4→Edのループを電流
が流れ（モードf：図437（g））．回路の共振動作により徐々に電流が小さくなり，ゼロになった時点でモ
ードfは終了する．電流の極性が反転し，電源側へ回生電流が流れようとするが，Ds3，Ds4により回生
電流が遮断され，電流は流れることが出来ずOFFモード（モードg：図4．37（h））となる．
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図4．38　定格出力時の理論波形
（2）フルブリッジ出力制御時（供給電力量制御）
　図4．39にフルブリッジ出力制御時のゲート信号とスイッチ電流のシミュレーションによる理論波形を
示す。モードa，及びモードbについては定格出力時と同様の動作をする．モードbにおいて，Sl，S2
のトリガをオフし，デッドタイムを経過した後，S4のみをトリガする（モードc－2＝図4．37（d））．この時，
Dp1を通って電源側へ流れていた回生電流は瞬時にS4側へ転流しようとするが，Dp1に直列に接続さ
れたリアクトルLlを流れる電流の連続性によって瞬時にはゼロにならず，ある傾きを持って直線的に
ゼロになる，この時，S4を流れる電流もゼロから直線的に立ち上がり，転流重複ZCS動作が実現する．
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Dplを流れる電流がゼロになると・S4→Ds4→Dp2→L2→C　s→Ro→Lo→S4の向きに電流が流れる（モー
ドd＝図4．37（e））．回路の共振動作によって電流がゼロになる前にS3がトリガされるとモードdが終了
する．この時，Dp2を流れていた電流は，L2を流れる電流の連続性により，ある傾きを持って直線的に
ゼロになる．この時，S3を流れる電流もゼロから直線的に立ち上がり，転流重複ZCS動作が実現する．
よって，S3は半周期の中で任意の時刻でトリガできることになり，それゆえモードfでの電源側からの
電力供給期間が可変され，定周波で出力制御が可能になる．L2を流れる電流がゼロになると，モードf
のS3，S4単流モードになる．この後の動作（モードf→モードg）は定格出力時と同様である．
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図4。39　フルブリッジ出力制御時の理論波形
（3）フルブリッジ最低出力（出力電力251％1時）
　図440に25［％】出力時のゲート信号とスイッチ電流のシミュレーションによる理論波形を示す．
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図4．40　フルブリッジ最低出力時の理論波形
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　モードaからモードdまではフルブリッジ出力制御時と同様の動作をする，モードdにおいて，S4，
Dp2を流れる電流がゼロになり，回路動作がモードgのOFFモードになった後にS3をトリガしても，
S3を通って直流電源側から負荷への電流は流れることはなく，OFFモードが継続する．この時，回路動
作としては純粋なプッシュプル動作であり，直流電源側から負荷へ流れる電流は定格出力時の半分にな
り，従って出力は定格出力の25％となる．
（4）プッシュプル出力制御時（回生電力量制御）
図441にプッシュプル出力制御時において，最低出力時のゲート信号とスイッチ電流のシミュレー
ションによる理論波形を示す．
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図4．41最低出力時の理論波形
　回路動作はフルブリッジ最低出力時と同様に、モードa→モードb→モードc－2→モードd→モードg
となる．モードbにおいて，S4を流れる電流のZCSターンオフを実現させる条件でS4のトリガリング
タイムを遅らせると，モードbの電力回生期間が可変され，直流電源から負荷に供給される電力も可変
されることになり，定周波での出力制御が可能になる．
　以上，定格出力から順に定周波出力制御の流れを追った．本回路は転流重複現象を用いて任意の時刻
でスイッチのZCSターンオン可能という特質を利用し，また，S3，S4のPWM動作を独立して行うこ
とにより定格出力から最低出力まで連続的に出力制御ができる．
（5）実回路における出力制御特性および誘導加熱実験
　本回路は，船側鋼板を誘導加熱によって加熱し，粘度を下げて回収するシステムに適用するための誘
導加熱電源としての高周波インバータを想定している．
　従って，本回路に必要とされる出力制御機能は，主に船側鋼板の過熱によって船体内部の重油が局部
過熱を起こし，重油温度が引火点に到達してしまうのを防止するための出力降下のみであり，それに十
分な出力制御幅が確保されていれば良い．本回路においては，フルブリッジ出力制御のみによっても定
格の25［％】まで出力を絞ることが出来るので，それだけでも十分広い出力制御幅を有すると考えられる。
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　ここでは，シミュレーションによって確かめられている本回路の動作，及び出力制御特性について，
船体を模擬した誘導加熱負荷を用い，実験的に検証を行う．
今回は模擬鮪として重油タンク（容積450×450・7001㎜1）の中にC重油約104［B］を順，一面のみ
を加熱面とした．周囲にはゴムシートを巻いて熱の放散を防いでいる．また，周囲は冷却水を流して海
水によって冷却される船側鋼板を模擬している．（図4．42参照）
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図4．42　実験用重油タンク概要図
　タンク加熱実験は，図4，42のワーキングコイルを埋め込んだ加熱マットを誘導加熱ユニットとし，タ
ンク全体をプールの中に沈め，ワーキングコイルは完全に水没するように水を張り，プールヘの流入冷
却水流量とプールからの排出冷却水流量を調整し水位を保ちながら行った．この時の実験条件及び回路
パラメータを表4．9に，シミュレーションソフトによる理論波形及び実験波形を図4．43～4．46に示す。
表4．9実験条件及び回路パラメータ
氣縣推
動作周波数
定格出力
入力直流電圧
15．5　［kHz】
12　［kW］
　70　［V】
回密レぐラメータ
負荷リアクトル
負荷抵抗
共振コンデンサ
転流リアクトル
（Lo）
（Ro）
（Cs）
（Ll，L2）
　50。0
　　2．5
　LO
5．0～5．5
［μ田
［Ω1
［岬］
岡
　　　　　　　スイ』ツチングデバし〆，ス
s1～s4　　　　　mG4Pc50uD　（600M，50［A1定格）
Dsl～Ds4、Dpl，Dp2　　　　　　　　　　6JGH並列
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図4．43　定格出力時のスイッチ電流波形
　　　（S3トリガアングル＝1550）
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図4．44　50［％1出力時のスイッチ電流波形
　　　（S3トリガアングル＝207。）
　　　（S4トリガアングルニ1550）
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図4．4525［％1出力時のスイッチ電流波形
　　（S3トリガアングル＝308。）
　　（S4トリガアングル＝155。）
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図4。46最低出力時のスイッチ電流波形
　　　　　　（S3トリガオフ）
　　　　（S4トリガアングル＝237。）
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　　　　　　　図4．48フルブリッジ運転時のS3トリガアングルに対する特性
　図448はフルブリッジ運転時におけるS3トリガアングルに対する電力変換効率，力率，出力率を示
したグラフである．出力率については実線がシミュレーションによる理論値を示し，x印が実験値を示
している．
　図4・48から，出力率はほぽ直線状に25［％1出力にまで低下した後，S3のトリガアングルに関係なくほ
ぼ一定値を取ることがわかる．
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　図4．49はプッシュプル運転時におけるS4トリガアングルに対する電力変換効率，力率，出力率を示
したグラフである，図448と同様に実線がシミュレーションによる理論値であり，×印が実験値である。
　この図から，S4とトリガアングルに対してほぼ直線的に出力が降下しているのが分かる．
　以上の実験結果より，S3のトリガアングルのみを可変して出力を25［％1まで低下させ，その後にS4
のトリガアングルを可変することによって，本回路の出力は定格出力から最低出力に至るまで連続的に
制御することが可能であり，シミュレーションからも，また実験からもそれが確かめられた．
　図4．50は1［kW］の定格出力運転でタンクの誘導加熱実験を3時間行ったときの濫度上昇特性である．
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図4．50　温度上昇特性
　細線は加熱面に一番近い計測箇所（加熱面からの距離＝101mml）に取り付けた温度センサによる温度
上昇を表し，太線は加熱面から一番遠し・箇所（加熱面からの鵬図00［㎜1）での1蹟センサによる嚴
上昇を示している。加熱面全体が水で覆われ，大量の冷却水による熱放散にもかかわらず，誘導加熱に
よってタンク内の重油が加熱可能であることが示された．
　本節においては，準定周波電力制御ZCS高周波インバータから更なる性能向上を企図して，定周波電
力制御範囲を大幅に拡大する制御法を新提案し，実際に小型重油タンクを加熱する実験を行ってどの動
作を確認した．そこから，以下の結論を得た．
　1）転流重複ZCSの特徴である任意の時間にZCSターンオン可能という特徴を活かし，S3とS4のト
　　リガを非同期させる制御法を採用することによってフルブリッジ運転とプッシュプル運転を組み
　　合わせた定周波電力制御を実現した．
2）プッシュプル運転時は回生電力制御を行うことによって，余計な補助回路などを付加せずとも出
　　力電力は最大出力から10［％1出力まで定周波で電力制御が可能であることを示した．
3）小型重油タンク加熱実験から，タンク側壁を加熱することによる内部の重油温度を上昇させるこ
　　とが可能であることを示した、
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45　あとがき
　本章においては，高周波誘導加熱負荷を駆動する高周波インバータについて，その動作特性と，高周
波化に伴う問題点，及びその解決策として，ハードスイッチング電源におけるスナバ回路の定数選定，
回路のソフトスイッチング化と，それへの定周波電力制御機能の付加を検討してきた．ここで得られた
結論を以下にまとめる．
1）半導体スイッチングデバイスを用いる高周波インバータにおいて，その高速スイッチングに伴う問
　題点，すなわち，サージ電流，サージ電圧の発生，及びスイッチング損失の増大などの発生要因を
　　まとめ，その対策として検討されてきたスナバ回路，ソフトスイッチング電源について述べ，半導
　体スイッチングデバイスを保護するスナバ回路の形式を種々検討し，使用するデバイスが高速スイ
　　ッチング可能なIGBTを使用していること，また，電圧の定格から実際にスイッチにかかる電圧が
　小さくなるという条件を鑑み，スナバ回路の形式として，ハードスイッチング高周波インバータに
　　おいては電力回生型スナバ回路が最もふさわしいことを示した．
2）汎用ハードスイッチングインバータを用いた模擬負荷実験から，電力回生型スナバ回路はスナバ回
　路の時定数がスイッチング周期にほぼ等しくなる定数条件　においてスナバ抵抗RSNはできるだけ
　大きく，かつ，スナバコンデンサC訓の容量はできるだけ小さくすることが望ましいことを示した．
3）IGBTを用いる高周波インバータにおいて，汎用ハードスイッチングインバータの実験結果から，共
　進周波数よりわずかに低い周波数で運転することが最も効率が高く，したがって，回路をソフトス
　イッチング化する際においても共振周波数より低い周波数で運転するZCSが望ましいことを示した、
4）ソフトスイッチングインバータに定周波電力制御機能を付加することを検討し，まず，回生電力制
　御のみを用いる準定周波電力制御ZCS高周波インバータを提案し，主にシミュレーションによって
　その特性を解析した．そこから，定周波電力制御範囲は40［％］程度とやや狭いことが判明した．た
　だし，船側鋼板誘導加熱負荷に適用する場合において，鋼板が変わっても負荷変動の範囲は40［％］
　　もないと予測されることから，本回路の定周波電力制御範囲は十分な広さを持っていると考えられ
　　る。
5）準定周波電力制御ZCS高周波インバータの持つ定周波電力制御機能をさらに向上させるため，ほぼ
　同一回路でスイッチの制御法を改めることで定周波電力制御範囲を拡大することが可能であること
　を示した．すなわち，S3とS4のトリガタイミングを非同期にすることによって，フルブリッジ運
　転時において電源と負荷とが接続されている時間を可変し，フルブリッジ動作が徐々にプッシュプ
　ル動作に移行する範囲まで75［％1の電力制御範囲（定格に対し25［％1出力まで）をうることを可能に
　　し，さらにプッシュプル運転時に回生電力制御を組み合わせると定格から10［％］程度の出力まで連
　続的に可変することが可能であることをシミュレーションと実験によって確認した．
6）定周波電力制御ZCS高周波インバータを用いた小型タンク加熱実験によって，タンク側壁を加熱し，
　そこからの伝熱によって内部の重油を加熱することが可能であることを示した．
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第5章　高周波誘導加熱負荷基礎特性
5．1まえがき
本章では，高周波誘導加熱負荷について，特に負荷等価回路定数値周波数特性に関する検討を中心に，
その電気特性について詳しく考察する．
本文の目的とする船側鋼板誘導加熱システムの基礎特性把握のため，本章ではまず，鋼板などの磁性
体の内部に発生する交流損失の種類と発生原理について概説する．まず，電磁機器における交流鉄損の
計算を電気工学，及び磁気工学の立場から述べ，効率的な誘導加熱はどのような条件で実施されるべき
かを検討する．次に，誘導加熱負荷の等価回路について述べ，続く渦流解析による誘導加熱負荷等価回
路定数の理論解析とこれまで実施してきた実験結果から負荷等価回路定数値の推算式を導出する．最後
に，負荷等価回路定数の推算式の検証を兼ねて負荷等価回路定数に対する相似則を導出し，誘導加熱実
験によって検証している．
5．2効率的な誘導加熱を行うための条件
5．2。1電磁機器と誘導加熱
　一般に電磁機器は変圧器に代表される静止機と電動機のような回転機に大まかに分けられている．共
通の特徴として供給電気エネルギを一旦磁気エネルギに変換した後，要求するエネルギ形態に再変換し
ている．すなわち，一般的な鉄芯付変圧器においては1次巻線に交流電流の形で供給した電気エネルギ
を，その電流が鉄芯内部に誘起した磁束に磁気エネルギとして蓄積し，それと鎖交する2次巻線に誘導
起電力を誘起し，2次巻線が負荷に接続された場合において鉄芯内部の磁気エネルギが再び電流として
電気エネルギに再変換されて負荷へと供給される（1）．同様に，電動機においては界磁コイルに電流を流
して電気エネルギを供給し，それを変圧器と同様に磁気エネルギに変換する．電動機の場合においては
構造上発生する空隙に多くの磁気エネルギが蓄積され，電機子巻線電流や2次導体電流が作る磁界との
相互作用によってトルクを発生し，磁気エネルギから運動エネルギヘ再変換している④
従って，電磁機器においてはエネルギ変換の第1段階である電気エネルギからの磁気エネルギヘの変
換をいかに効率よく行うかに腐心してきた．電磁機器においては鉄芯材に使用する材料に要求する機能
として，
　①外部印加磁界に対して磁芯内蔀にできるだけ大きな磁束（密度）を誘起し得ること
　②外部印加磁界の時問変化に速やかに追随すること
を求めてきた．つまり，大きな磁東密度を得る事ができればそれだけ磁気素子（すなわち鉄芯）の小型
小容積化が可能になる，また，印加磁界の時問変化に対して速やかに追随することはそれだけ鉄芯内部
において発生する熱損失が軽減されるβx4）．
ひるがえって誘導加熱においては外部印加磁界によって被加熱導体中に誘起した磁気エネルギをいか
に有効に熱エネルギに変換するかが肝要である．以上の考察から，効率的な誘導加熱とは，
　①大きな磁気エネルギを被加熱導体に蓄積すること
　②その蓄積磁気エネルギを有効に熱に変換すること
の2点が重要である．①番の磁気エネルギ蓄積については通常の鉄芯材に要求される特性と同一であり，
磁性材料の高性能化のため物性物理学的見地から現在でも活発に研究されている．非常に興味深い問題
ではあるが，本文で扱う磁性材料は船体構造材に用いられる一般的な軟鋼であるので，その物性物理学
的見地からの磁気特性改善は，本文において本質的な意味を成さない．したがって，本文では，鉄材が
持っ一般的な磁気特性について概観するにとどめる．
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　②番の蓄積磁気エネルギを有効に熱に変換すること，については，誘導加熱の本質であり，本章の議
論の中心になる．かつ以降の章へ繋がる理論的基盤になっている．その解析方法としては，磁気回路法，
マクスウェル電磁方程式を解く方法，有限要素法など計算機のカを借りて数値計算を実行する方法と，
大まかに3通り存在し，現状においておのおのの方法を適切に組み合わせつつ用いられている．本文で
は，直観的に理解しやすい磁気回路法やマクスウェル電磁方程式を用いて基本的な特性を予測し，実験
によって確認するという方法で誘導加熱現象の理解を深め，加熱効率向上などの特性改善を行う．
5。2．2　磁芯の損失発生機構と電気的等価回路
　電磁機器は電磁気学の応用機器として昔も今もその主流を占めており，前節で述べたとおり磁気素子
の小型高性能化は古くからの課題であった．特に，磁芯内部で発生する熱損失の低減は機器全体の効率
向上を図る上で非常に重要である．従って，電気工学，磁気工学的にその発熱損失理論は古くから研究
され，精巧なものになっている．
　また，その損失発生機構は本質的に誘導加熱の発熱理論と同一であり，従って，磁芯の損失解析理論
の詳細を知っておくことは誘導加熱の効率的な発熱を考える上で基本的かつ有益な情報を与えてくれる
筈である，
　本節では，まず磁気工学から導出されてきた磁気回路法による磁芯の損失発生理論についてまとめる。
磁気回路の解析においては磁路の選定によって解析の結果に大きな差異を生じ，また，導線中のみを流
れると考えて差支えない電流と異なり，磁界は空間的な拡がりを有しているため，一般の場合，磁路選
定が不可能で，計算機や数値計算法の発展する近年まであまり発展の見られなかった分野である，
　しかしながら，変圧器鉄芯のような鉄芯が閉ループを形成，もしくは空隙の値が非常に小さい場合，
かつ巻線によって発生させた磁束がすべて鉄芯内部を通過すると仮定し得る場合のみ，簡単に計算が可
能である．従って，この場合の鉄芯内部で発生する損失の計算を行い，磁気回路法から導出される結果
について検討を行い，どのような条件を満たせば効率的な発熱を得る事ができるか，定性的ではあるが
検討を行うことにする．
　電磁機器において通常行っている電磁，磁電のエネ　　　　位相遅れ角
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ムルギ変換では時問変化を伴う必要上交流を用いる必要
があり．また，直流機の場合には内部で交流化する工　　　　　／
夫套灘論、耐高、轍密度を得．ため外部印加蒔イ　フ
に鉄芯を用いる場合がほとんどであるが，電磁機器の　　　　　　　　　　　鋼板に誘起される磁束
高効率化のため，磁芯の損失発生機構は磁気工学的に　　図5．1外部印加磁界と内部誘起磁束の概念図
精緻な考究が古くからなされてきた（3×4）．
　それによれば，磁芯において損失，すなわち発熱が発生するのは，外部印加磁界丑に対し，鉄芯内部
に誘起される磁束密度βが〃の変化に追従できず位相遅れ角△（図5．1）が発生し，それに伴って熱損
失が発生する．逆にいえば磁場の時間変化を材料自身が嫌って外部印加磁界の時間変化を妨げるように
抵抗力が働いて位相遅れ角を発生させ，そのエネルギを熱として放出しているとも考えることができる。
通常，誘導加熱を行う場合には発熱の中心になる磁場の時間変化に抗する抵抗力は渦電流によって得ら
れる．
　ここで，外部印加磁界の正弦波励振を仮定すると，磁界Hは〃＝H詞ω～鉄芯内部の磁束密度君は，
遅れ角を△として，丑＝Bm8（ω陶となる．この場合の透磁率μは複素数になって，これを複素透磁率kとし，
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　　君　Bej（飢一△）　B　　　B
μc＝ ＝畳mejωt＝鴛e疾鴛（c・s△一jsin△）一μ㎞＋jμ【m…（5・1）
で現される，この実部が通常の意味での透磁率で有効な磁気蓄積エネルギに関係し，虚部が位相遅れ分
を示しており，熱損失となる余分な磁気損失エネルギに関係している．
　ここでは，変圧器のような磁芯が閉路を構成しているもの（図52）と考え，起磁力を供給する巻線電
流が作る磁束は全て磁芯内部を通過するものとし，漏洩磁束や巻線内部抵抗などは考慮の対象外とする．
今，磁芯の断面積をS，透磁率をμとすると，鉄芯内部に誘起される磁束Φは，
Φ＝BS一（μR。一jμ㎞）HS．．．（5．2）
になる．また，巻数をN，磁芯を一周する磁路長を1とする．先に述べた様に，励磁巻線と磁芯との間
の漏洩インダクタンスは考慮の対象外とする，このとき，外部印加磁界Hは
　NIH；一　．．．（5．3）
　　1
で定義される．このとき，鉄芯内部に誘起される磁束は，（5．4）式になる．
　（μR。一jμIm）NIS　NI　　　　M　　　　　¢Φ； 1　＝1＝μ㎞1　μ正m1茨mRe＋j呪m㎞…（5絢　　　　　　　（μ㎞一jμ【．淘麻＋j麻
ここで，rは起磁力，呪m旺は磁気抵抗の実部，卿nimは磁気抵抗の虚部である．
磁束φ
電流1→ →磁路長1
r　巻数N
Φ RmR．
電圧・
F↑ Rmlm
　　　　断面積
図5．2閉磁路モデル 図5。3　磁芯の等価磁気回路
図5．2の閉磁路モデルを磁気回路に置換した図を図5．3に示す．
図53において起磁力と磁気抵抗を用いて磁気回路で表された磁芯の等価回路を抵抗とインダクタン
スを用いて電気回路で表すことを考える．
励磁電流が正弦波交流電流であると仮定すると，巻線両端に現れる電圧は，（55）式になる．
　　dΦ　　　　　　　　　　　　r　　　　　　　　jωN21　　　　　　　　1
VニN一二jωNΦ＝jωN　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　ニ　　dt　　　　呪mR，＋j呪mim民mR。＋j伽lm　侃mR。侃m㎞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　jωN2　ωN2
ぜ．⊥←r一呪荒・R一轟〕一σの
　jωL’R’
Uは磁芯の自己インダクタンス，R’は磁芯の損失抵抗である．上式を変形すると，
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1－ 詣・養〕v綱
となる．（5．5）式，または（55’）式の形を考えると，磁気回
路に等価な磁芯の電気的な等価回路は図5．4に示すよう
なrとR3の並列回路になる．
　っまり，電気回路と磁気回路の間には，双対の関係が
成立することがわかる＠）．
　このままでは，少し見通しが悪いので，図5．4の回路
を直列等価回路に変換する．
　磁芯の等価インピーダンスをZとし，
　　　　1Z＝　　　　　＝jωL＋R　　　l　　1　　　ナ　　　jωL『R書
とおいて，上式を変形していく．
1
V～ L撃
図5．4　磁芯の等価電気回路
R’
　　l　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　l
　I　l　㎞Re㎞㎞　　　μR，1　　　　μ㎞1　　　粋Rel＋」μIml　ナ　　　　　　　　　ナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キjωL’　R7　jωN2　　ωN2　　jωN2μ養、＋μ孟　　　ωN2μ孟。＋μ温　　　jωN2　食。＋μ塩
　　　　＝jωN2睡＝j①N2帳一」μ㎞お；jωN2塑＋ω幽S
　　　　　　　　（μRe＋jμ㎞）I　　　I　　　重　　1
　　　　　＋R←L一準・R埋S判岡
（5石）式が直列等価回路になる．ここで，透磁率の実部に対する虚部の比をtan△とし，
　　　　　　　　ωSN2
　　　μ1血　　μ㎞　　l　　　R
tan△＝一＝　　　＝一　。． 5．7）　　　μR，　　　　（DSN2　　ωL
μRe　　　l
となる．（5．7）式の伽△を損失係数といい，その逆数を磁芯の性能指数㌫という．
　　　ωL　　μReOmニー＝一　　…（5・8）
　　　R　　μlm
　5．2．1節において，電磁機器における鉄芯材に要求する機能として，
　①外部印加磁界に対して磁芯内部にできるだけ大きな磁束（密度）を誘起し得ること
　②外部印加磁界の時間変化に速やかに追随すること
を挙げた．この2つの条件について，以上の議論で出てきた複素透磁率や性能指数を用いて考える．
　まず，①　磁芯内部にできるだけ大きな磁東（密度）を誘起し得ること⇔（複素）透磁率kの実部賑。
　　　　　　が大きい⇔tan△が小さい⇔g“（5．8）式）が大きい
　また，②　磁界の時間変化に速やかに追随すること⇔位相角△が小さい⇔tan△が小さい⇔⊆～“（5。8）式）
　　　　　　が大きい
　したがって，上に挙げた2つの条件は単純に鱗（（5．8）式）が大きいという1つの条件にまとめること
ができる．
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　次に，効率的な誘導加熱を行うための条件は，
　（1）大きな磁気エネルギを被加熱導体に蓄積すること（より多く磁束を誘起すること）
　（2）その蓄積磁気エネルギを有効に熱に変換すること
である。このうち，①の条件は電磁機器の鉄芯材に対する要求と同一であるが，②番の有効に熱に変換
するためには，外部印加磁界の時間変化に対して内部に誘起される磁束の位相遅れが大きいほうが，す
なわち位相遅れ角△が大きいほうが効率的に発熱させることができる．よって，磁気回路法から得られ
る効率的な誘導加熱を行うための条件は，
　仏（（5．8）式）が小さい
という条件になる．（1）の条件を満たす方法の考察については，第6章にて詳細な検討を行う．
　次節では，本節の内容を包含した誘導加熱負荷の等価回路にっいてまとめ，本文においてはどの等価
回路を採用し，どのようにその内容を吟味していくかまとめる．
52。3誘導加熱負荷の電気的等価回路
　以上の議論においては導出したL，Rは磁芯の特性を電気的な等価回路定数に置換したものであり，
実際の鉄芯入コイルや誘導加熱負荷などでは巻線と磁芯，もしくは被加熱導体との間に空隙が存在し，
そこに漏洩磁束が発生する．また，ワーキングコイル導線の内部抵抗なども考慮しなければ，より実用
的な負荷等価回路とはいえない．現在用いられている誘導加熱負荷等価回路は上に述べたことを回路の
パラメータの中により詳しく反映させる（相互誘導モデル）か，思い切って単純化してしまう（L－R直
列／並列回路モデル）か，その2つの方法がある。
　これらのことを考慮に入れつつ誘導加熱負荷等価回路に採用されているモデルを概観し，本文におい
てはどの等価回路を採用し，さらにその特性把握はどのようにしていくのかを本節において述べる．
　まず，漏洩磁束や磁気的な結合などを考慮した相互誘導モデルについて述べる．これは，誘導加熱時
のワーキングコイルと被加熱導体との配置や磁束分布の直観的な推測によって，実際の状態に近いと考
えられ，この等価回路を採用している文献も多い（5×9）．
　たとえば大森（5）は高周波電力を供給するインバータ出力電流，つまりワーキングコイルに供給する電
流に大きな歪と直流分が乗るために，その影響を考慮するため，負荷等価回路に相互誘導モデルを採用
一タ設計に必要な負荷等価回路
定数値測定に関する議論の中で　　　　　　　　　　　　　V～　　　　Li　　L　　　R簡単に述べている．また，高橋
（ηは誘導加熱負荷の加熱効率の
定義と，効率向上法についてこ
のモデルを用いて解説している。　　　　　　図5．5誘導加熱負荷系の相互誘導モデル
　相互誘導モデルの等価回路を図5．5に示す。
2次側のL，Rは，前節の議論で述べた直列等価回路における磁芯のインダクタスLと鉄損抵抗Rで
ある．また，Riは励磁巻線の巻線抵抗，Liは鉄芯の無い場合の巻線の自己インダクタンスである．1は
巻線電流，12は磁芯内部に誘起される誘導（渦）電流である。
　正弦波励振を考えた場合，変圧器の1次，2次側に誘起される電圧と電流との問に以下の2式が成立
する．
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Vニ（Ri＋jωL量）1－j（DMI2
0＝一jωMI＋（R＋jωL）12
第2式から，1と12の関係が導出することができて，
ら一 罧、1－j讐楽1
この12を第1式の12に代入し，虚実分離してまとめると，
v一 〔喋辮〕・幽嘉跡
となる．従って，相互誘導モデルにおいて電源から見たインピーダンスZは，
VニZI＝（Ro＋jωLo）1
と表現することができ，かつ，電源である高周波インバータから見た誘導加熱負荷の等価抵抗Ro，及び
実効インダクタンスLoは次式で与えられる（飢
　　　　ω2M2RRo＝斑＋　　　　　　　　．．。（5．9）
　　　　R2＋ω2L2
　　　　ω2M2LLo＝L孟＋　　　　　　　　．。．（5．10）
　　　　R2＋ω2L2
　これによって，相互誘導モデルは，Ro－Loの直列等価回路（図5．6）になる．
　この相互誘導モデルにおいて，木船は「L，R（原
文ではL2，飽）は御熱物の賄値であるが，　　　Ro　　：Lo
これらを正確に測定することは困難である．また
Mについても同様の理由から，その値を把握する
ことは難しい．」（㊦と述べている．また，結合係数
kと負荷の時定数τを用いて，　　　　　　　　　　　　　　図5．6誘導加熱負荷直列等価回路
　　　　ω2k2τLi
RoニRi＋　　　22　＿（5。11）
　　　　1＋ωτ
　　　　ω2k2τ2Li
Lo；Li一　　　　　　　＿（5．12〉　　　　　　2　21＋ωτ
ただし，
k＝M伍
τ一
となるが，これについても同様に「未知数は減ったものの，結合係数を正確に計測することは困難であ
る．1φ）と述べている．実際に，相互誘導モデルにおいて結合係数kと時定数τを用いた表現では，変数
がLi，Ri，k，τの4つに集約されている．この式を誘導し，負荷等価回路定数として電源回路の設計に
利用した大森は，これら4つの定数を得るにあたり，ワーキングコイル内部抵抗Riについては，導線に
リッツワイヤを用いているのでその値は小さいとして無視し，LiについてはL墨に関する関係式と実測
波形から求め，k，τについては計測したLiでの実験条件に合うk，τが求められるまで（実験による実
測波形と動作波形のシミュレーションが一致するまで）計算を繰り返すという方法で得ているφ）．
　また，相互誘導モデルについてその複雑性を理由にLo－Ro直列等価回路を採用した木船（6）は，その負
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荷等価回路定数を得る方法として，①市販のLCRメータによって誘導加熱負荷の（仮の）等価回路定数
を得る，②その値を用いて設計した誘導加熱電源と負荷を接続して定格より低い電力を投入してそのと
きの測定値と正弦波交流理論を用いて負荷等価回路定数を得る，③電源を再設計し，定格に近い電力を
投入して最終的な結果を得る，という方法を採用した、
　そのほか，木船の方法の亜種として，誘導加熱電源の代わりに正弦波電力増幅器を用いて定格電力（も
しくはそれに近い電力）を投入する方法（8×9）なども用いられている．
　いずれにせよ，誘導加熱負荷等価回路定数を得るには，実際に電力を投入して加熱する必要がある．
誘導加熱を行うには，誘導加熱負荷を等価回路で表し，その定数値を求めておくことが前提になるが，
木船が採用した純粋に実験的な方法頓）は，負荷等価回路定数値やその特性が判明していない段階では必
要になり，筆者も同様の方法を採用している．しかしながら，この方法のみでは負荷が変化するたびに
実験を繰り返す必要があり，なかなか汎用性がつかみにくい．特に本文で検討している高周波誘導加熱
の応用技術としての船側鋼板誘導加熱システムにおいては，加熱時ごとに負荷が変化するため，負荷等
価回路定数を得るというただ1、点のために実験を繰り返す木船の方法では負担が大きい．また，実験と
回路応答の面から理論解析を行った大森の方法では理論解析は純粋に電源回路の面からのみ実行してい
るので，誘導加熱負荷の特性を一般的に考慮した解析とは言いがたい．
　筆者が以下実行する解析は，高周波インバータを設計する上で必要になる負荷等価回路定数値を事前
に計測することが難しい船側鋼板誘導加熱負荷に対し，事前に予測した値を用いて回路を設計すること
ができるよう，船側鋼板誘導加熱負荷の負荷等価回路定数推算式を導出するためのものである．
　解析の手順として，負荷はL－R直列等価回路を仮定し，電磁気学から導出したL－R直列回路の理論的
周波数特性を定式化し，現在まで繰り返してきた実験による周波数特性（その一部は文献（10）にある）と
照合して理論式中の比例係数を決定し，負荷等価回路定数の推算式を導出している．また，導出した推
算式の検証を兼ねて負荷等価回路定数間の相似則も誘導し，実験によってその正当性を確認している，
5。3被加熱導体中の磁界分布をあらわす方程式と境界条件
　マクスウェル電磁方程式から導体中の磁場の満たす微分方程式と境界条件を導いておく（軌
　電磁気学の基礎方程式であるマクスウェル電磁方程式は以下の4つの式で表される．
　　　　　　詔　　rotE＝一一　　．．．（5．13）
　　　　　　∂t
　　l　　　　．　∂E　　－rotB＝’＋ε一　　＿（5．14）
　　糾　　　　　　∂t
　　divE＝ρ　　　＿（5．15）
　　（liv丑二〇　　　　　　　　　＿（5．16）
　（5．13）式はファラデーの電磁誘導則であり，（5．14）式はアンペール・マクスウェルの電流磁気誘導則，
（5．15）式はクーロンの電荷法則，（5。16）式はクーロンの磁荷法則である。
　ここで，E：電界ベクトル，君：磁束密度ベクトル，あ電流密度ベクトル
　　　　　μ：透磁率，　ε二誘電率　ρ：電荷密度
である．ところが，被加熱物体になる鋼板などの導体内部においては，電荷密度pが安定に存在できず，
電荷は電流ベクトル1として導体中に拡散してしまうので，（5．至5）式で表されるクーロンの電荷法則は導
体中で成立しない．したがって，導体中では（5．15）式のかわりに電流ベクトル1と電界ベクトルEの間の
関係式が必要となる．これは導体中における電流密度ベクトル’と電界Eとの間のオームの法則
　　’＝σE．＿（5．15’）　　　　（σ：電気伝導度）
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によって満たされる．これで導体中のマクスウェル電磁方程式が完結した．
マクスウェル電磁方程式の4っの式は電界Eと磁束密度君が複雑に入り交じった2元連立線形偏微分
方程式（式中の物性定数σ，碁などに方向依存性などがあれば非線形編微分方程式になる）であるので，
このままでは解くことができない．この式を解析的に解く方法は大きく分けて3つあり，
　1）マクスウェル電磁方程式を連立させて不要な変数を消去し，1変数の偏微分方程式を導いて，
　　　その偏微分方程式を与えられた境界条件，初期条件のもとに解く．または，特殊な場合として
　　　各物理量の時問変化が正弦波状であると仮定し，方程式の時間微分∂／∂tをjωで置換えて3
　　　次元ヘルムホルツ微分方程式を誘導し，この方程式を与えられた境界条件で解く．
　2）マクスウェル電磁方程式をゲージ変換し，磁東密度Bを磁気ベクトルポテンシャルオ，電界E
　　　と4から電気スカラーポテンシャルφに変数変換してイとφのそれぞれを変数とする4本の波
　　　動方程式ωは3次元，φは1次元）を導出し，それらを与えられた初期条件，境界条件のも
　　　とに解く，もしくは正弦波励振を仮定して波動方程式を3次元ヘルムホルツ方程式に変換し，
　　　それを与えられた境界条件のもとに解いた後に■をBに，φと差でEに逆変換する（A一φ法）
　ここでは，（1）の方法を用いて一様な磁界π中に静置された導体内部に誘起される磁界ベクトル丑を
計算する（（2）の方法は省略）．また，全て古典論で議論を進行させていくとし，導体は電気的に均質，
かつまた磁気的に当方質であると仮定して物性定数である透磁率μ，誘電率ε，電気伝導度σは全て定数
の線形偏微分方程式系を仮定する．（実際の磁性体では透磁率μが非線形挙動を示し，σ，εが方向依存性
を有すため，それらの非線形特性が与えられた場合のみ，数値計算によって解を得ることができる．ま
た，磁壁移動の影響などを考慮に入れ始めたら計算そのものが不可能になる）
（5．13）～（5．16）式から磁束密度み以外の変数を消去して，鋼板内部の磁東密度の分布を表す式は，（5，17）
式になる．
　　　∂B　　∂2β▽2β一Gμ蕊＋με萎7一窟・17）
今，磁界の正弦波状の時問変化を仮定すると，（5．17）式は（5．18）式となる．
▽2B＝jωσμB一ω2μεB
∴吻；jωσμ〔1＋j讐〕卿18）
　ここで，（5．18）式右辺（）内第2項を考える．ここで，
　　ホε　εε0
σ一 σ
である．なお，ε＊：導体の比誘電率，εo：真空の誘電率　である．
（5．18）式右辺（）内第2項において，導体の比誘電率ε＊はおおよそ1～10程度の値を持ち，真空の誘電
率εo＝8．854×1042を考えると分子はおおよそ10’11のオーダーとなる．
　また，分母の電気伝導率は鉄の場合おおよそ107のオーダーであり，普通鋼の場合もほぽ同様の値で
あろうと考えられるので，オーダーは
！駕10－18
σ
になる．したがって，高周波誘導加熱で通常使用される数10～数100随1程度の周波数帯域においては
ε／σは1α12～43程度のオーダーであり，第1項の1に比べて非常に小さいので無視できる．このとき，（5．18）
式はヘルムホルツ微分方程式（5．18’）式になる．
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▽2B＝jωσβ。．〈5．1矧）
　また，（5．18ラ）式の偏微分方程式を解く場合，初期条件は正弦波励振を仮定して消去したが，境界条件
が与えられないと特解を求められない．その境界条件は以下のように与えられる．
　・境界面の接線方向は磁界の強さ丑の接線成分が連続
　・境界面の法線方向は磁束密度βの法線方向が連続
　これで，境界条件が与えられた．次節では，ここで得られた磁性体内部の磁界分布を表す方程式（5．18ヲ）
式，及び上の境界条件を用いて具体的に方程式を解いていく．
5。4　渦流解析による負荷等価回路定数の導出
盈4．1渦流解析における前提条件
　誘導加熱負荷系の磁気回路を考えると，閉磁路を構成する被加熱物体はごくまれで，通常は被加熱物
体と鎖交した磁束は空気部を通過し，再び鋼板に至る空気部磁路の長い磁気回路を構成している．この
空気部磁路の存在により，鋼板と空気部を含めた磁気回路全体の実効透磁率が大幅に低下する．逆に，
大きな外部磁界を印加する場合（大，中容量負荷）においても線形性が向上し，高周波誘導加熱おいて
は実効透磁率の線形性はほとんどの場合確保される（12×13）と考えられる．したがって本文において透磁率
は線形（定数）として計算を進める，
　また，以下の考察では鋼板内部に蓄積される磁気エネルギから鋼板の負荷インダクタンスと負荷抵抗
を計算している．実際には磁束は鋼板を出て空気部を通過し，再度鋼板に至るため，磁気回路全体の蓄
積磁気エネルギは空気部蓄積分だけ計算値より大きくなるが，本文では鋼板内部において計算した値に
比例するものとする．また，鋼板のような強磁性体における渦流損は強磁性体磁区構造に起因する局所
渦電流によって渦流解析から導出される渦流損より大きな値になることがわかっている（醜5）が，この影
響についても渦流解析から導出される結果に比例するとして比例係数の中に組入れる．
5．4，2　渦流解析
　今，電磁気学から導出される磁性体中
の磁界分布を与える方程式は，（5．至8屡）式
の変数を磁束密度Bから磁界の強さπに
直して，（5．19）式になる．
　　　　　∂盟▽2π一σμ一．．．（5．19）
　　　　　∂t
　今，y方向成分のみを持つ一様磁界中
に厚さT，幅LY，奥行Lzの平板状の被
加熱鋼板が静置されている．ここで，LY，
LzはTに比べて十分に大きな値とする。
　図5．7のように座標を設定する．すな
　T7
　0
＿工
　2
．〈」坪
Lz
ゆ妬
y
下 聾ゆ妬 Ly
図5．7　平板誘導加熱解析時の座標設定
わち，鋼板厚さ方向をX軸とし，厚さ方向の中点をX謁の点とする．一様磁界Hoはy方向成分のみを
有し，鋼板境界面x－T／2，および炉丁／2のy－z平面に平行な境界面上における磁界は共にHoであり，H6
は正弦波状に時問変化するものとする．また，解析の便宜上鋼板は均質かつ当方質で，透磁率μ，およ
び電気伝導率σは定数とする．さらに，鋼板の端部効果は無視する．なお，ここでの透磁率μは永久磁石
など，時問変化のない磁界内で被加熱物体を磁化した際に得られる直流透磁率である・
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　このとき，被加熱鋼板内部の磁界分布を考えると，上述の境界条件から，y，z方向には一様な磁界に
なり，X方向にのみ分布を有す。従って，（5．19）式のy，z方向の2次微分係数はoになり，x方向1次元
の常微分方程式（520）になる（11×1り．
d2Y一ξ2HY一・←ξ一願）．．醐
dx
上式を解いて，鋼板内部の磁界分布は以下（5．21）式になる．
　　　　coshξxHY＝Ho　　　＿（5．21）　　　c・sh％
　上式を積分して鋼板内部に誘起される磁束Φを計算する．5。4．1節において述べたように，誘導加熱負
荷系においては一般的に透磁率の線形性が確保されるので，この積分は簡単に計算できて，（522）式にな
る．
　％Φ一∫μHyLz叡一μHoLz鰐側
　％　　　　ξ
ここで，ξは虚数単位が根号内部にあるので，これを整理し，虚実分離する．
今，定数ξの根号内部の虚数単位を根号の外部に出すと，
ξ一癖一宥面一新δ一颪〕綱）
（5、23）式中のδは浸透深さ，または表皮深さと呼ばれ，被加熱物体中の磁界の強さが1／e（er2．71828一
自然対数の底）になるまでの深さのことを言う．
このδを用いて（522）式を整理すると，（524）式になる．
Φ一岨 ｛畿1畿・畿畿沖
今，以下に定義するP，Q関数を用いて，（524）式は，
Φ一μLzTH。臨）一jQ％芳一働
辮玄畿畿　・
である．この両関数について，T／δを変数としたグラフを図5．8に示す．
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図5．8　P，Q関数の値
　52節でも議論したように，透磁率の実部，すなわち通常の意味での透磁率に関係するのはP関数の
ほうであり，周波数が0，つまりT／δ＝0のときP＝1，直流透磁率になる．また，発熱損失，誘導加熱に
おける吸収電力に関係するのはQ関数であり，グラフからわかるように最大値をもつ．この特性ゆえ，
透磁率の無効分μlmは周波数の増加とともに急激に増加し，ある時点で最大値をとった後徐々に小さくな
っていく．この最大値を取る点を臨界周波数（本文では堤とする）といい，この場合，T／δ≠2．5である．
　なお，このQ関数の最大値を有す特性を以って「吸収電力に最大特性がある（16）」や「（T／δ≠25を）満
足する周波数を満足するような周波数を選ぶことが望ましい（i乃」と記述している文献があるが，正確に
　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　ヤ　　ヤ　　ヤは「透磁率の無効分μ㎞が最大特性を有す」であって，「吸収電力に最大特性を有す」と断定するのは，条
件によってはそう言える場合もありうるが，一般的には誤りである。
　なお，臨界周波数をを具体的に計算すると，
晋一丁厩一丁轟π一απ一25←α一丁価）
　　　6．25・fc＝ニア
　　　α
である．
　このP・Q両関数を用いて，5，22節で定義した複素透磁率恥を計算すると，（5。28）式になる．
μcニμ㎞一jμlmニμP％）一jμQ％）…（528）
また，（5．8）式を用いて性能指数g所を計算すると，（529）式になる．
　　　si曲％＋sin％
‘？m＝　　　　　＿（5．29）　　　S㎞％一sin％
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（5．28）式から，T／δが小さいとき，すなわち，周波数が低いとき，gは非常に大きくなり，双曲線関数
と三角関数の値の大小を考えると，T／δが大きくなると最終的にはほぼ1になることがわかる。このとき
のg所値の変化をT／δに対するグラフとして表したのが図59である・
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図5．9　性能指数g所グラフ
　図5．9より，T／δが3以上，すなわち鋼板の板厚が浸透深さの3倍以上になれば，性能指数はほぼ1の
まま推移することになる。また，P，Q両関数の変数であるT／δはδが周波数の関数であり，鋼板の板厚
が浸透深さの3倍以上になるような周波数を選定することが，効率的な誘導加熱の条件である（ただし，
以上の議論では高周波化が条件にはならない．板厚丁が非常に大きい場合も浸透深さδの3倍以上とい
う条件をクリアする．この場合の典型的な例が製鉄所の高炉（低周波炉とも言われている）で，商用周
波の50ないしは60［Hzlの交流がそのまま用いられている）．以上が電磁気学から得られた知見になる，
5。4．3　鋼板の負荷等価回路定数の導出
　前節にて得られた結果から順次式変形して負荷等価回路定数を得る訳であるが，5．2。3節にあげた文献
（5×9）にあるような，電力を投入する加熱実験を基礎にする負荷等価回路定数の導出法と整合を持たせる
には，鋼板が蓄積する磁気エネルギを計算し，それを変形して負荷等価回路定数を得るのが理論的に正
当な考え方であろうと思われる．以下，鋼板内部に蓄積される磁気エネルギWmを計算し，それを虚実
分離して無効電力から負荷インダクタンスLを，有効電力から負荷抵抗Rを得る（4｝．
　今，磁気エネルギWmの定義は，磁気抵抗を侃とし，かつ透磁率は前述のとおり線形であるのでこの
積分は簡単にできて，（5．30）式になる。
　　　　　　　lWmニ∫呪ΦdΦプΦ2…（530）
　磁気抵抗侃を定義から計算すると，磁界Hはy方向のみ成分を有していると仮定しているので，断面
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積はx－z平面，磁路長はy方向長さになり，（5．31）式になる．
　　l　　　LY民＝一＝　　　．．．（5．31）
　　μcS　　μcTLz
　以上で必要な式が揃ったので，鋼板内部に蓄積される磁気エネルギWmを計算する．磁東Φは複素透
磁率を用いた式，磁気抵抗侃は（5．31）式を用いる．
Wmニ⊥LY（μCTLZ）2＝μcLYLzTHl．幽
　　　2μcTLz　　　　　　　　　2
　複素透磁率恥を（5。28）式を用いて元に戻すと，（5．33）式になる．
Wm一μLYLzTH叡）一」Q鰯聯3）
　（5．33）式を時間微分すると皮相電力Pm’になる。ここで，時間を変数としているのは，磁界の強さH6
のみであり，かつ正弦波励振を仮定しているので，P皿’は（5β4）式になる．
Pm・一」ωμLYLzTH誰％）一jQ欄．ゆ鋤
である．ただし，このままではPm’は電流の関
数になっていないので，Hoを電流Ioの関数に　1
書き換える．
　図5．10に平板加熱時のワーキングコイル導線
と鋼板の配置を模式的に表した断面図を示す．　　　図5．10　ワーキングコイルと鋼板の断面図
図中の点線に沿って磁路を取り，導線径をd，
空隙をgであらわす．したがって磁路長lmは，
lm－2（n－1知＋（d＋29）π＿（5．35）
　n胸mjの導線を周回する磁路を図5．10のように取ると，アンペールの回路トポロジから，
Hlm＝n1＿（5．36）
が成立する．（5』36）式に（535）式を代入，整理すると，鋼板の加熱面上の磁界恥は（537）式になる．
　　nl　　　　　nIH・＝ ＝2（n－1知＋（d＋9瞬一φβ7）
　ここで，空隙gについて，導線径dに対する比を空隙比γとして定義する．
　9γ＝一＿（5。38）
　（i
　これを用いて恥は，
　　　　　nI　　　　　　　　　I㌦π一2＋2ゆ＝2綜＋讐）燗
　ここで，本研究で使用しているワーキングコイル（次章以降にその概要を述べる）は20～27［T㎜］あり，
（5．39）式中分母括弧内第2項は分子のπ一2が約L14に対し，分母の2nは40以上になるので，その比は非
常に小さくなり，無視できる．したがって，琉を書き直すと，（5．40）式になる．
聯・）←λ一1＋等〕
　　2く1＋罰
　一　一 ・一
9一
一
　一畠 ㎝唱
一一一 　〇　　●
蛸臼
　し
（恥1）産吻
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　（5．40）式とLず（n－1）dの関係を用いて複素電力Pm’（（5．34）式）を書き直すと，
階」・μ 丁鰍嘘隔1）
　両辺を12で割ると鋼板のインピーダンスZsになる．
4－jωμTP梶）魚隷・＋ωμTQ％）←隷・聯2）
　負荷等価回路をR。L直列回路で表した際のインピーダンスの式と見比べて，鋼板の負荷インダクタン
スLs，及び負荷抵抗Rsは，（5．43），（5．44）式になる，
塊一鉢TP梶）讐細3）
恥一ωμTQ％）血隷・課4）
　ここで，（5．43），（5．44）式に共通な分数部分はワーキングコイルの形状のみに関係する部分であり，こ
れを形状係数Gsとする．
　　（n－1）Lz
Gs＝　　　…（5．45）　　　4（1λ2
　また，形状係数以外の部分は（5，43）式においてはインダクタンス，（5．44）式においては抵抗の次元を有
している（P，Q両関数の値は無次元）．したがって，この部分はワーキングコイル形状に依存しない鋼
板固有の定数と考えることができ，これをLso，Rsoとしたとき，（543），（5．44）式は，
LS－LS。GS．醐←Ls。＝μTP％》
RSニRS。Gs．．醐←RS。一ωμTQ儲》
になる．
　実際には2次元，3次元効果や端部効果，近接効果，さらには空気磁路部分に蓄積される磁気エネル
ギなどによって（543），（5．44）式によって計算した計算値と実測値にずれが生じる．これらの値を厳密な
解析によって得るには形状や，各物性定数が判明している条件で数値計算を行う方法によってしか得ら
れない。ここではその計算が主眼ではないのでこれらの効果にっいてはある1つの係数中にまとめる．
　以下しばらくは形状係数Gsを除いたLso，Rsoについて考察する。
　また，P，Q両関数の変数は表皮深さに対する鋼板厚さになっているが，このままでは本章で検討し
ている負荷等価回路定数の周波数特性が見えにくい．今，臨界周波数のところで述べたように変数をT／δ
から周波数fに直すと，（5・43），（5．44）式は以下（5・48），（549）式になる・
　　　βsi血α涯＋S血α涯
Ls・＝ c。shα涯＋c。sα畜一側
辱誓畿綜藩聯・）
α一丁轟
　ここで，Lso，Rsoの周波数特性について検討を行うため，α，βをすべて1とし，（549）式の2πを除い
た場合の横軸に周波数をとった場合の計算値を図5．11に示す．この場合，臨界周波数貯625である．
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図5．11鋼板のLso，Rsoの周波数特性概念図（β，ζRS，αすべて1の場合）
　図5．11において紺色のラインがインダクタンスLso，ピンク色のラインがRsoの計算値である．
　これまでの実験結果から，周波数が高くなると負荷インダクタンスの値が小さくなり，負荷抵抗は逆
に大きくなっていくという結論を得ている（lo）が，古典渦流解析を用いた理論解析の点からもそれが裏づ
けられたといえる．
　ちなみに，周波数が低い場合，すなわち図5．11において周波数が0に近いところでは，Rsoは2次関
数状に立ちあがる．これが，通常の電磁機器の損失解析において渦流損が周波数の2乗に比例するとし
て計算する根拠である．（詳細な計算過程は省略するが，鋼板内部磁界が一定，すなわち浸透深さδが板
厚より大きいか同程度である場合を仮定して蓄積磁気エネルギを計算すると，発熱量は周波数の2乗に
比例するという計算結果が得られる（16））
　逆に周波数が高くなると，（5．48），（5．49）式の双曲線関数と三角関数で表された分数部分はほぼ1にな
る．したがって，㎞は周波数の平方根に逆比例し，Rsoは周波数の平方根に，すなわち2分の1乗に比
例するようになる．臨界周波数近辺ではその移行部分であり，具体的な指数はいえない．
　したがって，誘導加熱を効果的に行うには，臨界周波数以下の周波数帯域においてはわずかな周波数
変化によって負荷の熱的，及び電気的特性が大きく変化することと，周波数が高いほうが加熱が容易で
あるというこの2点から，
　臨界周波数近辺からそれ以上の周波数帯域を選定すること
が必要条件になる．
　また，これまでの議論で明らかなように，これらの値は鋼板に蓄積されたエネルギから計算しており，
特に，負荷抵抗は単調に増加する．したがって，ワーキングコイル電流の値が一定であれば周波数が高
くなるほど抵抗が大きくなり，鋼板での発熱量が大きくなっていく．すなわち，過去の文献にあるよう
な吸収電力に最大特性を有すということが誤りになる場合が存在することに注意する必要がある．
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5．5漏洩インダクタンス
　前節においては鋼板の負荷等価回路定数にっいて詳細な検討を行った。負荷抵抗については，たとえ
ばワーキングコイルの導線に高周波特性に優れたリッツワイヤを用いて内部抵抗をできうる限り小さく
するように工夫した場合，コイルの内部抵抗を（549）式中の比例係数の中に包含できると考えられる。し
かしながら，負荷インダクタンスに関しては，鋼板と鎖交しない漏洩磁東による漏洩インダクタンスは
一般に周波数特性を有さず，鋼板のインダクタンスと漏洩インダクタンスを算定するための基礎方程式
が異なるため，この部分の影響を（548）式のβ中に含めてしまうわけにはゆかない．
　したがって，本節においては空隙部とワーキングコイル導線部のインダクタンスについて具体的に計
算し，漏洩インダクタンスを支配する変数が何であるかを考察する．
5．5．1漏洩インダクタンス計算
　本節においては，漏洩インダクタンスにっいて，古くから用いられてきた手法を用いて定式化する．
　図5．10のワーキングコイルと鋼板配置の断面図を見ると，変圧器の同心配置巻線の断面図に類似して
いることがわかる．したがって，変圧器の漏洩インダクタンスを計算する手法（18）が使えると仮定し，本
節においても同様に計算する．
　空隙部の漏洩インダクタンスについても前節の鋼板の場合と同様に蓄積磁気エネルギから計算する．
ただし，鋼板の場合は時間微分して皮相電力を求めてから虚実分離したが，空隙の場合は時間に依存し
ないため，このような技巧は必要ない．
　ここで，空隙部に蓄積される磁気エネルギWmg田は（550）式になる．
㌦，一 ¢ll私2＋Ll2晃2）一鯛
ここで玩：ワーキングコイル側漏洩インダクタンス聞，玩：鋼板側漏洩インダクタンス［H】
　　　ち；ワーキングコイル電流［A］，晃：鋼板内部の渦電流IA］
である．。
　ワーキングコイルの巻数をnlTuml，渦電流の巻数は1［Tumlとし，ワーキングコイル側に換算された
漏洩インダクタンスLgは，
　　　　　　　　2WLg－L正1÷n2Ll2一穿9一ゆ51）
　　　　　　　　Io
　また，漏洩磁束の存在する全空間についてWmg【」］と磁界の強さHg［A・Thm／m］との関係は，
Wmg一∫Hgdxdy砿・綱
であるから，H9［A・Tbm／mlを計算すればLgが決定する・
　渦電流は鋼板内部に分布を有しており，数学的には零になることはないが，誘導される渦電流が浸透
深さδの範囲に一様に晃で分布していると考えても等価であることが容易に示される（16）ので，空隙部の
漏洩インダクタンスを計算する際に必要な渦電流が流れる範囲は鋼板厚丁ではなく，浸透深さδで考え
る．
　漏洩インダクタンス計算のための概念図を図5．12に示す．図5．12（a）は鋼板とワーキングコイルの断面
図を示し，（b）は，計算を実行するための必要な仮定としてワーキングコイル導線と渦電流が流れる部分
が鉄芯（図中灰色の部分）で覆われている状態を示す．（c）はこのときの磁界の強さの分布を示している．
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（a）鋼板とワーキングコイル断面　　　　　　（b）鉄芯で覆った状態
　　　　　　　図5．12漏洩インダクタンス計算のための概念図
（c）磁界分布
　コイル幅をLY（＝（n－1）d）［m】，ワーキングコイル導線径をd［m］，浸透深さδ【m】，空隙g（ヲd）lm］と
する．今，巻線や，渦電流の流れる範囲が鉄芯で覆われた状態（図5．12（b））を仮定すると磁界の分布は
図5．12（c）のように電流の流れている部分で直線状に立ち．ヒがり，空隙部で一定値を取るような分布にな
る．
　この空隙部の磁界の強さHき［A・TUm／m］は（553）式1こなり，
　　nlOHg＝一一く553）　　LY
　ワーキングコイル導線内と渦電流内部では磁界は直線状に変化すると仮定しているので，導線内部の
磁界を恥，渦電流内の磁界をH，として，（554）式，（5．55）の両式で表される．
　　nxlOHc＝一　＿φ54）　　dLY
　　nxlOHeニー＿（5．55）　　δLY
　ここで，両式の変数xの範囲はそれぞれ導線，渦電流の流れる範囲に限定している．ここでLzを導線
に平行な方向の長さとし，空隙部に蓄積される磁気エネルギWmg［J】は（556）式になり，（550）式を用いて
漏洩インダクタンスLgを計算すると（557）式になる・
曳一 一・ 一捗呵一禦・⊂9期鯛
％一 〔9＋dlδ〕綱
　ここで，δは表皮深さであるが，誘導加熱を行う場合，導線径dに比べてかなり小さくなる．たとえば
文献！l9）では鉄材の浸透深さは10閃セ］の周波数で0．2～03［mml程度とある．実験で使用したワーキングコ
イルの導線径は6～10［mm1で，加熱時の周波数は10～30暉セ1であるので，導線径に対して浸透深さは
20～30分の1程度の大きさになる．よって，（5．54）式の表皮深さδは無視してもかまわないと仮定する．
また，LYを巻数と導線径であらわし，空隙gを空隙比γと導線径dを用いてあらわす．また，鋼板の場
合と同様に，端部効果やその他の係数などを1つの係数ζLgとしてまとめる．ここから漏洩インダクタン
スの式を整理すると，（558）式になる．
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56実験結果との照合
蕊6。1負荷等価回路定数のまとめ
　前節までの議論において得られた負荷等価回路定数についてここにまとめる．
　負荷インダクタンスについて考察する。54節においては鋼板の負荷インダクタンス（5．46）式，及び5．5
節において漏洩インダクタンス（558）式を計算した．
　52節で述べたように電気回路と磁気回路との間には双対の関係が存在している．今，鋼板に鎖交する
磁束と空隙部を通過する磁束が構成する磁気回路を考えると，直観的に並列磁気回路を構成することが
わかる．したがって，鋼板と空隙のインピーダンスは直列になり，全体の負荷インダクタンスLoは鋼
板のインダクタンスLsと空隙のインダクタン不Lgの単純な足し合わせになる。また，負荷抵抗に関し
ても，導線の内部抵抗を考えた場合には負荷抵抗Roは鋼板の抵抗Rsと導線内部抵抗Riの単純な足し合
わせになる．
L・＝Ls＋Lg・・ゆ59）
Ro＝Rs＋Ri＿《5．60）
　ここで，前節までに求めた各式を再掲すると，
Ls＝LsoGs　＿（5，46）
RsニRsoGs＿（5．47）
　　　βs曲α涯＋s血罐Lso＝一　　　　　　　　　　　　　＿（5。48）　　α否c。shα涯＋c。sα在
煽一卿螺黒藩燗）帳一響〕
　　（n－1）Lz
Gs＝　　　…（5・45）　　　4dλ2
％一ぜ砦o＋3γ）聯8）
α一丁轟
である．
56．2　空隙が小さい場合の実験結果の整理
　本節においてはこれまで行ρた実験の結果を整理する．実験を基礎とする解析において，実験式を得
る方法として一般的な方法は，実験式は指数関数であると仮定し，測定値を対数方眼紙などにプロット
して得られた直線の傾きから指数を得るという方法が取られる．
　今日では，たとえばMicros楓ExcEL⑭などの表計算ソフトを用いて実験による測定値から近似式を簡
単に得ることができる．本文においてもこの方法を用いて実験結果を整理する．使用するデータは，文
献㈹にある鋼板面積可変実験で得られた負荷等価回路定数，第6章高透磁率磁性材料による効率向上に
て述べる高透磁率材料を用いたワーキングコイルの負荷等価回路定数，第7章加熱面積拡大にて述べる
4枚のワーキングコイルの負荷等価回路定数，第8章重油加熱回収システムヘの応用に関する基礎研究
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にて述べる4枚のワーキングコイルの負荷等価回路定数，以上4種類の実験から得られた14個のデータ
を用いる．
　まず，文献㈹にて述べたワーキングコイルの大きさに対して鋼板面積を変えた際に得られた負荷等価
回路定数の周波数特性（空隙なし）についてまとめる．
　実験は図5．13に示すようなL4【m］四方のプールの中に海水を2000入れ，下からベニヤ板，鋼板，防水
ワーキングコイル，煉瓦の順に配置した．この時鋼板とワーキングコイルの中心を合わせている．ま
た，ワーキングコイノレは外径6［㎜］，内径4［mmlの耐熱シリコンチューブの中1こ直径2．5［㎜1のリッツ
線を通し，それをベニヤ板に固定しながら方形ワーキングコイルを構成した．（図5．14）
図5．B海水プーノレ（800㎜鋼板実験時）
（a）ワーキングコイル全体　　　　　　　　　　　（b）防水リッツ線
　　　　　　　　　　　図5．14防水ワーキングコイル
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ワーキングコイノレは310［㎜1四方・20．5【T㎜1・導線間隔6［mm］・コイノレ部分の導線長154［mlである．
使用した鋼板は，400，800，1200［㎜1四方で，厚さはすべて3．21㎜］，材質は普通構造部材鋼のS渕
である．図5．15は，このときの負荷インダクタンスの周波数特性を示す．また，このときの負荷抵抗の
周波数特性を図5．16に示す．それぞれの測定値に対しておのおの指数関数の近似曲線と，その式を追記
している．このときの実験式は各近似曲線の式を平均して以下（5．61），（5．62）式になる．
Lo＝135．95fb－o・239
Roニ0．54fbO・74B
．．
5．6亘）圃
．．
5．62）回
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図5．15鋼飯面積可変時の負荷インダクタンスの周波数特性
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図5．16　鋼飯面積可変時の負荷抵抗の周波数特性
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　次に，高透磁率磁性材料を用いた場合の負荷等価回路定数の周波数特性を示す．実験の詳細について
は第6章に譲る．ただし，使用したワーキングコイル本体は鋼板面積可変実験と同一である．また，SS
やFDは使用した高透磁率材料の商品名であり，rなし」は高透磁率材を使用していない場合を示してい
る．被加熱鋼飯は鋼板面積可変実験（図5．15，図5．16）時に使用した400［mml四方鋼板である．
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図5．17　高透磁率材料使用時の負荷インダクタンスの周波数特性
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図5．18　高透磁率材料使用時の負荷抵抗の周波数特性
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図5．17の負荷インダクタンスの周波数特性より，この場合も実験式はおおよそ周波数の一〇25乗であ
り，図5．18より，負荷抵抗の実験式は周波数の0．72乗である．
　次に，第7章加熱面積拡大にて述べる4枚のワーキングコイル単体の負荷等価回路定数の周波数特性
についてまとめる．実験の詳細は第7章にて述べるが，この実験では，図5．19に示すように，ワーキン
グコイノレは500［mm】四方，導線径5［㎜］のリッツワイヤを外径10［㎜1内径81㎜1のシリコンチューブに
通して防水加工を施したものを耐熱テープで固定し，導線長約24［m】まで大型化したものを4枚製作し
ている．使用した被加熱鋼板は鋼板面積可変実験で使用した12001mml四方鋼板である．
　ワーキングコイルの仕様は，導線径9［mm］（シリコンチューブが伸びて直径が縮んだものと思われる）・
巻数26。5［Tm】である．なお，この実験を行う際には水中に設置したため，浮力が働き・実測で約10［㎜1
程度の空隙が発生している．
’　　　　一’　｝
　　　　　　　　　　　　　　　ヨコ　　　’‘、～♂9F’嵐・㎝・1
鳴”！　　鼠域一　殉
，鐸醤曲ゴムシート
ぺ500
o oo のゆ の
コイル
巻線部
単位［mm］
図5．19　ワーキングコイルの写真、寸法図
　この実験で得られた負荷インダクタンスの周波数特性を図5．20に，負荷抵抗の周波数特性を図5．21
に示す，この場合も実験式はおおよそ周波数の一〇25乗であり，負荷抵抗の実験式は周波数の0．74乗で
ある．
　実験式は，4枚を平均して，負荷インダクタンスは（5．63）式に，負荷抵抗を（5．64）式にあらわすと，
L・＝163．95飴一位湘．．（5．63）レHl
R・一〇，6593偽o・7388．．（5．64）1Ω1
になる．
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　続いて，大型タンク加熱実験時に使用した5001mml四方ワーキングコイル4枚の単体周波数特性につ
いてまとめる．使用したワーキングコイルを図5．22に示す．
　大型タンク実験ではワーキングコイルの取り扱いが荒くなるので，図5．igで示したワーキングコイル
ではなく，新規に5001㎜】四方のワーキングコイノレを製作した．ワーキングコイノレ導線は10［㎜1径のも
のを使用して導線の容量を増し，防水はシリコンチューブにリッツワイヤを通した自作のものではなく，
テフロン被覆導線を購入して使用している．また，導線の固定も防水テープではなく，ビニル・ゴム用
の建築用接着剤を使用して強度を上げている．さらに，第6章の結論を生かして高透磁率磁性材料も使
用している．導線径101㎜】，巻数201T㎜1でこの場合，空隙は発生していない。
　なお，使用した被加熱鋼板は鋼板面積可変実験と，上で示した500［ml四方ワーキングコイル単体特性
で使用したものと同じ1200［mml四方鋼板である，
図5．22大型タンク実験用500［㎜1四方ワーキングコイノレ
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図5．23　大型タンク実験用ワーキングコイル単体負荷インダクタンスの周波数特性
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図5．24　大型タンク実験用ワーキングコイル単体負荷抵抗の周波数特性
　この場合は負荷インダクタンスに少しバラツキがあるが，負荷インダクタンスの実験式はおおよそ周
波数の・0．26乗であり，負荷抵抗の実験式は周波数の0．74乗である．このときの実験式は，
L・一121．71拓－・2638．．（5。65）レHl
R・ニ0．5075飴oフ374．．（5．66）回
になる．
　以上，4種類の実験結果をまとめると，使用したワーキングコイルの大きさや仕様によって係数は違
いがあるが，各々の負荷等価回路定数についてそれを指数関数であらわすと，
Lo＝KLfb『o’24～一〇26
．．
5．67）
R・ニKR偽o・72～o・7㌧．．（5．68）
である。すなわち，空隙がない場合，負荷等価回路定数の周波数特性を指数関数で表した場合，その指
数はワーキングコイルの大きさや種類によらず，被加熱鋼板の磁気的な特性や材質によって決定される
のではないかと考えられる．
　この関係について，5．4節にて検討した負荷等価回路定数の理論式とどのような関係にあるか考える．
　上で述べたとおり，負荷抵抗Roを指数関数で表した際の指数は0．72～0．78であり，周波数が十分高く
なると指数は自乗から1／2乗に変化するが，鋼板を被加熱物体とした場合，実測した1σ一301kHzlの周波
数帯域は臨界周波数近辺の遷移域にあると考えられる．
　他の文献を参照すると，たとえば大森（5）は“誘導加熱調理機器の負荷である鉄鍋では，加熱電力は
7［kHzl程度まで上昇，その後は飽和する”と述べ，さらに，“10［kHz］付近を境にして，低い周波数域で
は磁気誘導が支配的であり，高い周波数域では電磁誘導が支配的であると解釈できる”述べている文献
（20）もあるので，実験を行った範囲は臨界周波数近辺であると考えられる．
8i
　以下，各々の負荷等価回路定数や変数である周波数に掛け合わされる係数，ゆ，眺，α，Gsをすべて1
とし，横軸に周波数をとった場合の計算値で考察する．この場合，臨界周波数は貯6．25である．
　よって，実測値と同様な指数が得られるのはこのf・625近辺から少し高周波よりの範囲までの帯域に
あろうと考えられる．その場所を表計算ソフトMicroso位ExcEL2003⑪を用いて探す．
　ここで，負荷インダクタンスLoと負荷抵抗Roを表す式，（5．59），（5石0）式について考える・
　負荷抵抗の式（5．60）は鋼板の負荷抵抗Rsとワーキングコイル導線内部抵抗Rの足し合わせである・し
かしながら，本文で述べている各実験に使用したワーキングコイルを構成する導線は高周波リッツワイ
ヤであるので，Rsに比してRは小さいので無視できると考えられる．ワーキングコイルの導線を高周波
リッツワイヤで構成し，その内部抵抗を無視して回路動作などの解析を行っているのは，たとえば，大
森（5），村岡ら（8）の文献にあるが，回路動作への影響はほとんど見られない．また，第6章の表6．3にまと
めた実測の負荷抵抗の値に対するワーキングコイル内部抵抗の比はト9［％］程度である．以上より，この
場合内部抵抗Riを無視して良いと仮定すれば，実測で与えられるRoと図5．ll中の負荷抵抗Rsoを与え
る計算式の周波数特性にっいて，係数の違いを除けば一致するはずである．
　逆に，負荷インダクタンスは（5．59）式において空隙比ゆとしてもLg＝0とはならない，したがって，
（5．48）式の計算結果に近似式を当てはめても近似式の指数は実測と異なるであろう。したがって，（5，48）
式にある値を加え合わせた計算結果に対して，実測で得られる近似式の指数が一致すると思われる．
　よって，実測値と指数が一致する箇所を探す場合においては，負荷抵抗の指数が実測値の0．72～0．78
の間にある範囲を探す．図5．H中で，負荷抵抗の近似式の指数が0．72～0．78の範囲に入るのは周波数4－12
の範囲になる．また，図5．11中の周波数4～12の範囲において（5．48）式によって計算される負荷インダク
タンスLs・，及び（5・49）式からワーキングコイル導線内部抵抗Rを無視して計算したRsoそれぞれの計算
値，及び近似式を書き加えたグラフを図525に示す．予測したとおり，負荷抵抗Rsoを近似する関数の
指数が一致しているとき，負荷インダクタンスLsoの近似式の指数は一致していない．
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　以上の結果より，まず，理論式と実験式との整合が容易と考えられる負荷抵抗について，実験によっ
て得られた負荷等価回路定数値と計算値との問の整合を行う．
　各実験時の周波数帯域は10［kH2］～3叩くH21であり，図525のα一1のときの周波数で4～12である．ま
た，図5．15～524の負荷等価回路定数の周波数特性においては，鉛は随】単位であるが，実際の変数に
直すと10000弓0000の範囲での変化であり，比率を考えれば図525中のfの2500倍である．ちなみに，
変数の値域が変わっても比例係数は変化するが，指数の変化はない．よって，変数の範囲を10000～30000
とするとき，図5。25のfの範囲，4～12に合わせるためには，
α価一α廊一霧
　　　1∵α＝　　厭
である・このとき，負荷抵抗Roは，（5・60）式を書き換えて，（5．69）式になる．なお，ここでの変数偽は
Hzの単位で，その範囲は10000～30000である．
．．㎜騙蝋騙回痴馬
　　　　　　　　蝋騙）・…〔騙⊃
∵R・一5000πβGs恥o忽＿（5．70）
．．
5。69）
　よって，負荷抵抗に関して，（5．62），（5。64），（5．66）式と（％9）式を比較すると，（5．69）式の周波数の関数
になっている部分は（％2），（5．64），（5．66）の3式とも周波数の0，74乗になっているのでそれで置き換える
ことが出来る（（5．70）式）。また，（5．61）～（5．66）式にまとめたそれぞれの実験における実験式の係数はす
べて異なっているが，これはワーキングコイルの形状係数Gs（（5・45）式）が異なっているためと考えら
れ，それぞれの形状係数の影響を除いた鋼板の物性値などによって決定される係数βはすべての場合で
おおよそ一致するものと考えられる．
　係数βに関しては，実験で得られた係数KRと（5，69）式の係数を比較すると（5．71）式になる．また，周波
数の値域を変えたため，比例係数も変化している。
KR＝5000πβGsニ15708βGs
　　　KR∴βニ　　　　　　　　　．．．（5．71）
　　15708Gs
　上述した実験の結果のうち，一番基本的なデータとして，鋼板面積可変実験の結果（10）を用いてβを求
めていく．
　この場合のRoは，（5・60）式に表されている。また，ワーキングコイルの仕様から，巻数n〒205［Tしml，
導線径61mm】，垂直方向長さLr31［cm］を代入し，形状係数Gsを計算すると，
　　19．5×0．31Gs＝　　　　　　＝25L875　　4×0．006
　したがって，この場合のβは，以下の値になる．個波数の値域が違うため係数KRが異なっている）
　　2．87×10－3β＝　　　　＝7．25xlO－lo
　15708×251．875
であると結論した．
以上の結果から，10随1弓0阯㎏1の周波数帯域で，鋼樽さ数［㎜1から20［㎜1機とレ・う条件下に
おいて，実験と理論解析を基礎とした誘導加熱負荷等価回路定数のひとつである負荷抵抗については，
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以下の実験式が得られる．
Ro＝Ll4×10－5Gsfbo・74一（5・72）　［Ω］（fbの値域は10000～30000）
　続いて，負荷インダクタンスLoについて検討を行う．
　先にも述べたように，負荷インダクタンスは負荷抵抗と同様な方法で負荷等価回路定数の実験式を提
出することができない．すなわち，負荷抵抗の計算で得たβをもとにLso，もしくはLoを計算しようと
すると，実験による実測値と全く一致しない．
　この理由として，先に述べたように，負荷インダクタンスに関しては漏洩インダクタンスの影響を無
視することができず，理論値を近似した関数の指数と実験値を近似した関数の指数が一致しないため，
理論計算から直接推算式を求めることができないためであると考えられる．
　残念ながら負荷インダクタンスに関しては厳密な理論の裏づけは得られなかったが，とりあえず実験
によって得られた近似式を用いて実験式を誘導する．
　負荷抵抗の場合と同様に，鋼板面積可変実験の負荷インダクタンスの近似式は，
Lo＝7．08xlO－4fb刃239　［μHl（飾の値域は10000～30000）
　ここで，負荷インダクタンスの実験式（5．63）式のような指数関数であらわすとし，その指数はおおよそ
一〇．24乗であるとする．また，負荷抵抗の実験式，（5．72）式のように，負荷インダクタンスの実験式にお
いても，比例係数βL×形状係数Gs×周波数の一〇．24乗という形式で書くことを検討する・
　鋼板面積可変実験において，実験式の比例係数を形状係数で割って実験式の比例係数βLを計算する。
　　7．08×10－4PL一　　＝2．81x10－6
　　251．875
したがって，空隙が存在しない場合の負荷インダクタンスの推算式は，単位を［画のオーダーに直して，
L・＝2，81Gs飴一〇24一（5・73）［μH］
ただし，fbはH2単位でその値域は10000～30000の範囲である．
　以上，本節において，空隙が存在しない，またはごく小さい場合の負荷等価回路定数の実験式につい
て検討し，理論解析を行ってより厳密に検討を行った．負荷抵抗にっいては非常に良い一致が見られた
ものの，負荷インダクタンスに関しては理論と実験との間にうまく整合が取れず，実験で得られた値を
整理するのみにとどまった．
　提案した方形平板ワーキングコイルによる船側鋼板加熱時の推算式（5．72），（5．73）式の両方とも，比例
係数β×形状係数Gs×周波数のX乗，という形になっている，したがって，形状係数が2つの推算式の
中に反映されており，ワーキングコイルの形状が変化した場合においてもこれらの推算式によって負荷
等価回路定数値の推算が可能であると考えられる．
　ここで，これらの式の検証が必要になるが，同一ワーキングコイルを用いて同一種類の別鋼板を加熱
する鋼板面積可変実験（lo）において，ほぼ等しい負荷等価回路定数が得られている．つまり，鋼板の種類
が同一であれば比例係数は等しいことが実証されている．また，周波数の指数に関しても（5．61｝一く5。66）
式にまとめたようにほぼ等しい．残りは形状係数Gsで，次節においてGsの式を吟味して相似則を導出
し，相似ワーキングコイルを製作し，それらのワーキングコイルで同一鋼板を加熱する実験によってGs
の式の正当性を検証し，さらに一般的な場合を第8章にて行っている．また，（5．72），（5．73）式が検証さ
れているとしたときのワーキングコイル，及び共振コンデンサを設計する方法を附録にまとめる。
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5．7　平板誘導加熱用方形ワーキングコイルの相似則
　前節において，負荷等価回路定数値の推算式を導出した．負荷等価回路定数の推算式（5．72），（5。73）式
の両方とも，比例係数β×形状係数Gs×周波数のX乗，という形になっている。前節の最後で述べたよ
うに，鋼板面積可変実験により別鋼板を加熱する際において比例係数は等しいことが実証されている．
また，周波数の関数部分の指数に関してもワーキングコイルの種類を変えた加熱実験によってほぼ等し
いことが実証されている．残る形状係数Gsに関する検証を行えば，負荷等価回路定数の推算式の正当性
が確保されると考えられる．本節においては，推算式中の変数が実験時において形状係数Gsのみとする
ため，比例係数を等しくするように同一の鋼板を用い，周波数の帯域が等しい場合における相似形のワ
ーキングコイルの負荷等価回路定数の実測値と
形状係数Gsから誘導した相似則によって計算　　　　　　　　　　　垂（1T）
される計算値を比較することによって形状係数
Gsの正当性を検証する．
　以下，具体的に相似則の検討を行っていくが，
まず，方形平板ワーキングコイルの形状と各パ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　自ラメータの定義を行い，5．4．3節で述べた磁界の　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桝　　 　 　 　　 　　 　　 う 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　 　　 　　 　　ヤノ計算結果を用いて，方形平板ワーキングコイル　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暇
の相似則を導出する．
5。7。1ワーキングコイル形状の規定
　ワーキングコイルの作る磁界を計算する前に
その形状を規定しておく．
　図5．26（a）は，方形平板ワーキングコイルの概
念図である。実際にはワーキングコイルの角に
はRがついているが，計算を単純化するため角
は直角であるとする。一辺の長さを1とし，導
線を辿っていくと図526（a）のような方形スパイ
ラルになる。導線総延長をLとしたときに，各
巻線ごとに一辺長さの異なる正方形を重合せた
図5．26（b）のように表現しても総延長Lは変化せ
ず一般性は失われない．　　　　　　　　　　　＿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハここから，最内辺の長さを△．T，巻数をn［Tuml旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　）導線径をdとし，一辺長1と導線総延長Lとは
巻数nとdの関数として，以下のように表され
る．
1＝2nd＋△nT＿（5，74）
L－4n（1＋d－nd）
＝4n｛（n＋1知＋△nT｝．．．（5．75）
　次節では，n［tumlの方形平板ワーキングコイ
ルの形状係数Gsから，相似則を導出する．
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図5．26
　　　（b）
方形ワーキシグコイル概念図
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＆7．2相似則の導出
　本節では形状係数（5．45）式から相似則を導出する．
　今，ワーキングコイル導線部と鋼板が密着している場合，すなわち，空隙比一の場合を考える．（な
お，空隙の影響は文献（lo）に詳述してあるが，現状では空隙を考慮した相似則が導出できていないので，
本文においては空隙の影響を排除して考察を行う）
　（5。45）式のG8にλ＝1（ゆ）を代入すると，
　　（n－1）Lz
Gsニ　　　…（5・76）　　　4d
　（5．76）式をもとに，相似型のワーキングコイルとして，導線径dを可変したワーキングコイルを考える。
・ワーキングコイルA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『
　導線径d（導線間隔d），巻数n，導線総延長1，
　最内辺長さδ．T
・ワーキン！グコイルB
　導線径D＝κd（導線問隔Kd），巻数N，導線総延長L，
　最内辺長さ～fKδ．T　（K：導線径比＝D／d）
　以上の2種類のワーキングコイルが与えられた場合を順次考察していく．
　まず，最内辺（妬，へT）について考える．
　相似型のワーキングコイルBの最内辺長さ～TをワーキングコイルAの最内辺長さ恥に対してκ倍に
設定する．
　（5。76）式中のLzを最内辺長さとすると，（5．76）式にワーキングコイルBのへTとDを代入した際に，分
母分子のκが共にキャンセルし，（5．76）式分母のdがワーキングコイルAの場合に等しくなる．
　次に，最内辺から任意のk［㎞］ずれたワーキングコイル2の導線長さを考える．
　図5．26（b）から，一辺の長さは最内辺から1「rumlずれる毎に2Dずつ長くなっていくので，k［τ㎞1］目の
導線長さは最内辺長さ～Tに対して，2（k－1）Dだけ長くなっている．
　よって，これを（5．76）式に代入すると，ワーキングコイルBのk［Tum］目の玩は最終的にK｛δnT＋2（k－1）d｝
まで変形できる．これはワーキングコイルAのk［㎞】目のLzをκ倍したものである。結局，（5．76）式の
GsにワーキングコイルBの各変数を代入すると，導線径比Kは分母分子でキャンセルし，Gs（（5．76）式）
の分母はワーキングコイルAの分母の値4dに等しくなる．
　従って，最内辺長さδ。Tと△．Tとの比を導線径の比に等しくなるように設計すれば，G係数を計算した
ときに，G係数分母の導線径dが共通になって，導線径がGsに与える影響を排除することができる．
　次に，Lzに考察を加えていく．上の考察においては導線1本1本についてそれぞれ玩として考えた。
したがって，その長さを全て足し合わせ，Lzに導線総延長Lを用いても一般性は失われないと考えられ
る．したがって，双方のワーキングコイルにおいて導線総延長Lを等しく設計すれば，（5．76）式分母の
Lzが共通のLになり，導線径dと同様にG係数に与える影響を排除する事ができる．
　以上をまとめると，Lzにワーキングコイルの導線総延長Lを用いる場合には，相似型ワーキングコイ
ルは導線径を可変して製作することができ，そのときのワーキングコイルの設計法として，
1：最内辺の長さは導線径の比に等しくすること
2＝導線の総延長は共通とすること
の2点を条件とすればよい。
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　従って，導線径dと垂直方向長さ玩が共通になるので，上2つの条件を満たす相似型ワーキングコイ
ル形状係数で異なる部分は分子の巻数のみになる．
　相似型ワーキングコイルの巻数を決定する方法は，まず導線径D，導線総延長L，最内辺長さへTを決
定し，これらの値を（5．75）式に代入すると，巻数nの2次方程式になる。この方程式を解き，2解のうち
の正値を巻数とする．
　添字1を基準の負荷等価回路定数とし，添字2は相似型のそれとする．また，加熱時の周波数，およ
び加熱条件を一致させて，比例係数がそれぞれ等しいと仮定すると，
　　n2－lL2＝　　　　L1　、。．．（5．77）
　　n1－l
　　n2－lR2＝　　Rl＿（5。78）　　n正一1
　　　　　　　　　　　　ノこれで，Lzに導線総延長Lを用いた場合の相似則を導出する事ができた．
5．7。3誘導加熱実験と相似則の検証
　前節にて考察した相似則　（（5．77），（5．78）式）の妥当性を検証するため，誘導加熱実験を行った．使用
した実験回路，および計測値からの負荷等価回路定数導出は文献⑳にある通りである．
　ワーキングコイルは2パターンの相似型を用意している。
パターン1導線総延長7．7［ml
　　　　　A：導線径2．5［mmj巻数22［Tumj
　　　　　B：導線径5．0［mml巻数16［Tumlの2種類
パターン2　導線総延長15，4［ml
　　　　　A：導線径2．51㎜1巻数321丁圃
　　　　　B：導線径5．0［mm1巻数22［T㎜1］の2種類
　以上2パターン〆で投入電力は600團，2［kW］の2パターン，周波数範囲は10～40［kHz】を条件に実験
を行った．
　導線径25［mm］のワーキングコイルが基準のワーキングコイルであり，その負荷等価回路定数を（5。77），
（5．78）式中の添字1とする．導線径5．0［㎜］のワーキングコイルを相似型とし，その負荷等価回路定数を
添字2として（5．77），（5．78）式の添字にあわせる．
　図5．27に入力電力600［W］，導線総延長7．7［m］のときの負荷等回路定数の周波数特性を示し，図5．28
は入力600隅，導線総延長154［m］，図529は入力21kW】，導線総延長7．7［m］，図5．30は入力2［kW］，
導線総延長15，4［m］での場合である．
　図527～5。30において（a）が負荷インダクタンス，（b）が負荷抵抗の周波数特性であり，図中の実線は
相似則（5．72），（5．73）式を用いて計算した値である。図からもわかるように，加熱実験から導出した導線
径5．0［mmlの負荷等価回路定数値（L2，R2）と，導線径2。5［mmlの負荷等価回路定数値（Ll，R．1）から
相似則を用いて計算した値（Calc．L2，CalcR2）の問によい一致が見られる（図5．29（b）に多少のずれが見
られるが）ので，相似則（5．77），（5．78）式は概ね妥当であると考えられる．
　以上の結果より，負荷等価回路定数の推算式中の形状係数Gsに関して，導線径を可変し，導線総延長
が等しい場合という限定された条件ながら形状係数Gsに関する正当性を検証することができた．さらに
一般性を増した検証は，第8章において大型タンク加熱実験用のワーキングコイルに対して行う。
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氏8　あとがき
　本章においては，高周波誘導加熱負荷の電気的特性にっいて検討を行った．ここで得られた結論をま
とめる．
1）電磁機器用鉄芯材の等価回路理論を援用し，誘導加熱においては効率良い加熱を行う条件として，
　　性能指数蛾の値が小さいというものであることを述べた．
2）マクスウェル電磁方程式から平板状誘導加熱負荷の性能指数を計算し，表皮深さに対する鋼板厚さ
　　の比丁／δが約3以上の点で効率的な誘導加熱が可能になることを示した。
3）マクスウェル電磁方程式に基礎を置く渦流解析の結果とワーキングコイルと鋼板の配置を考慮し，
　　さらに，漏洩磁束の影響も考慮した負荷等価回路定数の周波数特性に関する理論式を導出し，それ
　　はワーキングコイルの形状に関する部分と鋼板の物性値に関する係数に分離できることを示した．
4）負荷抵抗に関しては，ワーキングコイルの内部抵抗を無視することができるとした場合に，理論式
　　と実験式の指数が一致する範囲において比例係数の整合を行い，10～3叩くHzlの帯域で普通鋼を誘導
　　加熱する際の負荷抵抗値を推算する式を得た．
5）4）に関連して，同じ周波数帯域で負荷インダクタンスの理論式と実験式は，漏洩インダクタンスの
　　影響を無視することができず，周波数の指数関数で表した際の指数が異なるため，負荷抵抗を求め
　　た場合のように理論の裏付を得ることができなかった．ここでは実験式を整理して10～3叩dセ1の帯
　　域で負荷インダクタンスを推算する式を求めた．
6）これまでの実験結果から，負荷等価回路定数の推算式中の比例係数と周波数の関数部分に関しては
　　その正当性が確認されていたが，形状係数Gsをさらに吟味することによって，非常に限定された条
　　件ながら，相似形ワーキングコイルを用いて加熱した際の負荷等価回路定数間に成立すると考えら
　　れる相似則を誘導し，その有効性を実際に誘導加熱実験を実施して確認した．これによって，導出
　　した推算式は全体として正当性を有すものと考えられる．
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第6章　高透磁率磁性材料による加熱効率向上
61まえがき
　本文にて提案している高周波誘導加熱を用いた重油加熱回収システムはその特性上，水中での加熱が
中心になると考えられる．筆者はこれまで，水中加熱時の効率向上策として発泡ゴム断熱材を用いて熱
効率の向上を図ることを検討した（1）．しかしながら，発泡ゴムに限らず断熱材は内部に空気などの気体
を封じ込めて断熱性能を得るものが主体であるため，水中に設置しようとしても浮力が働いて浮き上が
ってきたり，逆に気泡がつぶれて断熱性能が失われたりするなど実際の使用時に有効な手段たりえるか
疑問である．
　そこで本章では，誘導加熱現象を再吟味し，断熱材によらない水中加熱時の効率向上策を検討する．
具体的には，鋼板と鎖交する磁束の通路を考え，磁束が通過する空気磁路部の透磁率を上げて，全体の
磁気抵抗を下げることにより，同一の起磁力下でより多くの磁東を誘起することを考える。その方法と
しては，空気磁路部になるワーキングコイルの裏側を高透磁率磁性材料を用いて覆えば，わずかであっ
ても加熱効率向上に対する効果があるものと思われる．実際，家庭用の電磁調理器の磁界分布を測定し
た結果，磁気シールド用のフェライトコアがある箇所が磁束密度が大きくなって，温度も高くなるとい
う報告（2）がある。ただし，文献2）で使用しているような一般的な焼結フェライトコアは比透磁率が数千か
ら数万という透磁率の高い材質であるものの，固形で展・延性がないため非常に脆く破砕しやすい．ま
た，船側鋼板誘導加熱システムで使用する場合，どうしてもワーキングコイルの取扱が荒くなり，焼結
フェライトコアではすぐに破砕してワーキングコイルが使用不能になり，加熱そのものが不可能になっ
てしまう可能性が高い．したがって，焼結フェライトコアの高い透磁率は魅力的であるが，あえてそこ
に目をつぶり，焼結フェライトに対して比透磁率が10から20程度と非常に小さいものの，高い柔軟性
を有し，破砕の心配のないフェライトゴムシートを高透磁率材に使用す盗ただし，この場合比透磁率
が二桁から三桁落ちているため，期待した結果が得られるかどうか定かでない．よって，このフェライ
トゴムの効果について実際に誘導加熱実験を行って検証した．
　本章では，高透磁率材料を用いることで加熱効率が向上する根拠について，まず第3章で述べた磁気
回路法による推定を行い，最終的に誘導加熱実験を行ってその有効性を検討する。
　なお，本章で言う誘導加熱の加熱効率とは，ワーキングコイルに供給した電力のうちどれだけの比率
で被加熱物である鋼板が発熱したかを見るもので，投入電力のうちどれだけを重油に供給し，これを加
熱できたかという通常の意味での熱効率とは別物である．
6。2　高透磁率材料を使用した実験
　本節においては，磁気回路法を用いた加熱効率向上の推定を述べる．磁気回路法は磁路の選定などの
条件から，磁気抵抗の値を決定する事が難しく，実際の形状を考慮に入れた計算を行うには，ごく僅か
の場合を除いて，数値計算にたよる必要がある．しかしながら，具体的な値を得られなくても，適当な
磁路を仮定して計算を行った場合，最低限の傾向はつかめるので，磁気回路法がまったく有効性を持た
ないと言うわけではない．逆に，正確な結果は，数値計算なり実験なりによって得られれば良い．
62。1磁気回路による推定
　本節において，加熱効率の向上原理の推定を磁気回路理論を用いて行うので，以下簡単に磁気回路の
概要をまとめる．
　電気回路においては電圧V［Vlをかけて電流1［Alを流し，その電流の流れ具合によって回路のインピ
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一ダンスZ（抵抗R）1Ω1としているが，磁気回路においては電気回路の電圧に相当するものを起磁力r
（姐［Ar／叫，n：コイル巻数、，：コイル電流），電流に相当するものを磁束Φ［Wb］、回路のインピーダ
ンスに相当するものはパーミアンス（磁気抵抗）吼【A／Wb1になる．その対応を以下の表6．1に示す．
　表6．1から，電気回路において材料の物性定数である電気伝導率σが大きければ電気抵抗Rが小さく
なって等しい電圧で大きな電流を流すことができるのと同様に，磁気回路においても透磁率μ（こちら
も材料の物性定数〉が大きければその材料内部に大きな磁束を誘起することが可能である。
　ただし，電気エネルギは熱として放散し，消費されるが，磁気エネルギは磁束が誘起されている場所
に蓄積されるのみで消費はされないことが両者の相違である．
表6。1電気回路と磁気回路の対応
電気回路 ⇔ 磁気回路
電圧（起電力）V「円 ⇔ 起磁力叫Ar加］
電流1［A1 ⇔ 磁束Φ［Wbl
インピーダンスZ（抵抗R）［Ω1 ⇔ パーミアンス（磁気抵抗）呪［A／Wbl
電気エネルギ（ジュール熱）RI21J］ ⇔ 磁気エネルギgゆ2Z2団
　　　　　　　　夏電気抵抗R【Ω1一一
　　　　　　　σS
：電気伝導率［s／ml
l：電流流路長［m］
：電流流路断面積o㎡1
⇔
　　　　　　　　　i磁気抵抗尉AIW司＝一
　　　　　　　　μS
：透磁率［Wb／㎞1
　1：磁路長【副
：磁路断面積［m21
　電気抵抗の場合は電流が流れれば発熱するが，本来エネルギを蓄積するのみの磁気エネルギが鋼板内
部でどのように熱に変換されるのか，第5章5．2．2節においてまとめた効率的な誘導加熱を行う条件を磁
気回路理論を用いた表現についておさらいすると，
　（1）大きな磁気エネルギを被加熱導体に蓄積すること（より多く磁束を誘起すること）
　（2）その蓄積磁気エネルギを有効に熱に変換すること
である．さらにこの条件を一言で表せば，
　性能指数仏（（5．8）式）の値が小さい
ということであった．
　性能指数縣の定義を考えると，（5．8）式から，損失になる透磁率の無効分μ㎞に対する透磁率の有効分
μR。の比であり，その逆数が位相遅れ角㎞になる．G。が小さいと言うことは，とりもなおさず㎞が
大きいということであり，鋼板に蓄積された磁気エネルギを有効に熱に変換するためには，外部印加磁
界の時間変化に対して内部に誘起される磁束の位相遅れ角△［diglが大きいほうが効率的に発熱させるこ
とができる．
　第5章（5．29）式にて，誘導加熱を行う際の性能指数蟻を計算している．この逆数にtanの逆関数を作
用させて位相遅れ角△をT／δを変数にしてあらわしたグラフを図6．1に示す．
　図61より，T／δを大きくしていくと，すなわち周波数を高くしていくと位相遅れが急激に拡大してい
くが，T／δが約3・7のあたりで最高46石1・】まで上昇し，さらにT／δが大きくなると位相遅れは45［q一定に
なる．
　したがって，誘導加熱を効率的に行うために高周波化するわけであるが，位相遅れに関しては限度が
94
あることがわかる．また，種々の制約から高周波化しすぎることも不可能な場合も多く，特に船側鋼板
誘導加熱システムは文献（1）において述べたとおり，できうる限り低い周波数が望ましいというというこ
とからも，周波数を上げることには限界がある．以上の結論から，同一周波数の運転条件で加熱効率を
上げるにはほかの方法，具体的には（1）番の「より多くの磁束を誘起する」ことを考えなくてはならない．
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図6、1鋼板の位相遅れ角
　次に，より多くの磁束を誘起する方法を考える．単純に磁気抵抗の定義式を考えれば透磁率を大きく
するという結論が出てくる．しかしながら，鋼板に限らず透磁率は材料によって決まる物性値であるの
で，鋼板の透磁率を直接大きくすることは不可能である．
　ところが，ワーキングコイル電流によって誘起される磁束はその定義上途中で途切れることなくワー
キングコイルの周囲を一周する．すなわち，鋼板と鎖交し，鋼板を発熱させる磁束も，鋼板を出て空気
中を通過し，再度鋼板に至ることになる．
　したがって，この空気磁路部の透磁率を上げ，この部分の磁気抵抗を下げて磁束を誘起しやすくし，
鋼板と鎖交する磁束を大きくすることによって加熱効率を向上させることができると考えられる．
　具体的には，図6．2に示すとおり，ワーキングコイルに対して鋼板の反対側の面を高透磁率のフェラ
イトなどの高透磁率材で覆い，裏側の磁気抵抗を小さくする．
　具体的に式で書くと，高透磁率磁性材料を用いない場合，鋼板の磁気抵抗を添字S，空気磁路部の磁
気抵抗を添字Aとして以下のようにあらわされる．また，空気の透磁率は一般に真空の透磁率とほぽ等
しいため，真空の透磁率勘（＝4π×104）を用いる．
幅＋ゆ一 ，計誌〕Φ瑚
　次に，高透磁率磁性材料を用いた場合，誘起される磁束をΦ’とし，高透磁率磁性材料の透磁率μう（＞両）
として，
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¢一（晒ゆ・ 、1養・，1よ〕σ鯛
　起磁力F，空気磁路部の磁路長1A，空気磁路の断面積SAが等しいとすると，高透磁率材を用いない場
合の磁束Φと，用いた場合のΦ’の比は
σ純＋駄）〔，計，淘
Φ一鰍ヅ μ1鉱＋μ1＆〕
になる。
みである．
．．
6．3）
　　　ここで，鋼板の磁気抵抗兜は等しく，異なるのは，空気磁路部の透磁率歯，またはμ’の部分の
　　　　さらに，それらの大小関係を考えれば（6．3）式最右辺は分母が小さくなるため，全体としては
大きく，すなわち，Φ’のほうがΦに比べて大きくなる．
　以上より，高透磁率磁性材料を使用した場合，鋼板と鎖交する磁束も大きくなり，結果的に発熱量が
大きくなって加熱効率が上がると考えられる．
鋼板とワーキングコイルの配置 磁束は空気部を通過
高透磁率磁気回路なし
空気部の透磁率を上げて磁束を誘起しやすくする
高透磁率磁気回路付
図6．2　加熱効率向上の概念図
　この検証を行うには，数値計算による方法と実験による方法があるが，本文では実際に電力を投入す
る加熱実験を行って，負荷等価回路定数を測定し，かつ温度分布や温度上昇特性を計測することでフェ
ライトゴムを使用する場含の効果を実証することにした．
6濫2水中加熱実験による検証
　高透磁率材料として使用したのはフェライトゴムである．このフェライトゴムは，通常電磁機器に使
用される焼結フェライトに比し可僥性を有し，軽量である．また，使用したフェライトゴムは難燃性に
優れている．一般的に，高透磁率フェライトは飽和磁化やキュリー温度（磁石が磁力を完全に失ってし
まう温度）等が低いものの抵抗率が高いため，通常の磁芯材に用いられる珪素鋼板に比し内部の発熱損
失が小さい．したがって，本実験で用いるフェライトゴムにっいても，内部での発熱を抑制しながら，
より多くの発熱量を鋼板内部で得ることができると期待される．
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（a）焼結フェライト　　　　　　　　　　　　　（b）フェライトゴム
　　　　図6．3焼結フェライトとフェライトゴム
　フェライトゴムは透磁率の違うFDとSS（ともにフェライトゴムシートの販売メーカー＝シーアイ化
成㈱が命名した商品名）の2種類を使用した．性質を表6．2に示す．
表62　フェライトゴム特性表
製品名 FD SS
厚さ　mm 0．5 0．5
交流（比）透磁率　μ 9．5 25
体積抵抗率　Ω一cm 1×106 1×1012
引っ張り強さ　MPa 7．8 5．0
密度Mg／m3 3．5 3．0
難燃性 UL94－VO UL94－VO
有効帯域 30MHz～3．OGHz 30MHz～3．OGHz
なお，これらの材料の本来の使用目的は通信機器やパソコンCPUなどの高周波クロックパルスを発射
したり，また，それらの影響を受けたりしやすい機器に対して磁気シールドを行うためのものである．
したがって，有効帯域は誘導加熱を行う周波数に対して非常に高くなっている．
　難燃性UL94・VOとは？
　難燃性UL94－VOとは素材の燃えにくさの認証基準であり，U194とは燃焼試験方法（試験炎を試験片の下端の中央
部分に10秒あてて取り去り，6”以上離し、試験片の燃焼時間を記録する．VLOは燃焼時間10秒以下）である。難燃
性のランクは燃えにくい方から，5V，V40，V」1，林2，HBに分かれている．
　実験は，小型のワーキングコイルを使用し，水中で鋼板を加熱して鋼板に設置した熱電対で温度を計
測してその温度分布を測定した．使用したワーキングコイルを図6．4に示す．その仕様は一辺320［mm】
四方，巻数20．5［Tm】，導線間隔6［㎜1，コイノレ部分の導線長154［m】である．コイルは外径6［㎜1，内
径4［mmlの耐熱シリコンチューブの中に直径25［mm】のリッツ線を通し防水加工を施した．
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磨』一1 耀湘
図6．4使用したワーキングコイル（左）とリッツ線（右）
　図6．5は実験回路である。高調波対策と絶縁対策のための電源トランスを介して，インバータ入力電
圧を調整するボルトスライダが接続されている．入力電力測定のため，三相デジタルパワーメータ
（HIOKI3331POWER　HiTESTR：目置電機製）を接続し，その後段に電源である汎用ハードスイッチ
ングインバータを接続した．インバータの出力側には共振コンデンサ，負荷としてのワーキングコイル
と鋼板，単相パワーメータ（HloKI3332PowER　HiTEsTR：日置電機製）を接続して回路を構成した．
汎用ハードスイッチングインバータ主回路部
」　　」
能
葱廟伽瓢誰霧霞翻 基準電圧　電圧測定電流測定子　　　　　　　　端子 」　　」
3相デジタルパワーメータ
離膓。一鑛鋤拠塑
　Ro　　Lo
ぐ一
彰繍
図6．5　実験回路図
　共振コンデンサは動作周波数と直列共振周波数から導出される，以下の式（（64）式）によって算出し
たコンデンサの値を用いて構成した．なお，（64）式中のLoは，文献（1）において述べた鋼板面積可変実験
と同一のコイルを使用したのでこのときの実験から得られた値を使用している．
　　　　1Csニ　　　ー・（6・4）　　（2π倉）2L・
　入力側の3相パワーメータは入力電力（Pin［凹），出力側の単相パワーメータは動作周波数（飾［kHzl），
負荷電流（lo［Al：実効値（㎜s）），負荷電圧（Vb［Vl：実効値（rms））の3種のデータを測定し，出力電力（Po［Wl）
はこれまでの実験的経験値からPinに0．92倍した値としている．これは力率の低い誘導加熱負荷では出
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力側の単相パワーメータがワーキングコイル両端間にかかる電圧とワーキングコイルを流れる電流との
位相差を正確に算定することができず，電力を正確に算出できないことによる近似的な方法である．こ
のようにして測定したfb，Io，Vbと，入力電力から算定したPoから，計算によって負荷抵抗値（Ro［Ω1），
及び負荷インダクタンス（LolμH］）を求める．一般に高周波インバータによってワーキングコイルに供給
される電流，電圧はひずみを持っており必ずしも正弦波交流ではない．しかし，基本波以上の高調波電
力，それに起因する歪み波力率などを厳密に扱うことは，測定機器の能力を遙かに超えており，実際上
不可能である。そこで，本項ではパワーメータの指示したIo，及び％の値が正弦波交流であると近似
して扱い，交流理論を適用してRo，Loの計算を行っている．
　ここで，負荷抵抗（Ro），負荷インダクタンス（Lo）を求める計算式は以下の通りである．
　　・　負荷抵抗（Ro）
　　　単相デジタルパワーメータの指示値のうちIo，入力電力から計算したPoを用いる．なお，出
　　　力電力は第4章にて述べた汎用ハードスイッチングインバータの特性解析結果から，
　　　Po＝Ph1×0．92
　　　で算定している．
R・二 2・魚5）［Ω］
・負荷インダクタンス（Lo）
　単相デジタルパワーメータの指示値のうち恥，Io，fbと，5．5式で算出したRoを用いて，
㎞二厚、1び
　　2π。R）●1000
．．（6．6）［μHl
となる．
以下に実験装置の概要を示す．図6．6のようにプーノレに400×4001㎜］の鋼板を沈め，加熱を行った．
下からブロック，鋼板，フェライトゴムを張ったワーキングコイルの順に配置した．
卿▼瞬・；㌧『一
／
ゴムシ
ブ
水
ート
　ワーキングコイル
　　（フェライトゴムf寸）
　綱板
ロツク
図6．6　プールに沈めた鋼板（左）とその断面図（右）
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　鋼板の上面には熱電対を図6．7のように縦A～G，横1～7と番号をつけ，計49chの熱電対を配置した，
計測箇所の間隔は70［mm】である。
G
F
E
D
C
B
A
1　2　3　4　5　6　7
図6．7　熱電対の配置図
　実験の手順として，ワーキングコイルにフェライトゴムを張らない状態，FDを張った状態，SSを張
った状態の3種類で加熱・計測を行った．加熱時間は20分間とし，電力600［Wl，各実験の初温を等し
くしてから実験を行った．水温は29［℃］である．また，周波数による温度変化を調べるため30［kHz】，
25［kHzl，20［kHz】，15［kHzl，10［kHzlと周波数を5［kHz］間隔で変えて計測を行った。
実験結果その1電気特性
　実験結果をまとめる前に，誘導加熱の加熱効率の定義を与える。
　誘導加熱の加熱効率とは，ワーキングコイルに供給された電力Po［Wlに対して鋼板が発熱する発熱量
（PかPc）［W］の比（3）であり，（6．7）式になる．
　　Po－Pc　　R．o－Riη田＝　　ニ　　　…（6・7）　　　Po　　　　Ro
　ここで，Roは実測で得られたものである．また，Rはワーキングコイル導線の内部抵抗であり，近辺
に磁性体が存在しない状態でLCRメータで計測した値である．実際の電力投入時においては，ワーキン
グコイルに大電流が流れることによって導線が発熱し，内部抵抗Rの値も大きくなる可能性があるが，
無負荷状態で大電流を流すことによって内部抵抗の値を得ることは，計測時の電源その他への影響が大
きく，計測が困難であるため，LCRメータによる計測値で代用した．
　実験時の負荷回路定数と加熱効率の実測値を表6．3に示す．
　表6．3から，フェライトゴムを貼り付けた場合，さらにその透磁率を上げていくに従って負荷インダ
クタンスLo，負荷抵抗Ro共に大きくなっている事がわかる．負荷インダクタンスが大きくなるという
事はそれだけ大きな磁束を誘起できた事になり，また負荷抵抗が大きくなるという事は，ワーキングコ
イルの導線は同一の物を使用したので，それだけ鋼板内部での発熱量が大きくなった事が言える。
　加熱効率η田を計算すると，フェライトゴムの透磁率が大きくなるに従って高くなっている，従って，
比透磁率がさほど大きくはないフェライトゴムシートを用いても加熱効率が向上する事がわかる，
　ここで得られた負荷インダクタンスの周波数特性を図6．8に，負荷抵抗の周波数特性を図6．9に，加熱
効率を図6．10にそれぞれ示す。
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表6．3負荷回路定数
フェラ　コ　SS・
波数lkHz】負・　価回
加，、
Lo［μH］　Ro［Ω］ ηIH
82．13　　　3．29
4、60　　　4．39
9．30　　　5．42
5．00　　　6．27
1．91　　　7．15
0．9211
．9285
．9339
．9363
．9390
フェラ　コ　FD・
。波数［kHzl負・等価回路定数 加，、メ隔
Lo［μHl　Ro［Ω］ ηIH
78．66　　　2．98
1．48　　　4．00
6．33　　　4．98
2．48　　　5．79
9．54　　　6．64
0．9131
．9217
．9280
．9311
．9344
フェライトコム写し
・波数［kHz］ ・　価回
加、、
Lo［μH］　Ro［Ω1 η田
78．14　　　2．89
1．33　　　3．85
6．32　　　4．80
2．64　　　5．59
9．60　　　6．40
0．9103
．9186
．9254
．9286
．9319
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図6．8負荷インダクタンスの周波数特性
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図6．9　負荷抵抗の周波数特性
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図6．10　加熱効率の周波数特性
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実験結果その2　鋼板の温度分布と温度上昇特性
　加熱終了時の鋼板の温度分布を図6．ll～図6．15に示す．左からフェライトゴムを張らない状態，FDを
張った状態，SSを張った状態である．
G
1　　　2　　3　　　4　　　5　　6　　7 1　　　2　　3　　4　　5　　6　　7 1　　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7
29．4 65．3 29．4
図6．ll
　　　　65，3　　　　29。4
30［kHzlでの温度分布図
65．3
G
1　　　2　　　3　　　4　　　5　　6　　　7 1　　　2　　　3　　4　　　5　　6　　7
G
A
1　　2　　3　　4　　　5　　6　　7
29．4 65．3 　29．4
図6．12
　　　　　65．3
25［kHz］での温度分布
29．4 65．3
1　　2　　3　　4　　5　　6　　7 1　　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7
29．4 65．3 29、4 65．3 29．4 65．3
図6．13　201kHzlでの温度分布図
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A
1　　　2　　　3 7
1
29．4 65．3 　　29．4
図6．14
　　　　　65、3　　　　　　　　　　　　　　29．4
i5［kHz］での温度分布図
65，3
1　　　2　　　3 5 7 1　　　2 7
29．4 65．3 　29，4
図6．15
　　　　　65，3
10［kHz】での温度分布図
29，4 65。3
　これらの図より，フェライトゴムで覆った場合の温度が高く，30［kHz］では透磁率が高くなるほど温度
が高いことがわかる．ただし，1倶25［kHz】の範囲では，FDとSSの場合に温度変化は観測されなかった。
　なお，B5点で最も高い温度上昇が見られたので，この点で加熱開始から終了時までの温度上昇特性を
まとめる．
　図6・16は周波数30［kHzlのときのB5点温度上昇特性である。
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図6．16
　加熱終了時の温度はフェライトゴムを張らない状態で55．1βCI，FDを張った状態で61。9［℃1，SSを張
った状態で65．5［℃】と，フェライトゴムを張らない状態とSSを張った状態では約10［℃1近い差が見られ
た。
　また、図6．17～図6．19に示すのはそれぞれフェライトゴムを貼らない状態，FDを貼った状態，SSを
貼った状態の周波数の変化によるグラフである．測定箇所は同じくB5点である．
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図6．17　フェライトゴムを貼ってない状態での周波数別温度上昇特性
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図6．18FDフェライトゴムを貼った状態での周波数別温度上昇特性
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図6．19SSフェライトゴムを貼った状態での周波数別温度上昇特性
　図6．17～6．19より，フェライトゴムを貼らない状態，フェライトゴムFDを貼った状態での周波数に
よる温度変化はあまり見られないものの，フェライトゴムSSを貼った状態では，1叩⊂Hzl，15［kHzlで加
熱時の最高温度約61［℃1に対し，25［kHz］，30随」加熱時は約65βqと，約4～5［℃1の温度差が見られた．
65　あとがき
　本章においては，水中加熱時の加熱効率向上法として空気磁路部の透磁率を上げることによって大き
な磁束を誘起し，より高いか熱効率と温度分布が得られるかどうか検証した．ここで，透磁率の差によ
り加熱効率が変化し，透磁率が高いほど加熱効率が向上することが実証された．一方で，フェライトゴ
ムSSを貼った場合では，低周波ではフェライトゴムFDと同様の効果しかないが，周波数を上げると加
熱効率が向上している．しかしながら筆者の以前の研究成果（1）より、船側鋼板誘導加熱負荷においては
インバータ動作への影響を小さくするため，できる限り低周波で加熱する方が望ましいという結果が得
られているので，大型タンク加熱実験では低周波においても十分な効果の得られるFDを用いて実験を
行った．
　また、図6。16からフェライトゴムを貼ってない状態，フェライトゴムを貼った状態においても，加熱
を開始してからm分間で温度が急上昇し，その後徐々に温度上昇が飽和しているのがわかる，また，実
際の加熱時にもこのような特性が得られるということが予想される．
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第7章加熱面積の拡大
7。1　まえがき
　船側鋼板誘導加熱システムにおいて，できうる限り広い加熱面積を得ることは，システムの効率的な
運用に対して必要不可欠な検討課題であると考えられる．
　加熱面積を拡大する方法としては，
①ワーキングコイルを複数枚設置する方法
②加熱面周囲の暖められた水を新たな熱源として利用する方法
の2通りの方法が考えられる．
　本章においては，上の2通りの方法を検討している．
　まず，ワーキングコイルを複数枚設置した場合の電気結線法について検討する．ワーキングコイルを
近接して設置した場合，双方のワーキングコイル間に磁気的な結合を生じ，それによってお互いが誘起
する磁束を弱めあったり，逆に強めあったりして，結線の方法によって加熱状態に変化を生じさせる可
能性が高い．したがって，ワーキングコイルを複数枚設置した時の特性変化を把握し，加熱効率の良い
結線方法について検討を行うことは有意義であると考えられる。本章では，50［cm］四方ワーキングコイ
ルを4枚製作し，実際に鋼板を加熱してその表面温度を計測することによって効率の良いワーキングコ
イルの結線法を検討した．
　続いて，加熱された水を熱源に転換する方法を検討する．つまり，加熱面の周囲で加熱された水をワ
ーキングコイル周辺を加熱する熱源として利用しようとするもので，これにより，わずかであっても加
熱面積の拡大が可能になり，全体の熱効率向上に寄与するものと思われる．
7，2　ワーキングコイル分割設置による加熱面積拡大
7．2．1　ワーキングコイル分割設置時における検討課題
　船側鋼板誘導加熱負荷を考えた場合，できるだけ広い加熱面積を確保することが望ましいと考えられ
る．しかしながら，一枚の巨大なワーキングコイルを設置する場合，設置時の労力や操作面を考えると
非常に難点が多く，また負荷等価回路定数値が非常に大きくなり，電流が投入しづらくなる可能性もあ
るなど加熱面積を拡大するには検討すべき事項が種々考えられる．
　この対策として適切な負荷等価回路定数値を有す単体のワーキングコイルを複数枚設置して加熱面を
拡大する方法を提案している．複数枚設置に際しての検討事項として電流流れ方向の変化による加熱特
性の変化が予想される為その特性把握が必要である．すなわち，ワーキングコイルを近接して設置し
た場合，双方のワーキングコイル問に磁気的な結合を生じ，それらの作る磁束が干渉しあって加熱特性
に変化をきたすと考えられる．その変化について検討し，加熱効率の高い設置法を見出しておく必要が
ある．具体的には，磁束はワーキングコイルを流れる電流によって誘起されるので，電流流れ方向によ
って大きくその特性変化が生じると考えられる．
　本節では2種類の電流の流れ方について加熱実験を行い，加熱効率の高い電流流れ方向の選定を行っ
ている．
　単体のワーキングコイルを4枚用い大型ワーキングコイルを構成させる際の電流流れ方向の組合せは
多々あるが，ここでは図7、1に示すような電流の流れ方が全て同じと全て逆の両極端の流れ方をする2
種類について実験を行った．
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7．2．2　実験の概要
実験で用いたワーキングコイノレは方形平板型でコイノ螂分の長さは一辺500［㎜1である．コイノレ部分
には5［㎜1径の高周波リッツワイヤを使用し，外径101mm］，内径8［㎜］のシリコンチューブに通して防
水加工を施している．また，この防水リッツワイヤを方形に巻くため550［㎜1四方，厚さ3［㎜1のゴム
シートに耐熱テープで固定している．（図7．3）このように作成した4枚のワーキングコイルそれぞれに
No．1，No．2，No．3，No．4と番号を付け，実験を行った．
駄叔
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　　♂馬　　瓢
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k＋550一一…洲
500
o鴇
図7．3
　　　　ゴムシート　　　　　　　　　　　　単位［mm］
ワーキングコイルの写真、寸法図
　また実験は図74の様にL4［m］四方のプールの中に水道水を200［C］投入し，下からベニヤ板，被加熱
鋼板，ワーキングコイルの順に配置した．ワーキングコイルの配置は図75に示す様にNo．1～No4のワ
ーキングコイルを90。ずつ回転させた形で，巻線同士が近接するように鋼板上に設置した．
ワーキングコイル
　熱篭対（表面）
　被加熱鋼板
　熱電対（裏面）
k
水道水 ベ
ヤ
板
図7，4　実験装置断面図
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図7．5　ワーキングコイル配置
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　4枚のワーキングコイルの結線方法は，それぞれのワーキングコイルに流れる電流値を等しくするた
め全てのワーキングコイルを直列結線している．
　なお，電流の流れ方向を変える際にはワーキングコイルは動かさず，ワーキングコイル相互の接続端
子を入れ変えて結線することによって，電流流れ方向を変えている．
　熱電対は図7．6に示すようにL2［m］四方鋼板の中央からNo．1コイルとNo，2コイルの間の方向（縦方向），
No．1コイルの対角線方向（斜め方向），及びNα1コイルとNα4コイルの間の方向（横方向）の3方面に
70［mml間隔で28本配置した，また，裏面にも同じ位置に熱電対を配置し，合計56本の熱電対を配置し
ている。
ム
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ロ
寸dz
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⑨⑧⑦⑤⑤④③②　　　　　　　　　　ノ
1
4θ！にε一〇N
8畑
倒蝉
匿蝸
図7．6　ワーキングコイル及び熱電対の配置
7．2。3　同一出力電流，周波数可変実験
　実験は出力電流を5［Al一定にして行い，動作周波数は10随］，15随」，20胆セ1，25脚］，30随3
にっいて行った．これを全同方向結線、全対向結線にっいて行い，合計10通りの実験を行った．加熱は
1時問行い，温度計測は1秒間隔で計測している。温度は加熱1時間後の鋼飯裏面の温度に着目した．
これは実際の船体タンク側壁の加熱を想定した場合，誘導加熱により有効に熱伝達が行われるかどうか
を考慮する時，重油に接触する側の鋼板温度上昇が重要と考えた事による．この鋼板裏面温度と熱電対
方向（縦方向，斜め方向）についてグラフを作成した，また比較として加熱前の鋼板裏面温度を示して
いる．10［kHzl～30［kH21の電流流れ方向をパラメータとしたグラフを縦方向については図7．7～図7．IIに，
斜め方向については図7。12～図7．16に示す．また本実験で得られた負荷インダクタンスと単体平均値を
4倍した負荷インダクタンスの周波数特性を図7。17，負荷抵抗の周波数特性を図刀8に示す．
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　図7．7～図7。11よりワーキングコイル間の境界部分（縦方向）での全同方向と全対向の加熱特性を比
較すると，どの周波数においても全対向の方が加熱特性に優れていた．また図7．12～図7．16よりワーキ
ングコイルの対角線方向（斜め方向）においても若干ではあるが全対向の方が加熱特性に優れていた．
また同一電流下では高い周波数になるほど全同方向と全対向の温度差が大きくなった．これは，5．4．3節
に述べたとおりの現象が確認されたものと考えられる．従って，全対向結線かつ高周波の方が加熱特性
に優れ，高効率な加熱が可能になると考えられる．しかしながら図7．18より周波数が上がると負荷抵抗
も上昇し，それによって投入電力が制限される可能性があるので注意を要する．
7．2．4　同一周波数，出力電流可変実験
　実験は周波数を100dセ］一定にして行い，出力電流を51Al，7．5［Al，10［Al，12．5［Al，15［A］に設定し実
験を行った．これを全同方向結線、全対向結線について行い，合計10通りの実験を行った．加熱は1時
間行い，温度計測は1秒間隔で計測している．
　温度は加熱1時間後の鋼飯裏面の温度に着目した．これは鋼板裏面温度が直接重油に伝わる温度であ
り加熱特性を見るに当たって一番有効な温度であると考えた為である．この鋼板裏面温度と熱電対方向
（縦方向，斜め方向）についてグラフを作成した，また比較として加熱前の鋼板裏面温度を示している，
5［A］～15［Alの電流流れ方向をパラメータとしたグラフを縦方向については図7・19～図723に・斜め方
向については図724～図7．28に示す．また本実験で得られた負荷インダクタンスと単体平均値を4倍し
た負荷インダクタンスの周波数特性を図7．29，負荷抵抗の周波数特性を図7．30に示す。
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図720　出力電流7．5［Al時縦方向温度特性
60
50
40
£
憾30
蝉
20二，
　　　　　　　り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　 　　 　　 　　一＼rr
O’一洲ロ割一司F〔1
一くb全同方向（1時間後）
｛］b全対向（1時間後）
咲》全同方向（加熱開始時）
《IF全対向（加熱開始時）
10
O
1 3 　　5
熱電対番号
7 9
図7．21　出力電流10［Al時縦方向温度特性
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図7．22　出力電流12．5［A］時縦方向温度特性
70
60
50
一409
颪
蝉30
20
［ノ 　　　一＼
　　　　　 　 　　 …訳
一ロー■lh＿
←全同方向（1時間後）
　｛■全対向（1時間後）
　
「
“全同方向（加熱開始時）
　rロー全対向（加熱開始時）
10
0
。　」 」
1 3 　　5
熱電対番号
7 9
図7．23　出力電流15［Al時縦方向温度特性
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図7．24　出力電流5［A】時斜め方向温度特性
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図7．25　出力電流7．5［Al時斜め方向温度特性
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図7．26　出力電流10［Al時斜め方向温度特性
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図7．27　出力電流12．5［Al時斜め方向温度特性
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図7。28　出力電流15［Al時斜め方向温度特性
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図7．29出力電流に対する負荷インダクタンス
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図7．30　出力電流に対する負荷抵抗
　図7．19～図7．23よりワーキングコイル間の境界部分（縦方向）での全同方殉と全対向の加熱特性を比
較すると，どの電流値においても全対向の方が加熱特性に優れていた，また図724～図7．28よりワーキ
ングコイルの対角線方向（斜め方向）においても若干ではあるが全対向の方が加熱特性に優れていた．
また，図729，7。30より間隔10［A］の変動において両結線とも大きく負荷インダクタンス，負荷抵抗値
が変動している．これより，誘導加熱負荷定数の把握を行う際には，所要の電力を投入した加熱実験が
必要になることがわかる．
7．2．5　同一出力電力，周波数可変実験
　実験は入力電力を2［kW］一定にして行い，動作周波数は10［kHz］，15［kHzl，20［kHzl，25［kHz】，30閃セ1
の5通りについて行った．これを全同方向結線、全対向結線の2通りについて行い，合計10通りの実験
を行った．加熱は1時間行い，温度計測は1秒間隔で計測している．
　温度は加熱1時間後の鋼飯裏面の温度に着目した．これは鋼板裏面温度が直接重油に伝わる温度であ
り加熱特性を見るに当たって一番有効な温度であると考えた為である．この鋼板裏面温度と熱電対方向
（縦方向，斜め方向）についてグラフを作成した，また比較として加熱前の鋼板裏面温度を示している、
101kHz］～30［kHz】の電流流れ方向をパラメータとしたグラフを縦方向については図731～図7．35に，斜
め方向については図7．36～図740に示す・また本実験で得られた負荷インダクタンスと単体平均値を4
倍した負荷インダクタンスの周波数特性を図7・41，負荷抵抗の周波数特性を図742に示す・
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図7．3320［kHzl時縦方向温度特性
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図7．34　25［kHz】時縦方向温度特性
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図7．35　30［kHzl時縦方向温度特性
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図7．36　10［kHz］時斜め方向温度特性
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図7．37　15［klセ】時斜め方向温度特性
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図7．3820［kHz】時斜め方向温度特性
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図7．39　25【kHzl時斜め方向温度特性
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図7．40　30閃セ1時斜め方向温度特性
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図7．412［kW］入力時の負荷インダクタンス
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図7．42　2［kW】入力時の負荷抵抗
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　図7．31～図7．35よりワーキングコイル間の境界部分（縦方向）での全同方向と全対向の加熱特性を比
較すると，どの周波数においても全対向の方が加熱特性に優れていた．また図7．36～図740よりワーキ
ングコイルの対角線方向（斜め方向）においては全体的にみてほとんど違いがみられなかった．また同
一出力電力下では周波数の変化による温度特性の大きな違いは見られなかった．
7。26　ワーキングコイル分割設置に関する実験のまとめ
　以上，3つのパターンで実験を行ってきたが，いずれの場合においても全対向結線による加熱のほう
が同一の入力条件（電流，周波数，出力）において加熱効果は明らかに大きいことがわかる．
　よって，次章で述べる大型重油タンク加熱実験におけるワーキングコイルの結線方法は，全対向結線
を採用する．
　この結果が示す意味と，実システム運用時にこの結果をどのように応用していくかを考察する．
　このワーキングコイルを，今回の実験で使用したように4枚のワーキングコイルを用いて加熱面積を
4倍にする際には，図7擁3に示すように2直2並列に接続すれば単体のワーキングコイルが示す負荷等
価回路定数値とほぼ等しい値を示すはずである．
　本節において使用した4枚のワーキングコイルを用いて，それらの接続を，4枚直列，2直2並列，全
並列に接続した場合，また，単体で負荷等価回路定数を計測したときの4枚の平均値を比較したグラフ
を図7．44，7．45に示す．図7．44は負荷インダクタンス，図745は負荷抵抗の周波数特性である．
　図7．44より負荷インダクタンスは単体平均と比較して全直列結線は約4倍強，全並列結線は約4分の
1，2直2並列結線はほぼ同じになった．また，図745より負荷抵抗についても平均と比較して全直列
結線は約4倍強，全並列結線は約4分の1，2直2並列結線はほぼ同じになった．
　全直列結線については負荷抵抗が大きく電流があまり流れなくなり出力を出すには非常に大きな電圧
が必要になると考えられる．次に全並列結線では比較的小さい電圧で大出力を得ることが出来ると考え
られるが，回路各部に大電流が流れてしまい導通損失が大きくなり，インバータの定格を圧迫する可能
性が高くなると考えられる．
図7432直2並列接続
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図7．44電気的接続変化時の負荷インダクタンスの周波数特性
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図7．45　電気的接続変化時の負荷抵抗の周波数特性
　これらに対し2直2並列結線は50［cm］四方の単体ワーキングコイルとほぼ同様の負荷インダクタン
ス，負荷抵抗値が得られた．これは図746に示すように50［cml四方ワーキングコイルを2直2並列結線
で一辺の長さを2倍に拡大しても，さらには4倍に拡大しても，負荷等価回路定数値がほぼ同一になる
ことを示しており，加熱面積の自由度が広がる利点を持っている．ただし，ワーキングコイル1枚あた
BI

（a）上から見た状態（シーリング実験）
　　　　　　　　　　図7．47　シーリングボックス本体
顧国臨賢．巴’．鯛聖轄瓢．鯛隙・．，傍．諏
　（b）裏返した状態（マット被覆実験）
　図7．48に示すのはシーリングボックス本体の寸法である．材質は普通鋼のSS41である．
　加熱面になる底板は12［mml厚で，700【mml四方の大きさを有している．それ以外の面や蓋を固定する
ための耳などは市販の構造用鋼板の最低厚さである3．2［㎜1厚の板から構成されている．ボックスの容
積はおおよそ600［mml×㎝【㎜】×150［㎜】である．温度計測用の熱電対とワーキングコイノレの導線を引
出すための穴は取手の付いた面にそれぞれ直径751㎜】，35【mm】の半円穴を開けてそこを通すようにし
ている．
　なお，図7．49に示すように，シーリングボックス内側に設置される熱電対は直径751mmlの半円穴か
ら36本通している．
また，逆サイドの直径35［㎜1半円穴からは，ワーキングコイノレの導線を引出している，
　図7．50は温度計測点を示している．温度計測用の熱電対は底板の両面に100【mml問隔，一辺に6本づ
つ合計36ch，両面では72ch貼り付けて温度を計測している．使用した熱電対はK型非接地熱電対であ
る．
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図7．48シーリングボックス本体の寸法
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図7．49熱電対貼付状態 図7．50　温度計測位置と熱電対番号
7ふ2シーリングボックスを用いた実験
　ここでは，シーリングボックスによってワーキングコイルを完全に覆って加熱する場合の実験につい
て述べる．
　実験は，入力電力9［kW】（実験室のブレーカの容量の関係上最高で10pくVA］までなので，力率分の余
裕を見て）投入した．実験時間は2時間である．
　使用したワーキングコイルは図7．49に示すように，次章の大型タンク加熱実験において使用した
50［cm］四方のワーキングコイル1枚使用した．
　図7・51にシーリングボックスを用いた場合の組立図を示す．
　加熱を開始すると内部の水は加熱されて一部は気化し、膨張して内部の圧力が増加する。その対策の
ため、蓋には周囲の海水と防水覆内部の圧力差を調整する均圧弁を設けてワーキングコイノレや防水覆自
身の破壊を防ぐ。均圧弁は一般的なスイングバルブと極弱いばねの付いたスプリングバルブを使用した．
また，均圧弁の裏側は，水を排除しやすいようにワーキングコイルに支障しない程度に管を伸ばしてい
る．
　実験終了時は加熱されていた内部の蒸気は冷却されて水に戻り，容積が急減して内部が真空状態にな
ってしまうので，実験終了時にはボールバルブを開放してシーリングボックス内に周囲の水を誘導して
水圧による破壊を防ぐ．ワーキングコイルや熱電対の取り出しの穴や底板とシーリングボックスの側面
との隙間はケミカルセメントで埋めている．
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図7．51シーリングボックス組立
実験結果その1（断熱材を用いない場合）
　図7．52～図7．58に断熱材を用いない場合の加熱面温度分布を示す．図7．52は実験開始時，図7．53は
加熱1分後，図7。54は加熱10分後，図7．55は加熱30分後，図7．56は1時間後，図7．57は2時問後，
加熱終了時の温度分布である．
27
図7．52　実験開始時
142 27
図7．53加熱1分後
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図7．54加熱10分後
142 27
図755加熱30分後
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図7．56加熱1時間後
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図7．57加熱2時間後
142
　この実験においては，シーリングボックスを断熱していないので，側面や天蓋など鋼板厚さの薄し位
置から熱が外部の水に供給され，加熱面温度が期待したほど上昇しなかった．特に，シーリングボック
ス側面からの放熱が大きく，ここでの熱損失が大きくなったため，期待した温度上昇が得られなかった
ものと考えられる，さらに効果の上がる方法を考え，シーリングボックス内部の水を抜いて空気を満た
した場合と，断熱を強化した場合に，どのような特性が得られるかを検証した実験を行った。
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実験結果その2（シーリングボックス内の水を抜いた場合）
　続いて，水より比熱が小さく，断熱性が良い空気をシーリングボックス内に満たしたときの実験につ
いて述べる．シーリングボックス内部を空気で満たすと，水より熱容量が小さいので，より少ない電力
量で鋼板表面の温度を上げることができると考えられる．
　図758～図7．63にシーリングボックス内部の水を抜いた場合の加熱面温度分布を示す．図7．58は実験
開始時，図7．59は加熱1分後，図7．60は加熱10分後，図7．61は加熱30分後，図7．62は1時間後，図
7．63は2時間後，加熱終了時の温度分布である．
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図7．58　実験開始時
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図7．59加熱1分後
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図7．60加熱10分後
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図7．61加熱30分後
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図7．62　加熱1時間後
142 23
図7．63加熱2時間後
楓2
　以上の結果から，シーリングボックス内部の空気を抜いた場合も，水で満たした場合と最終的な結果
は変わらない．それを図7．64に示す．
　図7．64は実験時に最高温度を記録した28番の熱電対（位置は図7．50　温度計測位置と熱電対番号参
照）の温度上昇特性である．
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　この場合も，シーリングボックスの鋼板厚の薄い側面，および天蓋から熱が逃げてしまうことは同様
で，内部を空気で満たしても変わらない．
　したがって，さらに効果を得るには，シーリングボックス全体を断熱材で覆う必要があると考えられ
る．
実験結果その3（断熱材を用いた場合　その1（スィングバルブを用いた実験））
　断熱材を用いずに加熱した場合，特にシーリングボックスの側面から周囲の水に放熱される熱量が大
きく，加熱面温度が期待通りに上昇しなかった．そこで，シーリングボックス側面，及び蓋に断熱材を
貼り付けて加熱した場合の特性変化について検討を行い，思惑通りの結果が得られるかどうか検証した．
　使用した断熱材は文献（1）の低温環境模擬実験時に使用した㈱フコク製K－FLEX　ICクラッティングシ
ートを使用した．これを側面，蓋ともにシーリングボックスの外側に貼り付けている．これは，B【㎜］
厚の発砲ゴム製で，片方の面にアルミ箔を貼り付けて表面を保護している，
　投入電力その他の実験条件は断熱材を用いない場合と同一である．また，内部の水が加熱されて容積
が拡大した際に外部に逃がすバルブは断熱材未使用実験時と同様にスィングバルブを用いている．
　図7．65～図7．70はこのときの加熱面温度分布を時系列に沿って並べたものである．図7石5は加熱開始
時，図7．66は加熱1分後，図7．67は10分後，図7．68は30分後，図7．69は1時間後，そして図7．70は
2時間後である．
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図7．65加熱開始時
142 23
図7．66加熱1分後
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図7．67加熱10分後
142 23
図7．68加熱30分後
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　　図7．69　加熱1時間後
23　　　　　　　　　　　142
図7．70加熱2時間後
　これらの図から，断熱材によって断熱した場合，シーリングボックス全面に亘って水の沸点の100【℃］
になっていることがわかる．
　しかしながら，当初期待した，内部の水は蒸発して加熱面が乾燥し，結果として水の沸点以上に温度
が上昇するということはなく，沸点で温度上昇がストップしてしまった．
　したがって，加熱面温度をさらに上昇させるには，圧力鍋のようにシーリングボックス内部の圧を常
圧以上に上昇させる方法を検討しなくてはならないと考えられる．ただし，加熱面になる底板とシーリ
ングボックスの側面との固定はスポット熔接で固定されており，内部の圧を上げすぎるのは危険である
ので，弱い差圧で弁が開閉するバルブを使用して実験を行う．
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実験結果その4（断熱材を用いた場合　その2（スプリングバルプを用いた実験））
　前節の考察から，加熱面温度を水の沸点以上に上げるためには内部の圧力を上げる必要があると考え
られる．本節においては，以上の考察を検証するため，弱い差圧で弁が開閉するバルブを用いて実験を
行った．この実験で，加熱面温度が水の沸点の100［℃1以上まで上昇すればその効果があることになる．
　実験の条件は，投入電力，実験時問，回路の接続などに関しては断熱材未使用，使用時（スィングバ
ルブ使用時）と同様で，内部の圧を開放するためのバルブをスィングバルブから，ばねのカで弁を開閉
するスプリングバルブに交換して実験を行った．使用したスプリングバルブは圧力差が0．2［atml（水頭
圧約20［cm】）で弁が開くような構造になっている．
　このときの実験結果をまとめる．図7．71は実験開始時の加熱面温度分布，図7．72は1分後，図7、73
は10分後，図7．74は30分後，図7．75は1時問後，図7．76は2時間後である．
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図7．刀　加熱開始時
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図7．72　加熱1分後
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図7．73加熱10分後
142 23
図7．74加熱30分後
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図7．75加熱1時間後
23
図7．76加熱2時間後
142
　図7．76の2時間後の温度分布から，ある一部の点では水の沸点を大きく超えて，140βC］以上まで温度
が上昇している．次に，図中で最高温度を記録した28番の熱電対番号位置の温度上昇特性を図7．77に
示す．なお，比較のため，図7．77中には断熱材使用時の実験2通りの温度上昇特性を示している．
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図7．77断熱材使用時の温度上昇特性
図7．77より，加熱面温度は実験終了寸前のある時点で急激に上昇している．したがって，実験時間が
さらに長ければ温度が上昇した範囲がシーリングボックス内部でさらに拡大した可能性も否定し得ない．
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シーリングボックスを用いた実験のまとめ
　以上，シーリングボックスを用いた実験をまとめる．
1）強度を保つため，金属板でシーリングボックスを構成する必要があるが，この場合，効果的に加熱
　　するには熱伝導性の良い金属板を断熱する必要がある．
2）　シーリングボックスを断熱した場合にあっても，加熱面の最高温度は沸点以上には上昇しない．さ
　　らに，断熱材は気泡を封じ込めて断熱性能を得るものであり，水中では大きな浮力が働くため，そ
　　の設置には工夫が必要である
3）2）に関連して，加熱面温度を沸点以上まで上昇させるには，圧力鍋のようにシーリングボックス内
　　部と外部に差圧が必要である．
4）3）に関連して，シーリングボックスには比較的大きな圧力が加わるため，強度を上げる必要がある、
　　さらに，シーリングボックスと船体の接合に気を配る必要がある．
　以上の結論より，シーリングボックスが有効に活用できると考えられる条件は，
1）座礁船の水面下での加熱やダイバーが潜水できる範囲での加熱時であること
2）シーリングボックスと船体を固定する際に圧に耐えられるくらいの強度で固定できること
3）加熱面温度を上げるためにシーリングボックス内部の圧を常圧以上に上げること
という条件が満たされる限定された加熱条件においてのみ有効であると考えられる．
7．3．3　ゴムシートで被覆した場合
本節では，加熱面積拡大のための方策のひとつとして，ワーキングコイルに対してさらに大きなシート
で覆うことによって現在では対流によってそのまま逃がしてしまっていた（海）水を新たな熱源として
できうる限り有効に利用することを企図している．
　それを検証するため，311cm］四方のワーキングコイルを用い，シートの大きさをワーキングコイルと
ほぼ同じ40［cm］四方から，50［cml四方，601cml四方，そして加熱面になる鋼板の大きさに等しい70［cml
四方の大きさのゴムシートを用いて同一入力電力で加熱実験を行って，その際の加熱面温度分布を計測
することによって被覆シートの効果を確認する．
　実験は，ワーキングコイルと加熱面の間の水が確実に沸騰し，さらに，シーリングボックスを使用し
た実験時と電力密度を等しくするため，投入電力3，5［kWl，電力密度36．4［kW／m21である．なお，シーリ
ングボックス実験時の電力密度は50［cm】四方のワーキングコイルで投入電力9［kWlであったので，電力
密度は36［kW／m21である．また，加熱
時問はシーリングボックスの実験に合
わせ2時間である．
　なお，実験装置の配置として，シー
リングボックスを裏返し，シーリング
ボックス実験時は加熱面の裏側になっ
た側を加熱面，その逆を裏側としてい
る．（図7．78）熱電対の配置，及びその
番号についてはシーリングボックス実
験時（図7．50の熱電対配置，および番
号）と全く同じである． ■闘騰．鰍，Iコll囎騨」懸聾
図7．78　ワーキングコイルとシート（70［cmlシート実験時）
144
実験結果
　ここでは，実験の結果についてまとめる．なお，実験は，
・通常のゴムシートを使用する
・ゴムシートに高透磁率フェライトゴムシートを貼り付ける
・ゴムシートの厚さを可変する
という3通りの実験を行っている．これらすべての実験についてまとめる．
実験結果その1（ゴムシートのみの場合）
　本節においては，必要な大きさに切り揃えたゴムシートを用いてワーキングコイルを覆って加熱した
実験の結果にっいてまとめる。いずれの場合もゴムシートは3［㎜］厚のシートを用いている．
　図7．79は実験終了時，すなわち加熱開始から2時間後の加熱面温度分布である．（a）はシート401cml
四方，（b）は50［cml四方，（c）は60［cml四方，（d）は70［㎝1四方の温度分布を示す．
27
（a）40［cml四方
102 27
（b）50［cm］四方
102
27　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　可02　　　　　　　　　　　　　　　27　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　102
　　（c）60［cm】四方　　　　　　　　　　　　（d）70［cml四方
　　　　　　　図7．79　シート可変実験終了時の温度分布
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　以上4枚の図から，明らかにシートの面積が拡大するにしたがって温度が上昇する範囲が拡大してい
ることがわかる．また，図7．80に一番外側の列に設置した33番の熱電対で計測した温度上昇特性を示
す．なお，33番の位置については図7．50参照．
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図7．8033番の点での温度上昇特性
　図7．80からわかるとおり，33番の熱電対がゴムシートで覆われていた60【cml，及び70［cml四方の実
験時には，ワーキングコイルから離れた点にあっても加熱された水が確実に加熱面温度を上昇させてい
る．
　したがって，加熱面をワーキングコイルより大きなシートで覆って加熱面積を拡大するという方法は
有効であるといえる．
実験結果その2（フェライトゴムシートを貼り付けた場合）
　続いて，ワーキングコイルを覆うゴムシートに高透磁率のフェライトゴムシートを貼り付けた場合の
効果について検証する．
　フェライトゴムを用いる効果については第6章にて述べたとおり，ワーキングコイルの加熱効率を挙
げるという面においては確認されており，それを用いることによる効果が期待できる．
　使用したフェライトゴムは，大型タンク加熱用に作成したワーキングコイルで使用したFDフェライ
トゴムマットである．それを，ゴムシートの一方の全面に貼り付けている．加熱時は，ワーキングコイ
ルに近い側にフェライトゴムシートが貼り付けられているようにした．また，ゴムシートの大きさは
70［cm］四方で比較している．
　図7．81は実験開始から2時間後の加熱面側の温度分布である．（a）はフェライトゴムシートを貼り付け
ていない場合，（b）はフェライトゴムシートを貼り付けた場合である．
146
27　　　　　　　　102　　　　　　27　　　　　　　　102
　　（a）　フェライトなし　　　　　　　　　　　（b）　フェライトつき
　　　図7．81　フェライトの有無による温度分布の変化（実験終了時）
　図7．81において，温度分布は双方ともほとんど変化していないことがわかる．では，実際に温度上昇
はどうであったのか，ワーキングコイルに使用した場合と異なり，この場合はフェライトゴムシートの
効果がないのかを検討する．
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図7．82　フェライトの有無による温度上昇特性の変化（端点6番の熱電対）
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図7．83　フェライトの有無による温度上昇特性の変化（ワーキングコイル端10番の熱電対）
　図7．82は一番端に設置した6番の熱電対（位置は図7．50参照）で計測した温度上昇特性である．
　これより，フェライトゴムシートがある場合，ない場合に比べて急激，かつ大きく温度上昇している
が，加熱開始から30分後を境に徐々に温度が下降し始め，最終的にフェライトゴムシートを使用しない
場合と同じ温度になってしまっている．
　図7．83は，その他の点の例として，ワーキングコイル端に位置する熱電対（10番）が計測した温度上
昇特性である．この場合も，図7．82の端点の場合と同様に，フェライトゴムを使用した場合は一旦水の
沸点まで温度が上昇し，約30分経過時から徐々に温度が低下して最終的にフェライトのない場合と同じ
温度まで低下してしまう．
　フェライトを使用したとき，なぜこのような特性が現れるかを考察する．
　ワーキングコイルより大きなシートで覆って加熱した場合，今回の実験のように，いわゆる天板加熱
状態でさらにゴムシートで上から蓋をするような配置を取ると，加熱された水は容積を拡大し，覆い被
さるゴムシートを押し上げてワーキングコイル直上の部分は山のように盛り上がる（ゴムシートが黒い
のでゴムシートの盛り上がりをうまく写真に収めることができなかった）．また，シートの盛り上がりは，
フェライトゴムをシートに貼り付けた場合とそうでない場合のいずれでも発生している．
　したがって，加熱を開始した際には，図7．84（a）のように被覆用ゴムシートはほぼ水平の状態にあり，
被覆用ゴムシートに貼り付けたフェライトゴムシートはワーキングコイルや鋼板に近い位置にあり，磁
気的な結合が比較的強く現れているものと考えられる．よって，フェライトゴムシートを貼り付けて加
熱したほうは，わずかに温度上昇特性に優れ，さらにより大きな温度上昇を得ることができた．
　ところが加熱開始後しばらくたつと，図7．84（b）のようにワーキングコイル周囲の水は加熱されて容積
を拡大し，被覆用ゴムシートに圧力を加えてワーキングコイルとフェライトゴム（を貼り付けた被覆用
ゴムシート）は山のように盛り上がり，両者は引き離される．これによってワーキングコイルとフェラ
イトゴムシートとの間の磁気的な結合は非常に小さくなり，結果的に被覆用ゴムシートに何も張らない
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状態と変わらなくなってしまう。よって，フェライトを用いない場合の状態より上がりすぎた温度は徐々
に低下して最終的に同温度になったものと考えられる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被覆用ゴムシート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
ワーキングコイル導線
（a）加熱開始時
被覆用ゴムシート
ワーキングコイル導線
（b）加熱開始から十分時間が経過した状態
図7．84加熱時の被覆シートの状態の概念図
　以上をまとめると，フェライトゴムを用いてワーキングコイルと鋼板との間の磁気的な結合を強くし，
より大きな磁束を誘起して同一入力電力という条件下でより高い鋼板温度を得るということはこのまま
では不可能である．
　ならば，ゴムシートを固定するための永久磁石の配置を工夫してワーキングコイル，もしくは鋼板に
シートを密着させた場合はどうであろうか．本来この実験の目的は加熱された水が対流によって逃げて
しまうのをできる限りワーキングコイルの周囲にとどまらせ，この水を新たな熱源としてより広い加熱
面積を得るというものであった．もし，シートと鋼板（もしくはワーキングコイル）との密着性が高く，
シートの動きに柔軟性がなければ，加熱された水は圧を開放するためにすぐに広がってしまうものと思
われ，加熱された水がワーキングコイル周辺に薄く膜を張るように分布する，今回の実験における状態
に比べて温水による加熱効果は現れにくいのではないかと考えられる・
　ただし，今回の実験ではワーキングコイルに対してゴムシートの大きさが約2倍強であり，すぐに鋼
板の端部まで到達してしまうので被覆シートが山になってワーキングコイル周囲に温水がとどまるほう
が効果が高いといえる．
　では，さらにその比率が拡大して5倍，10倍になったときの状態を考えてみる．この場合，加熱され
た温水は，大きな熱量を有している間にできるだけ早く広範囲に拡散するほうが望ましいというのは，
一般的な要請として思い浮かべることができる．ならば，ワーキングコイルの周囲に加熱された温水が
とどまってしまう現在の加熱状態よりも被覆シートが山にならないほうが，すなわち，ゴムシートとワ
ーキングコイル，または鋼板が密着した状態のほうがよりよい結果を得ることができる可能性も考えら
れる．この様に配置した場合にはフェライトゴムシート，ワーキングコイル，鋼板それぞれの磁気的結
合が強いまま維持できるであろう、そうであるならば，図35，36における加熱開始から30分までの状
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態がそのまま維持されるので，フェライトゴムシートを被覆用シートに貼り付ける意味は非常に大きく
なってくる。
　したがって，この両者のどちらかが有効であるのかが確認されない限り，ワーキングコイルを覆う被
覆用ゴムシートにフェライトゴムシートを貼り付ける必要があるか否かは，現在のところ一概に断定す
ることはできない。
　次に述べる，ゴムシートの厚さを可変した場合の実験においては，すべて701cml四方のゴムシートを
用いて実験を行っているが，特に10［㎜1厚のゴムシートは自動玉重く，前節や本節の実験時に使用した
3［㎜1厚のゴムシートのように加熱時1こワーキングコイノレ周囲が山のように盛り上がる現象がほとんど
見られない．よって，ゴムシートが鋼板に密着した状態での加熱条件を模擬した状態になるので，薄手
のゴムシートを用いてワーキングコイル周囲に温水を蓄えるのが良いのか，それとも厚手のゴムシート
を用いて温水をすばやく拡散させるのが良いのかの検討もあわせて行う．
実験結果その3（ゴムシートの厚さを可変した場合）
　本節においては，ワーキングコイルを覆うゴムシートの厚さを可変して，ゴムシート厚さは薄手のほ
うが有利か，それとも厚手のほうが有利かを検討する．
　3［mml厚ゴムシートを使用している際は，ゴムシート表面に気泡が浮かび上がるほど温度が上昇して
おり，シート表面からの熱損失が大きいように思われる．ただし，断熱材を使用するには，先に述べた
とおり大きな浮力が働いてシートが浮かび上がって隙間が大きくなってしまい，かえって加熱された温
水をワーキングコイル周囲を加熱する熱源にうまく転化できなくなる可能性が高い．
　したがって，水中加熱時においては通常の断熱材の使用をあきらめ，ある程度熱損失が大きくなって
しまうことに敢えて目をつぶり，ゴムシートを厚くすることによって，ゴムシート表面から周囲の水へ
放散する熱量をできうる限り小さくすることを検討する．
　また，実験結果その2の最後で述べたように，ゴムシートが厚くなれば，その自重で加熱時のワーキ
ングコイル周囲の盛り上がりはほとんどなくなるので，加熱された温水がワーキングコイル周囲にとど
まるのが良いのか，それともすばやく広範囲に拡散するのが良いのかという疑問についても解答が得ら
れるものと思われる．
図7．85に加熱開始から2時間後の醸分布を示す．（a）がゴムシート厚3［mml，Φ）が5［㎜1，（c）が10［㎜］
である．
27 102 27 102 27 102
（a）厚さ3［mm］　　　Φ）厚さ5［mm］　　　（c）厚さ10［㎜】
　図7．85　ゴムシート厚可変時の加熱面温度分布（加熱開始から2時間後）
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　図7．85より，ゴムシートが厚くなると最高温度，もしくはそれに近い温度を計測する点は増加するが，
温度が上昇する範囲は狭くなっていくことがわかる．最高温度に関しては，厚みが増したことによる保
温効果が一定の効果を発揮したのではないかと考えられる．逆に，温度上昇範囲が狭くなったことに関
しては，厚みが増すと自重が重くなってシートが盛り上がらず，加熱された温水がすばやく拡散してし
まうことにより，温水と周囲の水との間の対流が促進され，温度が上昇する範囲が限定的になったもの
と考えられる。
　まとめると，ゴムシートを厚くするとある程度保温効果を発揮するが，加熱された温水を更なる熱源
として利用することを考えれば柔軟性の高い薄手のゴムシートを用いて温水をワーキングコイル周囲に
蓄積することが望ましい，ということになる．
被覆用ゴムシートを用いた実験のまとめ
　以下，ゴムシートでワーキングコイルを覆って温水を新たな熱源として加熱面積を拡大する実験につ
いて，得られた結果をまとめる．
1）　ワーキングコイルをそれよりも大きいシートで覆うことは加熱面積拡大に対する効果が発揮され
　　る．
2）加熱面積拡大効果をできうる限り発揮させるには薄手の柔らかいシートを用い，ワーキングコイル
　　の周囲に加熱された温水を蓄積させることである．
3）2）に関連して，このとき，鋼板に密着したワーキングコイルに対し，ゴムシートは加熱され，容積
　　が拡大した水によって膨らむので，ゴムシートにフェライトゴムシートを貼り付けても磁気的な結
　　合が小さくなるので，フェライトゴムの効果が発揮できない．したがって，ゴムシートにフェライ
　　トゴムシートを貼り付ける必要はないと考えられる．
4）　ゴムシートを厚くするとある程度保温効果を発揮するが，加熱された温水を更なる熱源として利用
　　することを考えれば柔軟性の高い薄手のゴムシートを用いて温水をワーキングコイル周囲に蓄積
　　することが望ましいと考えられる．
7．4あとがき
　本章においては船側鋼板誘導加熱システムを運用する際に必要となると考えられる加熱面積の拡大法
について検討を行った。その方法として，ワーキングコイルを複数枚設潭して加熱面積を拡大する方法
と，ワーキングコイルを覆って加熱された水を新たな熱源として活用する方法について検討した．これ
らの実験から得られた結果をまとめる．
1）ワーキングコイルを複数枚設置する際に，ワーキングコイルの作る磁東の相互干渉が発生すること
　は避けられないので，それらが正の干渉をして強め合うような全対向結線が効率良く加熱可能であ
　ろうと予想し，それを実験で確かめた．
2）シーリングボックスを用いた実験の結果から，実際に使用する際はシーリングボックスの断熱が必
　要になり，さらに，加熱面温度を水の沸点以上に上げるには圧力鍋のようにシーリングボックスの
　内外に圧力差を生じさせる必要がある．よって，実際の使用時を想定すると，座礁船の水面下での
　加熱やダイバーが潜水できる範囲での加熱時であること，シーリングボックスと船体を固定する際
　に圧に耐えられるくらいの強度で固定できること，加熱面温度を上げるためにシーリングボックス
　内部の圧を常圧以上に上げることといった条件をクリアする必要がある．すなわち，使用可能な範
　囲が非常に限定される．
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3）ワーキングコイルを被覆シートで覆う実験の結果から，被覆シートで覆うことによって加熱面の温
　　度が上昇する範囲が拡大することが確かめられた．また，被覆シートにフェライトゴムシートを貼
　　り付けて実験を行ったが，被覆シートとワーキングコイル，被加熱鋼板との間の磁気的な結合が被
　　覆シートが盛り上がることによって弱くなり，結果的にフェライトゴムシートを被覆シートに貼り
　　付けない状態と同様な実験結果が得られた．最終的に，被覆シートの厚さを可変した実験の結果か
　　ら，被覆シートは柔らかい材料でワーキングコイル周囲にできうる限り加熱された温水を蓄積する
　　ことが望ましいと結論した．
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第8章　重油加熱回収システムヘの応用に関する基礎研究
8．1まえがき
　第7章までにおいて，高周波誘導加熱技術を船側鋼板加熱システムヘ応用するための電気特性の把握，
及び加熱効率の向上法について種々検討してきた．
　本章においては，これらの検討結果を踏まえて実施した大型タンク加熱実験についてまとめる．
　まず電源装置の高周波インバータの選定を行い，続いて大型タンク加熱実験用ワーキングコイルを製
作し，回路設計を行う．ここから，事前に計測した負荷等価回路定数に基づいて設計した回路で加熱を
行っても重油タンク誘導加熱が可能であることを示す，
　以前実施した小型タンク加熱実験から，小型タンクでは内部の重油を加熱することが可能であること
を示したが，タンクが大型化した場合の加熱特性はまだ判明していないので，そのときの基礎的な加熱
特性について把握する．また，高周波誘導加熱はタンク側壁鋼板の内部発熱によって加熱するものであ
るので，表面電力密度を高くした場合，内部の重油により大きな熱量が供給できるのではないかという
期待がある．そこで，50［cml四方ワーキングコイルを4枚使用して加熱面積1［m21で加熱する場合と，同
一の入力電力でワーキングコイル1枚，50［cml四方で加熱した場合，さらには501cml四方ワーキングコ
イル1枚のみを使用して投入電力を可変した場合のタンクの内部重油温度を計測し，誘導加熱の鋼板内
部発熱の効果について検証する．
　また，第5章で提案した負荷等価回路定数の推算式の検証もあわせて行う．第5章においては，比例
係数βまたはβL×形状係数Gs×周波数のX乗という形であらわした推算式のうち，比例係数が等しくな
るよう同一鋼板で，かつ周波数の範囲を同一にして周波数の関数部分をも統一し，形状係数に関する検
討を相似則導出という形で検討した．本章では，さらに一般性を増して大きさの異なるワーキングコイ
ルを用い，被加熱鋼板も別鋼板であるときの推算式の検証を行う．
　さらに，第7章にて検討を行ったワーキングコイルをさらに大きな被覆シ｝トで覆って加熱した場合
の重油加熱に対する効果についても検証する．
＆2大型重油タンク加熱実験その1（大型タンク加熱可能性に関する検証）
8。2．1実験装置その他の概要
　第6章にまとめたように，高透磁率フェライトゴムでワーキングコイルを覆うことで加熱効率が向上
した．この結果をもとに，実際に装置を大型化して重油加熱に応用できるかを含め検討を行った．
　フェライトゴムは第6章の実験でも使用したFDフェライトゴムシート（商晶名）を使用した．なお，
透磁率の高いSSフェライトゴムシートを使用したほうが効果が高いと考えられるが，10y30［kH2］の周波
数帯域において実際に効果に差が出たのは30［kHzlの場合のみで，かつ本実験では動作周波数は20［kHz】
程度であると予想され，FDとSSに効果の差が現れないと考えられること，またSSフェライトゴムは
引っ張り強さが弱く，長時聞の加熱になる本実験時において，実験中にワーキングコイルが分解してし
まう恐れがあること，本実験で使用するだけのSSフェライトゴムシートが用意できるまで時問がかか
りすぎること，以上の点を勘案してSSフェライトゴムシートの使用は見送った．
　図8．1に使用した重油タンク，図82にワーキングコイルを示す．タンクは一辺の長さ15［ml立方の
大きさで，その容量は331k⑫］である．また，50［cm】四方のワーキングコイルを4枚作製し，これを並べ
て加熱面積1［m21として実験を行った．また，タンク素材は現在までの実験で被加熱鋼板として使用し
てきたものと同じ材料のS舗普通構造部騰であり，タンク板厚は121㎜1である。
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図8．1使用したタンク 図8．2使用したワーキングコイル
　実験装置は図8．3のように，大型コンテナの中にタンクを入れ，
及び天板加熱の2種類の実験を行った．
コンテナに海水を張って側面加熱，
　　■
図8．3　コンテナに重油タンクと海水を入れた状態
．鳶、蟻
　　　も
図8．4　タンク内に重油を入れている様子
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　タンクには図84のように天板に3つの穴を開けて，1つから重油を入れ，残り2つの穴からタンク内
に設置した熱電対を取り出し，ロガーに繋げている．この2っの穴は気抜きも兼ねている．
　出来るだけ深海と同じ条件に近づけるためにポンプで海水を循環させ，海水温度を一定に保った．海
水温度は』16βC］である．表8．1は，今回使用した重油の性状表である．舶用では通常動粘度は50βqで
180～500［cStl程度のC重油を使用している．今回使用した油は50fqにおける動粘度が164。1［cStlの舶用
燃料油の分類では一般にC重油1号と呼ばれている油を使用した。
表8．1重油の性状表
試験項目 単位 測定方法 」1S規格値 測定値
密度 　　3／cm JIS　K2249 0．9772
反応 ｝ ∬S　K2252 中性 中性引火点 ℃ JIS　K2265 70以上 ll2
動粘度（50℃） ㎜2／s（cSt） JIS　K2283 250以下 164．1
硫黄分 質量％ JIS　K2541 3．5以下 2．70
流動点 ℃ JIS　K2269 一12．5
残留炭素分 質量％ JIS　K2270 10．40
灰分 質量％． ∬S　K2272 0．1以下 0．02
水分 容量％ JIS　K2275 0．5以下 0．05以上
窒素分 質量％ JIS　K2609 0249
総発熱量 kJノ㎏ 丑S　K2279 42，830
真発熱量 kJ／kg JIS　K2279 40，500
8．2．2　電源方式の選定
　再三述べてきたように高周波誘導加熱負荷を駆動するにはその電源装置として高周波インバータが必
要不可欠である．本文においてもその重要性に鑑み，第4章においてハードスイッチング電源，そして
さらなる性能向上を企図して回路のソフトスイッチング化の検討を行ってきたが，本章にて述べる大型
タンク加熱実験における電源装置としてそれらは採用していない．以下その理由を述べる．
　ハードスイッチング電源は低効率，高ノイズであるが，負荷変動に対する動作領域は広く，広い負荷
変動の範囲でも所要の出力を得ることは容易である．逆に，ソフトスイッチング電源では高効率，低ノ
イズであるが負荷変動に対する動作領域が一般的にハードスイッチング電源の半分以下（その弱点が発
生する理由を解明し，克服する方法も提案されている（1））にまで狭くなり，負荷変動の大きな負荷を駆
動する場合には安定運転が難しい．
　第4章にて検討したハードスイッチング電源では，できうる限りの高効率化を企図してスナバ回路の
解析を行ったが，対するソフトスイッチング電源の研究では，船側鋼板誘導加熱負荷の持っ，“加熱時ご
とに負荷が変化し，その定数も変化する”，という特徴を捉え，“このような条件下においても船側鋼板
誘導加熱を行う際に有効な周波数帯域での運転を可能にする”という課題の実現を図った．
　すなわち，動作周波数によって回路動作の影響を受けやすい高周波誘導加熱の加熱時のリスクを軽減
するためには，電源装置に定周波電力制御機能の付加が必要不可欠と判断し，その機能の実現に必要な
回路方式の検討を行った。
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　船側鋼板誘導加熱システムの研究開発の過程を時系列を追ってなぞると，まず，負荷変動に強い電源
装置の研究を手始めに，負荷の電気特性に関する把握と解析，小型重油タンク加熱実験，そして本章で
述べる大型重油タンク加熱実験という順で研究を進めてきた．したがって，電源装置の研究段階では船
側鋼板誘導加熱システムの負荷特性はほとんど判明しておらず，予想される負荷変動の範囲内で安定運
転を実現する高周波インバータに必要とされる機能を予測し，その実現を図ってきた．
　その後に行った負荷の電気特性把握実験や小型タンク加熱実験などの結果から，
　　・　同一種類の別鋼板を加熱する際にも，あらかじめ得ておいた負荷等価回路定数を用いて回路を
　　　設計しても実用上問題のない範囲で安定運転可能であることが予想される
　　・鋼板温度がキュリーポイントまで到達するような高温にならないので，ワーキングコイルの配
　　　置が移動しない限り負荷急変の要因は考えられず，長時間運転時にも負荷変動はほとんどない
という電源技術者から見ればまことに理想的と言える負荷条件を有していることが判明した（2㍉
　したがって，船側鋼板誘導加熱負荷は電気工学的な観点からは非常に安定なシステムであり，したが
って，比較的制御が難しいとされるソフトスイッチング電源，すなわち，第4章にて検討した2種類の
ソフトスイッチングインバータの適用も可能であると考えられる．
　しかしながら，本大型タンク加熱実験では加熱時間が8～10時間という長時問に亘ること，また，投
入電力は予測で15［kW］程度という第5章から第7章にて述べた実験に比較してこれまでにない大電力の
長時問投入となる．よって，何らかの条件で加熱に不具合など生じるような場合においても，電源装置
の安全性が確保され，また確実に8～10時間の電力投入が可能になるように，第4章にて検討してきた2
種類の回路や，これまで用いてきた汎用ハードスイッチングインバータ（P28E－D2005：瀬田興産化工製，
定格5［kW］）ではなく，誘導加熱用汎用インバータの製造販売で以前より実績のあるメーカーから2叩⊆Wl
定格のインバータ（HFR200C7K－2：富士電機製）を新規に購入して実験を行った．
　このインバータの回路図を図8．5に示す．片側のレグに配置された上下2つのスイッチングデバイス
に並列にコンデンサが配置された，（少し変則的であるが）動作原理は単純なZVSインバータである．
よって，第4章42節のZVSの原理で述べたように，インバータの動作周波数fb［kH2］は負荷インダク
タンスLo［μH】と共振コンデンサCs［緋Flによって決定される共振周波数丘陣］に比べて高い周波数で運
転しなくてはならない、
　このインバータの動作は，取扱説明書によれば，まず50［kH21程度から発振を開始し，そこから指示
された電力になるまで周波数を低下させる．電力の可変は周波数を制御することによって行っている．
デッドタイムは3［μsl固定である．
　以上の条件を加味し，おおよそ20［kH21近辺で定格電力が投入できるよう，インバータに合わせて負
荷を設計する必要がある（制御回路の発振最低周波数は18依H21であった．これは，製品を設計する段
階で動作周波数があらかじめ可聴周波数に入らないようにしたためと思われる）．
　また，今回の実験では共振コンデンサにかかる電圧，流れる電流が大きくなると予想されるので，高
圧大電流に耐えるコンデンサとして，Celem社のC200－Tキャパシタを用いた．単体の容量は3［μH］，耐
圧650［V1，定格電流500［A1である、これを2個直列に接続し，15［μFlの共振コンデンサを構成した．（共
振コンデンサの容量設定についての具体的な検討項目など詳細に関しては次節に譲る）
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図8．5使用したインバータ
8。2．3負荷等価回路定数の事前計測及び共振コンデンサの容量設定
　大型タンク加熱実験に先立ち，作成したワーキングコイルの負荷等価回路定数を把握する実験を行っ
た．
　電源装置にはこれまで使用してきた汎用ハードスイッチングインバータを用い，投入電力は3［kW］，
被加熱鋼板は第7章の実験で使用した12［ml四方，32［mm］厚の鋼板を使用し，ワーキングコイルは4
枚並べた状態で電力を投入した．加熱開始から1分程度経過した時点で負荷等価回路定数を測定してい
る．負荷等価回路定数の計算法は，これまでと同様に負荷抵抗は出力電力Po［kW］をワーキングコイル電
流Io［A］の2乗で割った値を負荷抵抗（（8．1）式）とし，負荷インダクタンスは正弦波交流理論を用い，全
体のインピーダンスから負荷抵抗の寄与する分を除き，その残りを負荷インダクタンスとした（（8．2）式）．
　　PoRoニー　　＿（8．1）
　　　2　　10
ω＝厩㎜
　　　　　2πf
　図8．6にこのとき得られた負荷インダクタンス，図8・7に負荷抵抗の周波数特性を示す．5［kHz1ごとの
各点が実測値，及び実線がそれぞれの近似曲線の周波数特性を示す．
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図8．7事前計測時の負荷抵抗の周波数特性とその近似曲線
　負荷インダクタンス，及び負荷抵抗の近似式を用いてインバータを動作させた場合のシミュレーショ
ンを行った．図8．8は3相入力電圧200［V］，共振コンデンサ容量L5［μFlで計算したときの投入電力の周
波数特性のシミュレーション結果である．また，表82に図8．8のグラフの元となったデータと，デッド
タイムも考慮したインバータの動作可否の判断をまとめている．計算の周波数刻みは2．5【kHz】ごとであ
るが，使用したインバータの発振下限である18［kHz】の場合のシミュレーション結果も追加している、
158
　表8．2より，使用したインバータの発振下限である18［kHzlで動作した場合に一番電力が入り，そのと
きの出力電流Ioは約50．7【A］，また出力電力Poは13［kWlであると予測される．その他共振コンデンサ
容量をいろいろと変えて同様にシミュレーションを行ったが，インバータの動作を考慮すると共振周波
数行が14～19［kHzlの範囲内（表8．2の丘［kHzl）に入る共振コンデンサL5［μFlのときが一番電力を投入
できる条件であった。よって，大型タンク加熱実験時の共振コンデンサ容量はL5［μF］とする．
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図8．8出力電力の周波数特性のシミュレーション
表82　シミュレーション結果とインバータ動作可否
fo［kHz］lo［uH］ Ro［Ω】 fr［kHz］Io［A］ Po［kW］available？
10 84．6 3．48 14，125 42．6 6．33 X
12．5 77．9 3．96 14，720 58．5 13．57 X
15 72．9 4．43 15，225 60．8 16．41 ×
17．5 68．8 4．91 15，665 52．6 13．57 ×
18 68」ぞ 5冒01 1訂4750浮 1欝8’ 』　O　一20 65．5 5．39 16，057 44．0 10．45 O
22．5 62．7 5．86 16，410 37．6 8．28 O
25 60．3 6．34 16，733 32．9 6．84 O
27．5 58．2 6．82 17，031 29．3 5．85 O
30 56．4 7．29 17，307 26．5 5．14 O
32．5 54．7 7．77 17，565 24．4 4．61 O
35 53．3 8．24 17，807 22．6 4．19 O
37．5 51．9 8．72 18，036 21．1 3．87 O
40 50．7 9．20 18，253 19．8 3．60 O
42．5 49．6 9．67 18，458 18．7 3．38 O
45 48．5 10．15 18，655 17．7 3．19 X
47．5 47．6 10．63 18，842 16．9 3．03 X
50 46．7 11．10 19，022 16．1 2．89 X
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8．2．4電気的接続
　第7章72節における実験の結論から，ワーキングコイルの結線は2直2並列，全対向結線による加
熱実験を行うことを前提に実験装置を構成した，
　図8．9は電気接続図である．また，図8．10は、実験時のインバータ周辺の配置図である．
　3相ブレーカとインバータとの間に入力電力測定用の3相パワーメータ（HIOKI3331POWER
HiTEsTER：目置電機製）を設置し，入力電力を測定する．オシロスコープのDL750（横河電機製）は
ワーキングコイル両端の電圧と，ワーキングコイルを流れる電流波形を計測する．単相パワーメータ
（HloKI3167PowERHiTEsTER：目置電機製）はワーキングコイル両端電圧とワーキングコイル電流，
及び動作周波数を計測する．出力側に接続される単相パワーメータは誘導加熱負荷のような力率の非常
に低い負荷においては電力を精密に計測できるか保証の限りでない（3）ため，出力電力は3相パワーメー
タが計測する入力電力にインバータ効率0．96（あらかじめ電力変換効率を計測済み）を掛け合わせた値
を出力電力とする近似的な方法を採用した．
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図8．9　電気接続図
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図8．10　実験時のインバータ周辺の配置
8．2．5温度計測方法（熱電対配置）
　図8．11で示す鉄柵に熱電対を取り付け，これをタンクに沈めて行った．また，図8。12で示すように，
タンクの各面の裏側にも熱電対を取り付けている．図8．13～8．15にタンクそれぞれの面から見た熱電対
の配置を示す．赤丸のついた位置が計測点である．
　また，加熱面に近傍に配置されている熱電対は，計測温度が比較的高温になっても高温による熱電対
の劣化を防止するため，耐熱温度210rqのテフロン被覆の熱電対を使用した．また、それ以外の場所は
ビニル被覆の耐熱温度（90［℃1）で十分と考えられるので，安価なビニル被覆熱電対を使用した。熱電
対の先端にはシリコンを塗布し，防水加工を施した。
　熱電対の位置を表す名称は高さ方向，天板に平行な平面の番号を上から1～7番，側加熱面から見て垂
直方向の平面を左からα～ε，側加熱面に平行な平面を加熱面に近い面からA㌍Gとした．たとえばα
1Aは，鉄柵に設置された熱電対のうち一番上の位置にあり，側加熱面から見て一番左の列で側加熱面に
最も近い場所に配置された熱電対を指している．
　なお，加熱時にはこれらすべての熱電対を使用するわけではなく，側面加熱時，天板加熱時いずれか
に使用するものと，双方の加熱時に重複使用するものがあり，設置熱電対の総本数は，加熱時の計測点
の数より多くなっている（設置総チャンネル数270ch）．
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タンク鋼板裏側の熱電対
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　続いて図8．17には天板加熱実験時の温度計測点を示す．
　天板加熱実験時においては，天板に平行な5番，7番の面と，側加熱面に平行なAとBの面に配置さ
れた熱電対は使用しない．なお，タンクの境界面における温度を計測するため，側加熱面裏と対向する
面（図1における奥の熱電対が配置された面）は，γ1～4，6裏もしくは奥の点を計測し，図8．17中の
左右の面は1～4，6E右もしくは左の点の温度を計測し，タンク側面の温度境界値としている．なお，
境界値としてはその他タンク床面温度を計測する必要があったが，熱電対の設置を迂闊にも忘れてしま
ったので，6番の温度が床面まで同一であるとして熱効率の計算や温度分布のグラフを作成している．
計測点総数は195chである．
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（b）　天板方向から見た熱電対配置
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　　　　　　　　　　　図8．17　熱電対の配置
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8．2．6実験結果
実験結果その1（電気特性）
　まず実験時の電気特性をまとめる．
　文献（2）より，小型タンクを用いた低温環境模擬実験時において，5時問加熱時の実験時間全体にわたっ
て負荷等価回路定数は一定であるという実験結果を得ている．今回も同様の実験結果が得られれば，低
温環境模擬実験によって得られた結論である，システムが高い安定性を示すという結論を補強する実験
結果になると言える．
　また，事前に計測した負荷等価回路定数を用いて予測した特性である周波数18［klセ1，出力電力B【kW］
と実際にタンクを加熱した際の値との差を比べることによって“事前に得た負荷等価回路定数値を用い
て共振コンデンサの設定が可能”という仮定が真実であることを検証する．
　側面加熱実験時の負荷回路定数を表8．3に，天板加熱実験時の負荷等価回路定数を表8．4に示す．
表8．3側面加熱実験時の負荷回路定数
Cs［μFI 側面加熱実時間［h］ 実験時 vo［VI io［A］ fb［kHz1pin［kWlPolkW1Lo［岬］ Ro［Ω1
0．0 1．50 415．90 55，000 19，210 13．373012．838151．85 4．24
0．5 1．50 423．20 55，300 18，810 13．451012．913054．00 4．22
1．0 1．50 414．30 54，000 18，810 12．816012．303454．22 4．22
1．5 1．50 412．80 53，800 18，810 12．766012．255454．14 4．23
2．0 1．50 412．00 53，600 18，810 12．739012．229454．15 4．26
2．5 1．50 412．90 53，800 18，810 12．796012．284254．10 、4．24
3．0 1．50 413．80 53，900 18，840 12．855012．340854．02 4．25
3．5 1．50 411．80 53，700 18，820 12．757012．246754．00 4．25
4．0 1．50 407．50 53，000 18，810 12．475011．976054．14 4．26
4．5 1．50 408．40 53，200 18，830 12．546012．044254．00 4．26
5．0 1．50 412．10 53，800 18，840 12．779012．267853．90 4．24
5．5 1．50 411．80 53，700 18，840 12．771012．260253．91 4．25
6．0 1．50 415．30 54，200 18，840 12．973012．454153．92 4．24
6．5 1．50 410．40 53，400 18，830 12．691012．183454．00 4．27
7．0 1．50 409．40 53，300 18，840 12．600012．096054．0至 4．26
7．5 1．50 4茎0．00 53，400 18，840 12．696012．221853．89 4．30
8．0 1．50 409．80 53，300 18，820 12．731012．204554．03 4．25
8．5 1．50 411、．7053，600 18，850 12．713012．308253．99 4．27
9．0 1．50 412．70 53，700 18，840 12．821012．308253．99 4．27
9．5 1．50 413．00 53，800 18，860 12．762012．251554．04 4．23
10．0 1．50 403．30 52，300 18，830 12．2990・11．807054．01 4．32
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表84　天板加熱時の負荷等価回路定数
Cs［μF］ 天　加熱時間［h］ 実験時 vo［vl　　io［AI　　掩lkH2：l　Pin［kwl　Po［kw］　Lol“H］　Ro［Ω］
0．0 1．50 418．00　　　54．900　　　18．950　　　13・0510　　12．5290　　　53．57　　　　　4．16
0．5 L50 436．70　　　56．400　　　18．420　　　13．0010　　12．4810　　　57．68　　　　　3．92
1．0 1．50 435．80　　　56．000　　　　18．390　　　12．8070　　　12。2947　　　58．18　　　　　3．92
1．5 1．50 436．90　　　56。000　　　18．330　　　12．9020　　12．3859　　　58．42　　　　　3．95
2．0 1．50 435．80　　　56。000　　　18．400　　　12．9910　　12．4714　　　57．86　　　　　3．98
2．5 1．50 431．60　　　55．300　　　18．330　　　12．5500　　12．0480　　　58．50　　　　　3．94
3．0 1．50 433．90　　　55．600　　　18．340　　　12．8730　　12．3581　　　58．16　　　　　4．00
3．5 1．50 440．90　　　56．500　　　18．330　　　13．2290　　12．6998　　　58．29　　　　　3．98
4．0 1．50 440．80　　　56．500　　　18．340　　　13．2240　　12．6950　　　58・25　　　　3．98
4．5 1．50 439．20　　　56．200　　　玉8．340　　　13．2910　　12．7594　　　58．05　　　　4．04
5．0 1．50 441．70　　　56。600　　　18。350　　　13．2980　　12．7661　　　58．20　　　　　3．98
5．5 1．50 440．00　　　56．300　　　18．340　　　13．1190　　12．5942　　　58．40　　　　3．97
6．0 1．50 442．40　　　56．600　　　18．320　　　13．4080　　12．8717　　　58．25　　　　4．02
6．5 1．50 440．20　　　56．800　　　18．460　　　13．2310　　　12．7018　　　57。55　　　　　3．94
7．0 1．50 443．80　　　57．300　　　18．470　　　13．6310　　13。0858　　　57．23　　　　　3．99
7．5 1．50 439．70　　　56．700　　　18．470　　　13．3320　　　12．7987　　　57．35　　　　　3．98
8．0 1．50 431．50　　　55．600　　　18．450　　　12。8690　　12．3542　　　57．39　　　　4．00
8．5 1．50 430・90　　　55．400　　　18．460　　　12．8740　　12．3590　　　57．37　　　　4．03
9．0 1．50 425．30　　　54．600　　　18．440　　　12．5460　　12．0442　　　57，48　　　　4．04
9．5 1．50 433．50　　　55．700　　　18．460　　　13．0300　　12．5088　　　57．39　　　　4・03
10．0 1．50 431．10　　　55．300　　　18．440　　　12．8040　　12．2918　　　57．65　　　　4．02
　表8。3，8．4より，LoとRoの値は初期値にわずかな違いが見られるが，その他はどの時間でもほぼ一
定であり，今回の実験時においても，長時間運転で安定運転可能であるという結果が得られた．
　また，事前計測値を近似する近似曲線の式に19陣］を代入して計算した負荷等価回路定数は
　L伊6③8［μHl
　Ro平5．2　［Ω1
であり，負荷インダクタンスで約10厘田，負荷抵抗で約1［Ω】程度タンク加熱時のほうが事前予測に対し
て低下している．
　この理由を考察すると，事前計測で使用した鋼板は海水や水道水中の加熱実験で繰り返し使用し，表
面全体に赤錆が浮き上がるほど腐食が進行していた，対して大型タンクは新品で腐食がほとんど発生し
ていない鋼板でタンクを製作した，双方を比較すると腐食が進行した鋼板は内部抵抗が大きくなったた
めに抵抗値が大きく現れたものと考えられる．なお，現在まで，腐食の進行によって負荷抵抗が大きく
なることは経験的につかんでいる．負荷インダクタンスに関してはその理由は定かでないが，文献（㊧で
示したとおりわずかな空隙の差でその値は大きく変わってくるので，事前計測時とタンク加熱実験時と
で幾何学的配置に何らかの差異が生じていたものと考えられる．
　側面，天板加熱実験時の双方ともインバータは加熱時問全体に亘って安定運転をし，そのときの動作
周波数も約18．3～19．2随1と事前計測での予測18［kH2】にほぼ一致している、また，投入電力も約
1L8～12．9［kW］であってこれも事前の予測値12．881kWIに非常に近い値である．したがって，事前計測値
を用いて共振コンデンサの容量を決定することができる，という仮定は事実であることが実証された．
　なお，大型タンク実験はこの2通りの実験を含めて延べ76時問，9回の実験を行い，すべての実験時
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においてシステムは安定運転を行い，投入電力も事前の予測に近い値を得ている．なお，後述の＆4節
の電力可変実験時の電気特性についても同様の考察を行って上の結論を補強する材料を得ている．
実験結果その2（加熱面及び裏面の温度分布）
　それぞれ加熱直後，1分後，5分後，10分後，30分後，1時間，2時間後，4時間後，8時間後，10時
間後（実験終了時）の加熱面側，加熱面裏側の温度分布を図8．18～図8．27に示す．
15
（a）加熱表面
　　　　図8．18
70 15
　　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
加熱直後の加熱面，裏面温度分布
70
15
（a）加熱表面
　　　　図8．19
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）
1分後の加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
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（a）加熱表面
　　　　図8．20
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）
5分後の加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
70
15
（a）加熱表面
　　　　図8．21
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
10分後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　図8．22
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
30分後の加熱面，裏面温度分布
70
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（a）　加熱表面
　　　　図823
70 15
　　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
1時間後の加熱面，裏面温度分布
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（a）　加熱表面
　　　　図8．24
70 15
　　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
2時間後の加熱面，裏面温度分布
70
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（a）　加熱表面
　　　　　図8．25
70 15
　　　　　　　　　　　　　（b）
4時間後加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
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（a）　加熱表面
　　　　図8．26
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
8時間後の加熱面，裏面温度分布
70
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15
（a）　加熱表面
　　　　図827
70 15
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
10時間後の加熱面，裏面温度分布
70
　表面の最高温度は78・9βqと約80fC】近くまで上昇し，裏側では約60［℃】近くまで上昇した・しかし投
入電力の割には加熱効果が低く，温度上昇が小さいという問題が生じた．考えられる原因として，ワー
キングコイルと鋼板の間の空隙に海水が入り込み，加熱されて対流を起こしたことによって，鋼板に供
給した熱量のうち大部分が海水に奪われてしまったためと考えられる．
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　裏面温度は加熱開始1分後には温度上昇が始まっており，さらに5分後には，一部の点で最終温度近
辺まで温度上昇し，時間を経るにしたがって温度上昇する範囲が徐々に周囲に広がっていくことがわか
る．この特性をうまく利用すれば，加熱開始数分後には裏面温度は重油の吸引可能温度まで上昇させる
ことが出来ると考えられる．
　続いて，天板加熱実験時の加熱直後，1分後，5分後，10分後，30分後，1時間後，2時間後，4時間
後，8時間後，10時間後（加熱終了時）の加熱面と裏面の温度分布を図828～8．37に示す．
14
（a）加熱表面
　　　　図828
110 14
　　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
加熱直後の加熱面，裏面温度分布
110
14
（a）加熱表面
　　　　図8．29
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）
1分後の加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
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（a）加熱表面
　　　　図8．30
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）
5分後の加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
110
14
（a）加熱表面
　　　　図8．31
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
10分後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　図8．32
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
30分後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　図8．33
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
1時間後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　図8。34
110 14
　　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
2時間後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　　図8．35
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）
4時間後加熱面，裏面温度分布
加熱裏面
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（a）加熱表面
　　　　図8．36
110 14
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
8時間後の加熱面，裏面温度分布
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（a）加熱表面
　　　　図8．37
1徊 14
　　　　　　　　　　　　（b）加熱裏面
10時間後の加熱面，裏面温度分布
110
　天板加熱時においては，加熱面，裏面とも最高温度が100βClをわずかに超えたところまで温度上昇し
た。加熱面とワーキングコイルとの間に海水が流入するのは側面加熱時と同様であるが，天板加熱時に
はワーキングコイルが加熱面を蓋をするように配置されるので，同一電力を投入した場合においても温
度が海水の沸点まで上昇したものと考えられる．ただし，温度上昇特性は側面加熱実験時に比べて加熱
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面，裏面とも鈍くなっている．側面加熱時には加熱開始5分後には部分的には最終温度近辺まで温度が
上がりきってしまうのに対し，天板加熱時には10分経過時にも温度は上昇しきっていない。
実験結果その3（重油温度分布）
　以下，側面加熱実験時の加熱面に対する垂直方向の温度分布をまとめる。
　加熱実験時において，加熱面裏側に貼り付けた熱電対ε4裏のポイントで最も温度上昇した（実験終
了時の温度は572［℃1）．なので，εの列を加熱面側から垂直方向に切った断面図で温度変化の様子を見
ることが望ましいと思われるが，それ以上に計測点の温度が安定していたβ列について示すことにする
（最高温度はβ5裏で56βq）．加熱面両面と同様に加熱開始直後，1分後，5分後，10分後，30分後，
1時間後，2時間後，4時間後，8時間後，10時間後で，それらを図8．38～8鴻7に示す．
14．5　　　　　　　　　　　　56
図8．38　開始直後のβ列温度分布
14．5
図8．39
　　　　　　　56
1分後のβ列温度分布
14．5 56
図8．40　5分後のβ列温度分布
14．5 56
図8。41　10分後のβ列温度分布
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　14，5
図8。42
　　　　　　　　　56
30分後のβ列温度分布
14、5
図8．43
　　　　　　　　56
1時間後のβ列温度分布
14．5
図8．44
　　　　　　　　　56
2時間後のβ列温度分布
145
図8．45
　　　　　　　　56
4時間後のβ列温度分布
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14．5 56
図8。46　8時間後のβ列温度分布
14．5 56
図8。47　10時間後のβ列温度分布
　温度分布図より，側面加熱実験時において重油は加熱面近傍において最高56［℃1，ワーキングコイル
裏面において平均的に40［℃1程度まで上昇（25［℃］程度の温度上昇）し，加熱面から5［cmlの範囲におい
ては12～13［℃1程度温度が上昇した．また，加熱開始5～10分後には加熱面近傍の温度分布は最終温度に
近くなり，加熱された重油は上方へ蓄積されて天板に平行に，層状に温度が分布する，加熱時間が長く
なれば12～13［℃1の温度上昇範囲が広がっていくと予想される．加熱面裏側を除いて重油温度が最も上
昇したβB裏（天板裏）のポイント付近では、31．8［℃1まで温度上昇し，最終的に約17［℃】温度上昇した・
　続いて，天板加熱実験の結果をまとめる．側面加熱時と同様にβ列の温度分布を加熱開始時，1分後，
5分後，10分後，30分後，1時間後，2時間後，4時間後，8時間後，10時間後（加熱終了時）の順で，
図8．48～857に示す。
猷『i
14 110
図8．48加熱開始直後のβ列温度分布
14 110
図8．49　加熱1分後のβ列温度分布
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　　14
図8．50
　　　　　　　　　110
加熱5分後のβ列温度分布
　14
図8．51
　　　　　　　　　110
加熱m分後のβ列温度分布
　　14　　　　　　　　　　　110
図8．52　加熱30分後のβ列温度分布
　　14
図8．53
　　　　　　　　　110
加熱1時間後のβ列温度分布
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14 110
図8．54　加熱2時間後のβ列温度分布
14 110
図8．55　加熱4時間後のβ列温度分布
葬 「理一
14 110
図8．56加熱8時間後のβ列温度分布
14 110
図8．57　加熱10時間後のβ列温度分布
　以上より，天板加熱の際，温度は天板から放射状に分布するのではなく，加熱面近傍のごく薄い範囲
のみ加熱されているのがわかる．加熱開始からある程度時間を経た温度分布（図8554時間後，図8．56
8時間後，図8。57　10時間後）を見ると，タンクの側面天板側から50［cmjくらいの範囲にかけてわずか
に温度上昇している．よって，天板加熱時においては，加熱され流動性を持った重油は天板に沿って横
方向へ逃げていくものと考えられる．
　おそらく実際の加熱時も同様の特性を示すのではないかと考えられる．
183
実験結果その4（温度上昇特性）
　次に，実験時の温度上昇特性から，特性を判断する．
　図8．58は，側面加熱実験時の裏面温度が最高温度を記録したβ5列の温度上昇特性である．また，図
8．59は天板加熱実験時の加熱面，裏面温度が最高温度を記録したβG列の加熱時間に対する温度上昇特
性である．
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図8．58　β5列の温度上昇特性（側面加熱実験）
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図8．59　βG列の温度上昇特性（天板加熱実験）
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　図8．58，8．59より，側面加熱，天板加熱双方とも加熱面近傍においては加熱開始からごくわずかの時
間で最高温度近くまで温度上昇していることがわかる．
　図8．58より，側面加熱時には加熱面の両面のみ温度上昇し，垂直方向の温度上昇がほとんど見られな
かったのに対し，図8．59に示した天椥ロ熱実験時において1ま加熱面から50［㎜】の位置で約15悶程度
（15【℃1から30［℃1）温度が上昇している．また，天板加熱時の温度分布（図8．48～857）では温度上昇
がはっきりと図の中に反映されなかったが，加熱面から50［㎜1の点（βGl）の，点において加熱開始か
ら1時間後に1蹟上昇を開始し，加熱面から130［㎜1の、点（βG2）では3時間後から醸が上昇し始め
ている．しかしながら，βG1では約30fC］，βG2では約201℃1で温度上昇が飽和しており，実用化を
考えるならば更なる温度の上昇が望まれる．
　なお，図8．59の天板加熱実験において実験中途から加熱面と裏面の温度が逆転するという現象が生じ
ているが，この原因として考えられるのは，熱電対の温度計測上の誤差，ないしは内部発熱という誘導
加熱の特性によって裏面に十分に熱量が供給された，抜けきらなかったわずかな空気の気泡がたまたま
熱電対を設置した位置に存在していた，の3点であるが詳細は不明である．熱電対は安定して温度を計
測し続けており，この先に述べる実験の結論などを勘案すると気泡によるもの，というのが一番可能性
が高いと考えられるが確かな原因は定かではない．
以上の実験結果から，大型タンク加熱時の加熱特性，及び運用法について検討する．
図8．60は今回使用した重油の温度一粘度チャートである．
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図8．60重油の温度一粘度チャート
　一般に，ポンプで重油を引き上げることの出来る粘度は1000～1500［cSt】程度であると言われている（4）．
加熱前の重油温度は平均的に15～16［℃1程度であり，約2000【cStl程度であると推測される，加熱終了後，
加熱面近傍の重油は平均的に30［℃1程度まで温度上昇したので，粘度は約800［cStl程度まで下がったと
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推測される．
　側面加熱，天板加熱ともに，加熱裏面近傍の局所的にはごく短時間で温度を上げることが出来るのが
わかる。この特性を利用し，局所的に温度が上昇した部分から順次重油を吸引することによって比較的
少ない電力で重油の回収が可能になると考えられる．
　その他の運用法として考えられるものは，あらかじめ長時問加熱してタンク内部の重油温度が上昇し
た範囲を広げておき，しかる後に重油の吸引を開始する方法がある．この根拠として，特に側面加熱実
験時の重油温度分布にはっきり表れているが，時間がたつごとに温度上昇範囲が拡大していることであ
る．この方法は効率の良い運用法とは言いがたいが，重油を確実に回収するという目的には沿うもので
あると考えられる．こちらの運用法を選択するにしても，実際の船舶のタンク全体の重油を加熱するわ
けではないので（実際上不可能），重油が流動性を持ちすぎることもなく，流出する可能性も低くなるの
ではないかと考えられる．
実験結果その5（熱効率）
　本節においては，側面，及び天板加熱実験時の熱効率を計算する．各計測点の温度は10秒おきに，又，
入力積算電力は30分おきに値を計測している．
　熱効率を計算するに当たり，小型タンク実験時には実験開始前と終了直後にタンク内部の重油を撹幹
し，タンク内部の重油温度がほぼ一定になるようにして重油温度を計測し，その温度差によって重油が
受け取った熱量を計算し，投入電力量に対する比として熱効率を計算していた（2）．しかし，本実験にお
いてはタンクの天板を開放することができず，内部の重油の撹搾は不可能である．よって，本実験にお
いてはタンク内部の重油温度分布から重油の受け取った熱量を概算し，投入電力量に対する比を計算し
て熱効率とする．
　温度を時系列に添って計測しているので，これまでの実験のように実験開始・終了時のみの温度デー
タに基づく熱効率ではなく，熱効率の加熱時間特性が計算できる．なお，ここで計算する熱効率は海水
中に設置されたタンクが周囲の海水によって冷却される冷却効率をも含んでおり，使用したタンクにっ
いてのみ成立する全体の熱効率であることに注意が必要である．
　重油の受熱量は物体に与えられた熱量の基本式，
QニmC△T　．．．（8．3）
から計算する．ここで，Q：熱量［Jl，m：質量［kg】，△T：温度差区］である．
　重油の質量は，実際には温度によって変化するものと考えられるが，資料がないので，表8。1の密度
に体積をかけあわせる方法で分割した各部分の重量を計算した．なお，分割ブロック内では温度一定と
して計算しているので，ここで計算する熱効率はあくまでも概算である．
重油の定圧比熱は，以下の式によって推定できるとされている④
　　1．6848＋0。00339tC1＝　　　　　　　　　　　　　　　　＿（8，4）
　　　　　再
　ここで，C1：液体重油の定圧比熱（Cp）［」／gKl，t：摂氏温度fq，d：15．6fqにおける密度［g／cm31である．
　実験時において，重油は発生ガスを逃がすための気抜穴を通して大気開放されている状態であったの
で，上式の前提である定圧の状態（大気圧）であったと考えられ，比熱は上式を用いて求めて良いとい
う前提で計算した。
　熱効率の具体的な計算法をまとめる．
　タンク内を熱電対の位置によって，側面加熱時は188ブロック，天板加熱時は170ブロックに分割し，
その分割ブロック内部の重油温度を簡易的にその中の熱電対温度で代表させた．
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　温度のサンプリングタイムは10［s】ごとに，加熱初期値との温度差△Tに基づき，各ブロックの積算受
熱量伍を計算し，すべて足し合わせ，ΣQを求め，加熱開始時からの投入積算電力量Ptsを計算し，
㌦一 糊として，10秒毎の熱効率を計算した．
　図8．61は10秒おきに計測した温度データを用いて熱効率の時間変化を詳細に計算したものをグラフ
化したものである．なお，投入積算電力量は30分おきのデータしか存在しないので，30分の積算電力
を180等分して10秒おきの積算電力量としている．
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図8．61熱効率の加熱時間特性
　側面加熱実験時の熱効率についてまずまとめる．
　側面加熱時の熱効率（図8．61中の青点）は熱効率は加熱開始から1分ほどで30［％1強にまで達し，そ
こから指数関数的に減少して最終値である6～7［％1近傍の値に落ち着くことがわかる．
　おおよその時間変化を見ると，熱効率が最高点約311％1を記録するのは加熱開始から50秒後，そこか
ら約半分の15［％】まで熱効率が減少するのが加熱開始から18分後，10［％1を切るのが39分後，その後1
時問以上をかけて最終値である6［％］強の値までじわじわと下がっていく。その後は図8。61で見たように
加熱時間中にわたってほぽ一定値をとる．
　続いて天板加熱実験時の熱効率の特性についてまとめる．
　天板加熱時の熱効率（図8。61中のピンクの点）は加熱開始直後に15［％1弱まで達した後に徐々に減少
する．側面加熱時と異なるのは，熱効率は2時間後までに急激に減少した後に安定せず，徐々に減少を
し続けていることである．
　このような特性が現れた原因として，側面加熱時には加熱された重油が加熱側面に沿って上昇し，天
板裏に蓄積されたのに対し，天板加熱時には，加熱された重油は天板に沿って横方向に拡がり，タンク
の端まで到達してそこで海水によって冷却されてしまうためと考えられる．したがって，天板裏側に加
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熱された重油はあまり蓄積されず，加熱面に対する垂直方向にはあまり熱が伝わらないので内部の重油
の温度はあまり上昇しなかったのではないかと考えられる．
　また，側面加熱，天板加熱双方とも加熱開始直後に最高熱効率を記録して，徐々に低下していってい
るが，今実験で得られた熱効率はタンクの冷却まで勘案した全体の熱効率になっており，長時問加熱す
ることによって，加熱された重油がタンク内部に拡散し，加熱面以外の側面からの冷却効果によって徐々
に熱効率が低下していったものと考えられる．したがって，図8．61に示した熱効率の加熱時間特性はあ
くまでも使用したタンクに関して成立するものであり，実際の船舶タンク加熱時はその特性が変化する
ことが予想され，その意味で一般性を有しているものではない．ただし，加熱開始直後は加熱された重
油層が大きな拡がりを有していない状態においてはタンク加熱面以外の側面からのタンク内重油とタン
ク側壁海水温度との温度差に起因する冷却はほとんど無いはずである．この状態において観測された比
較的高い熱効率は実際の重油タンク加熱時にも得られるものと考えられる．したがって，実システムに
おいて加熱したそばから重油を吸引するような運用法をとった場合，加熱された重油が加熱面近傍から
その他の範囲へ拡散しにくいため，比較的高い熱効率で，かつ比較的少ない電力量で重油を加熱回収す
ることが可能になるのではないかと期待される．
8．2．7実験のまとめ
　以上，天板加熱，側面加熱実験の結果と次の検討課題についてまとめる。
　　1）双方の実験においても高周波誘導加熱によるタンク側壁鋼板加熱からのタンク内部重油を加
　　　熱することは可能であることが示された、
　　2）装置が大型化すると加熱面に対して重油の容積が大きくなるので，この大型タンク加熱実験時
　　　においては加熱面近傍のごく薄い範囲内において温度が上昇し，内部の重油の大部分は温度上
　　　昇することはなかった．温度が上昇する範囲は加熱開始からわずかの時間で温度が上昇してい
　　　る．
　　3）実際のシステムにおいても，この特性を利用するならば温度が上昇した部分から徐々に重油を
　　　吸引していけば比較的少ない電力で重油の吸引が可能になるのではないかと期待される．また，
　　　別の運用法として考えられるのは，あらかじめ長時間加熱して予熱しておき，内部の重油温度
　　　が上昇している範囲をある程度拡げておいてから吸引を開始するという方法も考えられる．
　　4）タンク内部の重油すべてを加熱するわけではないので重油が流動性を持ちすぎることはない
　　5）天板加熱はワーキングコイルで蓋をするように加熱するので側面加熱時に比し重油温度が上
　　　昇しやすい
　ただし，これ以上のシステムの特性を改善するためには，更なる工夫が必要になると考えられる．
　実際のシステムの運用時を考えると，実際に作業を行う深海では海水温度が最低で約4［℃］であり、タ
ンク内部重油の熱伝導率λ［W如Kl，熱伝達率α［W／m2K』1が今回の実験よりも小さくなり，同一の電力を投
入した場合，温度上昇の幅も小さくなって加熱効果がさらに落ちる事が予想される．また，実際の吸引
時においては，吸引された重油が持去る熱量と，内部に残された重油を吸引可能粘度まで上昇させるの
に必要な熱量を加えただけの熱量が重油に供給される必要がある．現在は吸引可能な粘度まで温度上昇
する範囲が非常に狭く，かつ加熱面温度も低く，それだけの熱量がタンク内部重油へ供給可能かどうか
非常に懸念される．
　よってシステムの特性を改善するには，加熱面の温度を上げることが一番簡単な方法であるが，特に
浅海で使用する場合においては海水の沸点（この場合100βC］）以上に上げられないという制約がある。
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　したがって，まず考えるべきことは，現状の加熱面茎00βC］の状態においてタンク内部の重油温度をさ
らに上げる方法がないかどうかの検討を行い，それでだめなら次に加熱面の温度を上げる方法を検討す
べきであろうと考えられる．
　はじめに，加熱面温度1001℃］という現状の加熱条件を維持したままタンク内部の温度上昇範囲を拡大
するための方策として考えうる方法として，
　①　さらに大電力を供給する，もしくは，表面電力密度を上げる
　②海水への放熱量を小さくするため，海水流を遮断する新たな方策を考える
という流れで今後の実験，および検討を行う必要があると考えられる．
　その根拠として，誘導加熱は鋼板の内部発熱によって加熱されていくので，鋼板の電力密度（熱工学
的に言う熱流東と同義）を上げれば，当然のこ．とながら鋼板内部の発熱量が大きくなる．加熱時におい
てタンク内部に向かう熱量と海水へ放出される熱量との比率が一定になるなら，加熱面の電力密度を上
げれば重油に供給される熱量も大きくなるのではないかと考えることもできる．それならば，さらに小
さなワーキングコイルを用いて加熱を行うことが出来るので，システムの設置や運用がさらに容易にな
るが，沸騰が始まると伝熱が急激によくなるため（5）に，加熱面の表面電力密度を上げても，加熱面の海
水の沸騰によって持去られる熱量も大きくなって，タンク内部へ向かう熱と海水へ放出される熱量との
比率は一定でない可能性も大きい．このような場合は，加熱面温度を海水沸点温度に維持するのに必要
な熱量以上に供給された電力は海水の沸騰に吸収され，結果的に加熱面温度に応じてタンク内部へ向か
う熱量が決定されてしまい，電力を大きくすればするほど海水に熱量を捨てることになる．
　上記疑問に答えるため，今回の実験のような加熱面を広く覆う低電力密度加熱と，加熱面は狭いなが
らも大電力密度で加熱する場合の比較実験を行つて検討する必要がある．今回の実験では13［kWIを投入
し，ワーキングコイル4枚を使用して加熱面積llm21として実験を行ったが，それを1枚のみ使用して
加熱面50［cm】四方とし，今回と同一の13臣Wlをそこに投入して実験を行う．この場合，表面電力密度は
4倍の52［kW／m21になる．
　同一電力13［kW】投入加熱実験時に大電力密度加熱により加熱面に対する垂直方向の温度上昇範囲が
拡大していれば①は正しいことになり，拡大しなければ誤りであったことになる．
　このような特性が得られた場合，タンク内部の重油温度を上昇させ，吸引される重油が持ち去る熱量
に抗してタンク内部に残された重油に効果的に熱量を与えるには，加熱面温度を海水の沸点の100［℃1
以上に上げる必要があり，そのための特別な工夫が必要となると考えられる．具体的には②の方法を検
討することが必要になるであろう．
8．3大型重油タンク加熱実験その2（加熱面積可変実験）
8．3．1実験の目的と概要
　8．2節にまとめた実験では，50［cm】四方ワーキングコイル4枚を用いて加熱面積1［m］四方の加熱面積
を確保して実験を行った．その結果，吸引可能な粘度まで温度上昇する範囲が非常に狭く，重油吸引時
に必要なだけの熱量がタンク内部重油へ供給可能かどうか非常に懸念されたため，その対応策として考
え得る方法の一つとして挙げた表面電力密度向上によりタンク内部の温度上昇特性が改善されるかどう
かを検証するための実験を行った。
　本簿で述べる実験においては，50［cml四方ワ㎞キングヲイル1枚のみの加熱実験を行う。このワーキ
ングコイルに8．2節で述べた実験と同じ電力13［kWIを投入することによって表面電力密度を可変した際
の実験結果を得ることができる．
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　この実験と，加熱面積1［ml四方実験結果とを比較検討することにより，同一電力加熱時に，広範囲加
熱が有利か，もしくは高電力密度加熱が有利かを判断する材料のひとつとする．
　先にも述べたように，今回の実験は表面電力密度を高くすることによって加熱面に対して垂直方向の
温度上昇特性に改善が見られるかどうかを検証するものである．
　もし，改善が見られるなら，実際の加熱時においてはワーキングコイルさえ設置できればタンク内部
の重油を十分加熱可能であり，今後必要になる実験は表面電力密度をどれだけ高くする必要があるか，
投入電力を可変した実験を行うことになる．
　逆に，改善が見られないなら，タンク内部に供給される熱量は，加熱面側の表面温度によってほぽ決
定され，それ以上大電力を投入しても海水に電力を捨てるという結果になる．
　実験は，82節の実験に合わせて入力電力13［kWlである．このとき，加熱面積は4分の1になってい
るので，実験時の表面電力密度は4倍の52【kW／m2】である．また，前節の実験と同様に空隙部に流入し
た海水の遮断などの対策は行っていない．
　ワーキングコイルは加熱面の中心に配置した（図8．62）．天板加熱時も同様である（図8．63）．また，
熱電対の配置や電源の配線などは8・2．1節の実験と同様であるので省略する．
　8．2，1節の実験時からの変更点は，加熱面積のほか，加熱時間は2時間短縮して8時間で実験を終了，
また，前節の実験時においては海水温は約15［℃】であったが，本節の実験時における海水温は約8［℃1
で加熱開始時の重油初温も先の値よりも低くなっている．
図8．62側面加熱時のワーキングコイルの配置 図8．63　天板加熱時の実験装置の配置
8↓2　実験結果その1（側面加熱実験）
　以下，実験で得られた結果についてまとめる．
　なお，今回の実験で必要なデータは加熱面に対する垂直方向の温度上昇特性であり，加熱面両面の温
度分布は省略する．まず，側面加熱実験の結果についてまとめ，そこから今回の実験の目的である電力
密度の変化による特性改善が見られたかどうかを検証する．続いて，8．3．3節において天板加熱時にも同
190
様に検討を行っている．
　側面加熱実験時に関しては，計測点の温度が安定していたβ列について，加熱面に対して垂直方向の
温度分布（β列）と，温度上昇特性（β5列）の温度データを使用して，比較検討する．
温度分布の比較
　まず，加熱面に対する垂直方向の温度分布を示す．図8．64が加熱面積1［m2］四方，図8．65が加熱面積
50［cml四方で，ともに8時間後の温度分布である．
14．5 56
図8．64加熱面積1［m2］四方の温度分布
8．5 40
図8．65加熱面積50［cml四方のβ列温度分布
　図8．64の加熱面積1［m21加熱時の8時間後の温度分布より，重油は加熱面近傍において最高56［℃］，
ワーキングコイル裏面において平均的に40βCl程度まで上昇（25［℃1程度の温度上昇）し，加熱面から
5【cmlの範囲においては12～13βC］程度温度が上昇した．また，加熱開始5～10分後には加熱面近傍の温
度分布は最終温度に近くなり，加熱された重油は上方へ蓄積されて天板に平行に，層状に温度が分布す
る．したがって，加熱時間が長くなれば12～13［℃1の温度上昇範囲が広がっていくと予想される。加熱
面裏側を除いて重油温度が最も上昇したβB裏（天板裏）のポイント付近では、3L8βClまで温度上昇し，
最終的に約17［℃1温度上昇した．
　続いて，加熱面積50［㎝1四方の場合の加熱8時間後の温度分布を図8．65に示す。
　この場合も，加熱面積1［m］四方の実験時と同様に加熱面近傍以外では層状に温度分布が見られる，た
だし，加熱面積1［ml四方の実験時においては，加熱面裏側の最高温度が56［℃】であったのに対し，今回
の実験では最高温度は40βClであり，加熱面裏側の温度上昇範囲もワーキングコイル裏面の範囲にとど
まっている．したがって，表面電力密度を高くしても加熱面裏側の温度もそれに比例して上昇するわけ
ではないことがわかる．
　したがって，側面加熱時において，重油に供給される熱量は誘導加熱の内部発熱をもってしても加熱
面温度によってほぽ決定されてしまい，鋼板を通過して重油へ供給される熱量は，鋼板加熱面と裏面温
度によって決定される熱伝導で移動した量しか供給されないものと考えられる．
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温度上昇特性の比較
　次に，実験時の温度上昇特性から，特性を判断する．
　図8。66は，加熱面積1［m2］でのβ5列の温度上昇特性である．
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図8．67　β4列の温度上昇特性
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　図8．66より、加熱面裏近傍の局所的にはごく短時間で温度を上げることができるのがわかる．逆に，
加熱面から5［cmj離れた位置（加熱裏面から約4［cm］）のβA5点においてはほとんど温度上昇せず，そ
れよりも離れたβB5（加熱面からB［㎝1），βC5（同25［cml），βD5（同501cm】），βF5（同1［ml）の
点と温度上昇が同期している．これは，加熱された重油は加熱面に沿って上方へ流れて天板裏に蓄積さ
れ，温度分布は層状になるので，このような温度上昇特性が得られたと考えられる．
　次に，加熱面積50［cm】四方実験時に置いて加熱裏面温度が一番上昇したβ4列の温度上昇特性を図8、67
に示す．
　この場合も，加熱面に垂直方向にはほとんど熱は伝わらず，図8．66に示した加熱面積11ml四方の実験
時と同様の特性がえられた．
　図8．66より、加熱面裏近傍の局所的にはごく短時間で温度を上げることができるのがわかる．逆に，
加熱面から5［cml離れた位置（加熱裏面から約4［cml）のβA5点においてはほとんど温度上昇せず，そ
れよりも離れたβB5（加熱面から13［cml），βC5（同25［cml），βD5（同501㎝】），βF5（同1［ml）の
点と温度上昇が同期している．これは，加熱された重油は加熱面に沿って上方へ流れて天板裏に蓄積さ
れ，温度分布は層状になるので，このような温度上昇特性が得られたと考えられる．
次に，加熱面積50［cm］四方実験時に置いて加熱裏面温度が一番上昇したβ4列の温度上昇特性を図8．67
に示す．
　この場合も，加熱面に垂直方向にはほとんど熱は伝わらず，図8．66に示した加熱面積1［ml四方の実験
時と同様の特性がえられた．
天板裏面の温度上昇特性の比較
　次に，加熱された重油が蓄積される天板裏面について，その温度上昇特性を図8．68，および加熱開始
から1時間を取り出したものを図8．69に示す．
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図8．68　天板裏面の温度上昇特性
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図8．69加熱開始から1時問経過時までの天板裏温度上昇特性
　図％8，8，69において，加熱面からの距離は，β1裏（12［cml：加熱面裏面），βB裏（13［cml），βC
裏（25［cml），βD裏（50［cml），βF裏（1【ml）である．
　図8．68より，加熱面に近いβ1裏とβB裏は加熱開始後すぐに温度が急激に上昇している．また，加
熱面から離れたその他の点においても比較的早い段階から温度上昇していることがわかる．
　加熱開始直後の温度上昇特性をさらに詳しく見るため，加熱開始から1時間経過時までの天板裏面の
温度上昇特性を図8．69に示す．
　図8．69において，加熱面に近いβ1裏の温度が上昇を開始するのが加熱開始より3分後，βB裏，β
C裏では8分後，βD裏では10分後，βF裏では18分後となっており，加熱された重油は側面に沿っ
て上昇し，天板に到達した後に天板に沿って広がっていくことがわかる．そして徐々に温度上昇範囲が
下に向かって進み，長時間加熱した結果，温度は層状に分布したものと考えられる．
　したがって，側面加熱時には加熱面に対して垂直方向の温度上昇特性を改善することは非常に厳しい
条件であると考えられるが，加熱された重油は天板に蓄積されるので，実際のシステム運用時において
このような側面加熱時に近い加熱条件においては，天板付近の側面で加熱することによって内部の重油
を効率良く加熱することが可能であると思われる．
　次に，加熱面積50［cml四方実験時の天板裏の温度上昇特性を図8，70に示す．
　これも加熱面積1［ml四方の実験と同様な結果が得られたが，冷却海水温が低かったためか，もしくは，
加熱範囲が狭く，それだけ冷却面積が広かったためか，加熱開始直後の急激な温度上昇時においても広
い加熱面積を有した1［m］四方実験時には15［℃］から22［℃】程度まで約7［℃】温度上昇した（図8．68，88
参照）のに対し，今回は11βqから15［℃】と約4［℃1の温度上昇が得られたのみであった・
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熱効率の比較
　加熱面積1［ml四方実験と加熱面積501cml四方実験では，冷却海水温，気温，重油初温が異なっていた
ので，温度分布からだけでは統一的な判断が難しいと考えられる．ここでは，単純に入力と出力の比と
なり，温度の影響を直接には受けない（間接的には冷却海水温が低ければ冷却能力も高いと思われ，そ
れが影響を与えているであろうが）熱効率を用いてその判断を行うことにする・
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図8．71加熱面積可変実験時の熱効率の比較
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　図8．71にこのときの熱効率を比較した図を示す．加熱開始直後の最高効率は双方の実験時においてほ
ぼ同一の値をとっているが，加熱面積1［ml四方実験時においては加熱開始から2時間後には熱効率の低
下はおさまりその後ほぽ一定値を取っているのに対し，加熱面積50［cml四方実験時においては，その後
も低下を続け，おおよそおさまるのは4時間経過後になっている．また，そのために，熱効率が半分以
下まで低下してしまっている。（加熱面積1［m］四方実験時は熱効率の最終値は約6［％1強に対し，加熱面
積50［cm］四方実験時では約3［％］弱）
　ここで，8．2節の加熱面積1［m］四方実験時の熱効率計算時にも述べたように，ここで計算している熱
効率は海水による冷却も考慮した全体の熱効率である．したがって，あくまでも実験に使用したタンク
に関してのみ成立する熱効率であるが，冷却面積の大小が加熱特性に与える影響が考慮できる．それを
踏まえて考えると，50［cm］四方加熱時は1［m］四方加熱時に対して冷却面積が広く，また，温度上昇特性
の項においても述べたとおり，重油に供給される熱量は加熱面温度によってほぼ決定されると考えざる
を得ない結果を得ており，50［cml四方実験時においては加熱面積が狭く，結果的に重油へ供給される熱
量は加熱面積に比例して小さくなり，熱効率が低下したものと考えられる．
　よって，熱効率の面からも表面の電力密度を上げても重油へ供給される熱量は加熱面の温度によって
ほぼ決定される事が裏付けられたとも考えられ，加熱面温度が同一であるならば，温度が上昇した範囲
が広範囲であるほうが内部の重油を加熱．しやすいと考えられる．
　したがって，システム運用時は，出来うる限り広範囲を加熱する方が有効である．（なお，小型タンク
の加熱実験時に約6［％1の熱効率が得られたのは，小型タンク加熱面の大部分をワーキングコイルで覆う
ことができ，タンク加熱側面の大部分を覆って加熱した，加熱面積1［朗四方実験時と似たような加熱状
態であったため，同様な熱効率が得られたものと考えられる〉・
8ふ3　実験結果その2（天板加熱実験）
　前項の側面加熱実験の結果で表面電力密度可変実験の結果は十分と考えられるが，天板加熱実験につ
いてもデータを得ているので簡単にまとめておく．
　図8．72は加熱面積11ml四方実験時のβE列鉛直方向（加熱面の天板に対して垂直下向き）の温度上昇
特性である．また，図8！73は加熱面積50［cmj四方実験時のβE列鉛直方向の温度上昇特性である、
　図8．72，8』73の2つの図を見比べてみる．8時間経過時の重油温度は，1［ml四方実験時において，加
熱面温度は約85［℃1，50【cm1四方実験時は約77fqである．温度差は約8［℃1となる．加熱面裏側の点に
おいては1［ml四方は約67βC］，50［cml四方は55［℃1で温度差は約12βqであった．加熱面から5［cm】の位
置にあるβE1の点においては1［m］四方で約30β（）］，50［cml四方で約22［℃］であり，その差は約8fqに
なった．加熱面から13［cm］の距離になるβE2では1［m1四方約221℃1，50［cm］四方約12βqで，その差は
10βC］である．
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図8．72　加熱面積1【m21実験時のβE列温度上昇特性
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図8．73加熱面積50［cml四方実験時のβE列温度上昇特性
　以上より，1［m】四方加熱実験と50［cm］四方加熱実験を比較すると，すべてのポイントでその差10［℃1
内外であることがわかる．このことからも，タンク内部の重油温度は加熱面の温度によって決定される
ということが言えるのではないかと考えられる．
　また，同一の投入電力で温度にこれだけの差が出たのは，冷却海水温が1［m］四方実験時においては約
16［℃】であったのに対し，50［cm】四方実験時に置いては海水温が約8【℃1であったため，両方の実験時の
温度差は海水温度の差にほぽ等しく，冷却海水の温度によって加熱面の温度の最終値が決定し，タンク
内部の温度は加熱面温度によってほぽ決定されるため，このような温度差が出たものと考えられる．
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＆3．4加熱面積可変実験のまとめ
　船側鋼板誘導加熱システムを実用化するに当たり，タンク内部重油温度は加熱面積によってどのよう
に変化するかを検討するため，同一電力を投入し，加熱面積を可変したときの特性変化を観察した．
　事前の予測では，誘導加熱はタンク側壁の内部発熱であり，鋼板内部での発熱量が大きくなればそれ
だけタンク内部の重油へ供給される熱量も大きくなるのではないかと予想していたが，実験結果は当初
予想を覆し，タンク内部の重油温度は加熱面の温度によって決定され，重油温度を効果的に上昇させる
ためには加熱面温度をさらに高くする必要があると考えられる．したがって，現在は海水の沸点にて温
度上昇が自動的に停止するが，それ以上の温度を必要とする場合の方策も検討する必要がある．
8。4大型重油タンク加熱実験その3（投入電力可変実験）
8．4．1実験の目的と概要
　加熱面積1［m］四方天板加熱実験（＆2節）において実験時に加熱面温度が海水沸点の100［℃】強の温度
で一定となることが観察された．
　なお，本実験も加熱面積可変（電力密度可変）実験と同様に誘導加熱の内部発熱状態の変化によって
タンク内部へ供給される熱量の特性変化を，重油温度を計測することによって把握するものであり，実
際には8．3節でまとめた加熱面積可変実験の結果によってその答えは出されているものの，その結果を
補強する材料としての価値もあることから，簡単ではあるが，実験結果と考察をまとめる．
　また，使用したインバータは周波数を可変して電力を制御するタイプのため，電力可変時において負
荷等価回路定数の周波数特性も得ることができたので，このデータを用いて第5章で導出した負荷等価
回路定数の推算式と，使用したワーキングコイルを用いて事前に計測した負荷等価回路定数電力可変
実験時に計測した大型重油タンクの負荷等価回路定数のそれぞれを比較して推算式の正当性を検証する，
　実験は加熱面の海水温が沸点まで到達するように天板加熱で行った．
　投入電力は大きいほうから16，13，10，7［kW］の4通りである．ただし，7［kW］投入時は加熱面が沸点
まで到達しなかったので，電気特性の考察のみデータを使用し，条件が異なり単純に比較が出来ないと
思われる加熱特性の考察については7［kW】実験時のデータは使用しない．
　加熱は50［cm1四方ワーキングコイル1枚で行った．したがって，加熱面の表面電力密度は，順に64，
52，40，28［kWm21になる．加熱時問は8時問であり，また，83節の加熱面積可変実験と同時期に行っ
た実験であるため，冷却海水温，重油初温は約8βC】である．
＆4．2実験結果その1（電気特性）
　ここでは，まず電力可変実験時に得られた電気特性にっいてまとめる．
　大型タンク加熱実験時に使用したインバータは周波数を可変して電力調整を行うタイプのため，天板
加熱時の加熱面沸騰状態における電力可変実験時において動作周波数が変化し，図らずも同一材質の別
個な被加熱鋼板を同一のワーキングコイルで加熱した際の電気的特性変化の実験も行ったことになる．
したがって，ここで得られた負荷等価回路定数と事前に実験室で得られた負荷等価回路定数を用いて第
5章で導出した推算式の負荷等価回路定数とを比較することによって推算式の正当性を検証することが
できる．
　実験時のおおよその周波数は，4通りの入力電力に対して，
　16［kV司一19．15［艶雷，　13［kW】一2LO5［kH2璽，　10［kVη一23．4［馳｝，　7［kW］一27・5［馳1
である．
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　では，事前に実験室において計測した負荷等価回路定数と電力可変実験時の負荷等価回路定数，およ
び推算式によって推算した負荷等価回路定数の各々を比較検討する．
　図8．74は負荷インダクタンス，図8．75は負荷抵抗の周波数特性である．
　各々の図で図中の水色の菱形の点が使用したワーキングコイルを用いて事前に実験室で計測した負荷
等価回路定数，黄色い三角の点がタンク加熱時に得られた負荷等価回路定数ヒ。ンク色の実線が推算式
によって計算した値である．
　負荷等価回路定数値は，30分おき8時間加熱で17回計測しているが，加熱直後の値が負荷インダク
タンスの値が少し異なっている（8。2節，加熱面積1［m］四方実験結果の表8．3，8．4参照．今回も同様な
結果が得られたので負荷等価回路定数の時間変化のまとめは省略する）ので，30分経過時の第2回計測
から8時間経過時の第17回計測までの16個のデータを平均した値を，そのときの動作周波数fblkHzl，
負荷インダクタンスLo［μH］，負荷抵抗Ro［Ω1とした，
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図8．74　負荷インダクタンス事前計測と大型タンク加熱実験時の比較
　図8．74から，負荷インダクタンスに関しては事前に計測した値と大型タンク加熱実験時の値がほぼ等
しく，推算式から計算した計算値から約10［岡ほど小さくなっていることがわかる。
　よって，本章の82節において検証した“実システムの設計では，ワーキングコイルを沈没船の船体
に装着した場合の負荷インピーダンスが不明でも，あらかじめ陸上にて使用するワーキングコイルの負
荷等価回路定数を把握しておき，その負荷インダクタンスの値と動作周波数から共振コンデンサの容量
を設計することも可能と考えられる”という予測に対して，今回の結果からもそのように結論しても良
いと考えられる．
　また，インダクタンスに関しては，文献（2）の空隙可変時の実験データなどでも明らかなように，設置
時の幾何学的条件などによって影響を受けやすく，推算式と実測値との差が10［画程度現れるのはやむ
をえないと考えられる．
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図8．75　負荷抵抗事前計測と門司実験時の比較
　次に，図8．75の負荷抵抗についてみてみると，推算値と事前計測時の実測値はおおよそ一致している．
これは，推算式の導出時や事前計測時に使用した鋼板が同一であるためと考えられる．反面，タンク加
熱実験時の実測値は，推算値，及び事前計測値に比べて約1【Ω1程度値が小さくなっている．この理由に
ついては8．2節にて考察したとおり，推算式の導出時や事前計測時に使用した鋼板の腐食のためと考え
られる．
　では，負荷抵抗の値の差が事前計測値を基に予測した出力電力や出力電流の値と実際の加熱時でのこ
れらの値とに大きな差を生じさせるようなことがあれば，いかに負荷インダクタンスの値が事前予測と
同様な値を得られて共振コンデンサの容量を決定し得たとしても，出力電力は出力電流と抵抗値によっ
て決定されるので，電力が思った以上に投入できなかったり，所要出力を得るには電流値が大きすぎて
結局電力を絞らざるを得なくなったりして，所期の性能を発揮できない可能性が出てくる．
　したがって，事前計測値による出力電力と出力電流のシミュレーションと実験時のそれらの値との間
にどのような変化が現れるかを検証しておくことは，使用時ごとに負荷が変わる船側鋼板誘導加熱負荷
の有効性を検証する上でも重要であろう．
　なお，事前計測の負荷等価回路定数は10，15，20，25，30［kH21の5点のデータであるが，そこで得
られた値に当てはまる近似曲線を以って事前計測の値としている．
　ちなみに，負荷インダクタンス，負荷抵抗の値を周波数fbの関数で表した際の近似曲線は，以下のよ
うになる．
　負荷インダクタンスLoの近似曲線は
　　Lo＝12L63fbり’2638　（周波数恥の値域は閏セ】の単位で1α一30）
　負荷抵抗Roの近似曲線は
　Ro＝0．5075fbo’7375　（周波数飴の値域は［kHz】の単位で10～30）
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　図8．76は事前に計測した負荷等価回路定数値を用いてシミュレーションした出力電力の周波数特性と
大型重油タンク加熱実験時に実際に得られた出力電力を比較したものである．
　シミュレーション条件は入力電圧3相200［Vlで，出力電圧は270凹の方形波電圧となるが，計算を簡
略化するため，実効値2701v1の正弦波電圧とみなし，正弦波交流回路理論によって直列共振回路のイン
ピーダンス，位相を計算し，その値を以って出力電力を計算している．
　また，シミュレーション時には負荷インダクタンス，負荷抵抗の周波数特性，およびインバータの電
力変換効率（96［％】）も反映させている．
　図8．76より，10［kW】の時点において16［％1ほどの誤差があるが，その他の点においてはおおよそ事前
のシミュレーションと実測との間に一致が見られることがわかる．
　よって，電力に関してはあらかじめ得ておいた負荷等価回路定数値を用いて計算した値と，実際の加
熱時に得られる電力に関してはおおよその予測が可能であることがわかる．
18
16
14
一123
邑
畠10R
鯉　8R
壬16
4
2
0
〔t
口
一　事前計測
ロタンク加熱実験
10 15 20　　　　　　25　　　　　　30
　　動作周波数血lkHzI
35 40
図8．76　シミュレーションによる出力電力の周波数特性と実験時の電力の比較
　続いて，出力電流についても検討を行う．それは，出力電力は予測可能であっても，出力電流に大き
な誤差が生じている場合，（今回の実験では定格内におさまったので加熱可能であったが）条件によって
は電流が流れすぎるなどして回路全体の定格を外れる可能性もあり，シミュレーションとの差がいかほ
ど現れるかを見ておく必要もあると考えられるからである．
　図8．77は事前に計測した負荷等価回路定数値を用いてシミュレーションした出力電流の周波数特性と
大型重油タンク加熱実験時に実際に得られた出力電流を比較したものである．
　図8．77より，出力電力と同様に，15［％1程度の値のずれはあるが，おおむね一致していると考えてよ
いものと思われる．20［％1程度の値のずれを見込んで定格からの余裕を見込んでおけば十分実用に足るも
のと思われる．（この値は大きなものと見るべきであろうが，船側鋼板誘導加熱負荷のように加熱時の不
確定要素の大きな負荷の場合これだけ大きな誤差を見込んでおくことは致仕方のないことと思われる）
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図8．77シミュレーションによる出力電流の周波数特性と実験時の電力の比較
　以上，電力可変実験時の電気特性をまとめたが，特にここではあらかじめ負荷等価回路定数値を得る
ことが難しい船側鋼板誘導加熱負荷の特性を考慮し，事前に計測した負荷等価回路定数値によって回路
を構成できるか，また，第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式の正当性の検証を行った．
　事前計測によって得られた負荷等価回路定数値を用いて回路を構成できることがここでも示された．
　また，第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式は小型のワーキングコイルを用いた加熱実験によ
って得られた負荷等価回路定数値を基にしているが，形状係数が異なる大型タンク加熱実験用ワーキン
グコイルによって同一の鋼板を加熱した実験室での事前計測，及び同一種類の別鋼板を加熱した大型タ
ンク加熱実験のいずれにおいてもある程度の誤差が生じるが，おおよそ近い値が得られた．したがって，
第5章5．7節の形状係数に関する検討より一般性を増した検証を行い，その正当性を検証することがで
きたと考えられる．
8・43　実験結果その2（温度上昇特性）
　続いて，熱的特性の検証に移る．まず，温度上昇特性についてまとめる．
　図8，78に16，13，1叩⊂Wl実験時の加熱開始より10分間の加熱面側のβE表のポイントの温度上昇特
性を示す。（なお，加熱面温度にはばらつきがあり，図8．78に示したβEの温度は100βCl以下であるが，
他の点では温度が一定なった状態において豆00［℃1超の温度を計測しており，加熱面からの沸騰を確認し
ている）また，図8．79に加熱開始時より20分間の加熱面裏側のβE裏のポイントの温度上昇特性を示
す．なお，これ以降は加熱面表，裏，またいずれの電力の状態であっても加熱時間終了時までほぼ一定
の温度である．
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図8．78加熱面側の温度上昇特性
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図8．79　加熱面裏側の温度上昇特性
　図8．78の加熱面側の温度上昇特性から，加熱面が海水の沸点に到達するまでの（温度が一定になるま
での）時間は
　1・161kW］実験時r約2分
2・13［kWl実験時一約2分30秒
　3・10［kWl実験時｝約3分30秒
である，ここから，投入電力が大きくなると加熱面の温度上昇特性が良くなることがわかる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　203
　図8．79の加熱面裏側の温度上昇特性より，鋼板裏側の温度は加熱面側の温度上昇に同期するように初
めの2分間に10［℃】程度上昇し，その後一時温度上昇が停滞するが，その後再度温度が上昇し，最終温
度の50［℃】に到達する．投入電力の相違によって，温度上昇の停滞期の長さが変わってくるが，最終温
度はほとんど変化しないことがわかる．
　よって，システムを効率良く運転するには加熱面温度が海水の沸点を維持する程度の電力を投入する
か，何らかの方法によってワーキングコイルと鋼板との間の空隙部に流入する海水の流れ，もしくは海
水の蒸発を抑止して加熱面温度を更に上昇させると良いと考えられる．
　実際には重油を引き抜きながらの加熱になるが，ここで述べた実験結果から，加熱面積可変実験（8．3
節）と同様に，（引き抜かれる重油が持ち去る熱量を加える必要があるが）加熱面温度を目標温度に維持
する程度の電力を投入してやれば良いという結論が得られる．ただし，これはあくまでも予想であって，
実際の重油吸引時には今回のように予想に反した結果を得る可能性もある．
8．4．3　実験結果その3（熱効率）
　温度上昇特性のまとめにおいて述べた結論について，熱効率を計算することによって補足する．上に
述べた結論が正しいならば，投入電力が大きくなるほど海水へ電力が吸収されるので熱効率は低下する
はずである・つまり，熱効率は投入電力10、13、16【kW］の順で低下していくことが予想される．
　図8．80は熱効率の時間特性である．
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図8．80熱効率の加熱時間特性（8時間）
　図8．80から、投入電力が大きくなるほど熱効率が低下していくのがわかる．したがって，温度上昇特
性の項において述べた結論が熱効率の計算上からも裏付けられたといえる．また，加熱を開始してから
1分弱の時点でおのおのの最高効率を記録し，そこから指数関数的に急減し，加熱面温度が海水の沸点
で温度上昇が停止する時間付近でおおよその最終値に落ち着き，そこから非常に緩やかに低下していく．
　それぞれの入力電力において最高効率は161kWl入力で約25［％】，13［kW］入力で約50［％1，101kW］入力
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で約62［％1であった．いずれも加熱面温度が海水の沸点に到達する以前の状態である．
　加熱面温度上昇が停止する点におけるおおよその熱効率は16［kW］入力で約8～10［％1，13［kW】入力で
約13～14［％1，10［kWl入力で約14～16［％1という結果が得られた．
　したがって，加熱したそばから重油を吸引するという条件での加熱状態において，今回のように加熱
面温度が約100［℃1の状態においては熱効率は最高で約15［％］程度の点で運転できるのではないかと期
待される．
8。4．5　電力可変実験のまとめ
　本実験は，加熱面温度が海水の沸点まで到達し，そこで温度上昇が停止している条件下において投入
電力を可変した際にタンク内部の重油温度分布や温度上昇特性がどのように変化するかを実験によって
観察した．この実験によって得られた結論をまとめる．
　　1）電気特性の検討結果から，同一種類で別の鋼板を加熱する際は，事前に計測した負荷等価回路
　　　定数を用いて共振コンデンサの値を設定でき，また，高周波インバータも安定運転が出来るこ
　　　とを実証した。
　　2）第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式の正当性にっいて，同一の鋼板を加熱する事前計
　　　測，及び別の鋼板を加熱する大型タンク加熱実験によって検証した．
　　3）温度上昇特性から、投入電力が大きくなると、加熱面、および加熱面裏側の温度上昇特性が向
　　　上する
　　4）海水沸騰時という条件下においては投入電力のいかんに関らず，加熱面裏側のタンク内部温度
　　　は一定である．したがって，加熱面沸騰時においては沸騰によって伝熱がよくなることによっ
　　　て余分な電力は海水へ放散し，加熱面温度は投入電力によらずほぼ一定であると考えられる．
　　　タンク内側に到達する熱量は，加熱面の温度によってほぼ決定されると考えられる
　　5）加熱面温度が一定になってしまうと、加熱面温度によって決定される重油への供給熱量も一定
　　　になり，それ以上どれだけ電力を投入しても鋼板で発生した熱量は一定量以外はタンク内部へ
　　　向かわず，周囲の海水を加熱するのみになる
　　6）システムを効率良く運用するには，加熱面温度が海水の沸点を維持する程度の電力を供給する
　　　か，もしくは，何らかの方策によって加熱面の温度をさらに上昇させる必要がある
8。5大型重油タンク加熱実験その4（ゴムシート防水実験）
　第7章7．3節にて考察したシーリングボックス，及びワーキングコイルをさらに大きなシートで覆う
実験の結果から，シートで加熱面を覆う場合には鋼板表面の温度上昇が大きくなる範囲が拡大し，その
効果があることが判明している．
　ここでは，実際に大型の重油タンクを加熱する際にワーキングコイルをシートで覆った場合にその効
果が現れるかどうかを検証する実験を行った．
8。5。1実験の概要
　実験はこれまでの大型タンク加熱実験とできるだけ条件をそろえて行っている．
　実験に使用したインバータは富士電機製のインバータで，入力電力は加熱面積1【m21の実験，及び加
熱面積50［cm】四方実験にそろえて13［kW］，加熱時問は8時間である．動作周波数は今回の実験時には入
力電圧が少し高かったので，インバータの動作周波数は約24随］であった．
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　また，タンクの天板は図8．81に示すように，熱電対のり一ドの引出及び気抜き用のパイプ，重油投入
口のパイプ，天板固定用のネジ，天板吊り上げ用のアイといった突起が多いため，天板をシートで覆っ
ても隙間が大きくなり，天板加熱実験時においては有効な実験結果を得ることは難しいと判断し，タン
ク側面からの加熱実験のみを行っている．
　ワーキングコイルは図8．82に示すように加熱面の中央に配置した。そして，加熱面である側面のほぼ
全面のL5【ml四方を覆う状態（図8．83）と，加熱面積1［m21実験と同じ範囲を覆うように，1【m2］の範囲
を覆った状態（図8．84）の2種類の実験を行っている．
　側面加熱時にはワーキングコイルと加熱面との間の空隙に入り込んだ水が対流を起こしやすいので，
シートを磁石で固定する際に上方の辺はできるだけ磁石を密に配置して加熱された海水ができるだけワ
ーキングコイル周囲にとどまるようにした．
　また，使用したゴムシートはある程度荒い扱いでも破けず，また，7。3節の考察結果を考慮して，でき
るだけ薄くて軽量であるように，5［㎜】厚のクロロプレンゴムシートを使用した．
図8．81天板から見た重油タンク
図8．83シート1．5［m1四方
図8．82　ワーキングコイルの配置
図8．84　シート1［ml四方
8，5．2実験結果
　ここでは実験結果を示すが，電気特性にっいては現在まで得られている特性と変わらないので省略す
る．共振コンデンサは現在までと同じL5［μFlで，インバータは8時間問題なく動作した，
　また，実験時の海水温は，加熱面積1［m］四方実験時は約15．6［℃1，加熱面積50【cml四方実験時は約8βC】，
今回は約19「℃1であり，境界値の温度が10［℃］程度異なっている．
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実験結果その1C加熱面温度分布）
　まず，実験時の加熱面温度分布を図8．85にまとめる．図8．85（a）は，加熱面積1［ml四方，（b）は加熱面
積50［cml四方，（c）はシート面積L5［m1四方，（d）はシート面積1［ml四方実験時のそれぞれの温度分布で，
いずれも実験開始から8時間後の加熱面温度分布である．また，図8．85中の黒い太枠で囲った範囲がワ
ーキングコイルによって加熱される範囲であり，図8．85（c）と（d）の赤枠で囲った範囲がゴムシートで覆っ
た範囲になる．図8．85より，加熱面積50［cm］四方で，シートを使用しない場合（図8．85（b））に比較し
て，シートを使用した場合（図895（c）シート面積151m】四方，および図8．85（d）シート面積1【ml四方）は
温度が上昇している範囲が拡大しており，加熱面側ではシートで覆う効果は現れている．
　また，シートの面積が変わる図8．85（c）のL5［m】四方のシート使用時と図8．85（d）の1［m】四方のシート使
用時では，加熱面上方の領域で温度上昇している範囲が拡大している．
」　＝士』二’』．
B　　　　　　　　　　　　98
　　（a）加熱面積1［ml四方
8
（b）加熱面積50［cm］四方
98
8　　　　　　　　　　　　98　　　　　　　　　　8　　　　　　　　　　　　98
（c）シート面積L51ml四方　　　　　　　　　　（d）シート面積1［ml四方
　　図8．85加熱開始から8時間後（加熱終了時）の加熱面温度分布
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　続いて，図8．86に加熱裏面の温度上昇分布を示す．図8．85と同様に温度分布を作成すると，各々の実
験で海水温度が異なっており，各々の図を比較した場合の変化がわかりづらかったので，温度上昇分布
で比較することにする．なお，温度上昇は加熱終了時の8時間後の温度から，同一ポイントでの加熱初
期値の温度を引いた値をもって上昇温度とした．また，図8．85の場合と同様に図8．86（a）は加熱面1［m1
四方，（b）が加熱面50【cm］四方，（c）はシートL5［ml四方，（d）がシート1【m］四方である。
o
（a）加熱面積1【ml四方
55 0
（b）加熱面積50［cml四方
55
0　　　　　　　　　　　　55　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　55
（c）シート面積1．5［ml四方　　　　　　　　　　（d）シート面積1［ml四方
　　　　　　図8．868時間加熱時の加熱裏面温度上昇分布
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　図8．86より，この場合においても加熱面積50［cml四方で，シートを使用しない場合（図8．86（b））は
温度上昇している範囲はワーキングコイルが設置されている範囲のみ温度上昇しているのに対し，シー
トを使用した場合（図8．86（c）シート面積15［m］四方，および図8・86（d）シート面積1［m】四方）は温度が上
昇している範囲が拡大していることがはっきりわかる．
　さらに，図8．86（c）と（d）とで比較すると，シート面積が拡がると温度上昇している範囲が拡大している
ことがわかる．図8．86（c）のシート1．5［ml四方の場合においては，図8．86（d）のシート1【m】四方に比べてタ
ンク上方のポイントでわずかに温度上昇範囲が広い．すなわち，より広いシートで加熱面を覆えば，温
度が上昇する範囲が加熱面近傍においては拡大することがわかる。
実験結果その2（熱効率比較）
　温度分布を比較した，図8．85，及び図8・86から，ワーキングコイル周囲をシートで覆って，加熱され
た水をさらに熱源にするという方法によって温度上昇する範囲が拡大することがわかった。したがって，
その効果は熱効率にも現れているはずであり，また，どの程度であるかも比較検討しておくことは有意
義であると考えられる．
　熱効率の比較を図8．87に示す．熱効率は10秒おきに計算したタンク内部の重油温度上昇分布を用い
て重油が受け取った熱量を計算し，30分おきに計測した投入電力量を10秒おきの値に換算してその比
をとって計算したものである．
　熱効率の最終値は，加熱面積1【ml四方実験時で約61％1，シートで覆った場合が両方とも約3．5－4［％】，
加熱面積50［㎝1四方が約2．3【％1である。
　よって，ワーキングコイルよって加熱される面積が広いほうが効率が高くなるのは当然であるが，シ
ートで覆うことによってもおおよそ1［％］程度の効率向上が見られた・
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図8．87　熱効率比較
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8．5。3　ゴムシート防水実験のまとめ
　以上，今回の実験によって得られた結論をまとめる．
1）ワーキングコイルをさらに大きなシートで覆うことによって温度が上昇する範囲が拡大する．
2）シートの大きさが大きいほどその効果が高くなる．
3）熱効率に関しては，効率向上効果は1｛％1程度である．
＆6　あとがき
　本章においては，提案する船側鋼板誘導加熱システムの開発に関する実証実験の第一段階として，一
辺1．5［ml立方の大型タンクを加熱する実験を行った．本章で述べた実験によって得られた結果について
まとめる．
1）側面加熱，天板加熱双方の実験において高周波誘導加熱によるタンク側壁鋼板加熱からのタンク内
　　部重油を加熱することは可能であることが示された．
2）装置が大型化すると加熱面に対して重油の容積が大きくなるので，この大型タンク加熱実験時にお
　　いては加熱面近傍のごく薄い範囲内において温度が上昇し，内部の重油の大部分は温度上昇するこ
　　とはなかった．温度が上昇する範囲は加熱開始からわずかの時問で温度が上昇している．
3）実際のシステムにおいても，この特性を利用するならば温度が上昇した部分から徐々に重油を吸引
　　していけば比較的少ない電力で重油の吸引が可能になるのではないかと期待される．また，別の運
　　用法として考えられるのは，あらかじめ長時間加熱して予熱しておき，内部の重油温度が上昇して
　　いる範囲をある程度拡げておいてから吸引を開始するという方法も考えられる．
4）タンク内部の重油すべてを加熱するわけではないので重油が流動性を持ちすぎることはない
5）天板加熱はワーキングコイルで蓋をするように加熱するので側面加熱時に比し重油温度が上昇しや
　　すい
6）タンク内部の重油を加熱するに当たって，低電力密度，広範囲加熱が有効か，または，高電力密度，
　狭範囲加熱が有効かを検討するための加熱面積可変実験より，タンク内部の重油温度は加熱面の表
　　面温葉によってほぽ決定されるので，できうる限りの広範囲加熱が望ましいという結果を得た。、
7）　“タンク内部の重油温度は加熱面の表面温度によってほぼ決定される”という仮説の検証と投入電
　力の違いによって加熱特性にどのような変化が現れるかの検証を兼ねて行った投入電力可変実験よ
　　り，加熱面温度が沸点に到達していない状態にあっては投入電力が大きくなると温度上昇特性が良
　　くなり，加熱面温度が沸点に到達し，温度上昇が停止した状態にあっては大電力を投入しても意味
　がないことが示された．
8）投入電力可変実験において得られた負荷等価回路低数値，及び，事前に計測した負荷等価回路低数
　値と第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式による計算値を比較し，小型タンク加熱実験のデ
　ータを基にした推算式が正当性を有していることを実証した．
9）7）に関連して，加熱面積をできうる限り拡大しなくてはならないが，現在において，そのまま放散
　　させてしまっていた加熱された海水を新たな熱源として利用し，ワーキングコイル周囲を保温する
　方法の効果について検証するための実験を実施し，ワーキングコイル周囲をさらに大きな被覆シー
　　トで覆うことが加熱される重油と熱効率をわずかでも増やす上で効果があることが実証された．
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第9章　結論
　本文においては，高周波誘導加熱技術の新たな応用技術として沈没船タンクに残された重油を加熱回
収する技術について検討し，以下の結論を得た．
1）半導体スイッチングデバイスを用いる高周波インバータにおいて，その高速スイッチングに伴う問
　題点，すなわち，サージ電流，サージ電圧の発生，及びスイッチング損失の増大などの発生要因を
　まとめ，その対策として検討されてきたスナバ回路，ソフトスイッチング電源について述ぺ，半導
　体スイッチングデバイスを保護するスナバ回路の形式を種々検討し，使用するデバイスが高速スイ
　　ッチング可能なIGBTを使用していること，また，電圧の定格から実際にスイッチにかかる電圧が
　小さくなるという条件を鑑み，スナバ回路の形式として，ハードスイッチング高周波インバータに
　おいては電力回生型スナバ回路が最もふさわしいことを示した．
2）汎用ハードスイッチングインバータを用いた模擬負荷実験から，電力回生型スナバ回路はスナバ回
　　路の時定数がスイッチング周期にほぼ等しくなる定数条件下においてスナバ抵抗RSNはできるだけ
　　大きく，かつ，スナバコンデンサ鯨の容量はできるだけ小さくすることが望ましいことを示した．
3）IGBTを用いる高周波インバータにおいて，汎用ハードスイッチングインバータの実験結果から，共
　　進周波数よりわずかに低い周波数で運転することが最も効率が高く，したがって，回路をソフトス
　　イッチング化する際においても共振周波数より低い周波数で運転するZCSが望ましいことを示した．
4）ソフトスイッチングインバータに定周波電力制御機能を付加することを検討し，まず，回生電力制
　　御のみを用いる準定周波電力制御ZCS高周波インバータを提案し，主にシミュレーションによって
　　その特性を解析した．そこから，定周波電力制御範囲は40【％】程度とやや狭いことが判明した．た
　　だし，船側鋼板誘導加熱負荷に適用する場合において鋼板が変わっても負荷変動の範囲は40［％1も
　　ないと予測されることから，本回路の定周波電力制御範囲は十分な広さを持っていると考えられる．
5）準定周波電力制御ZCS高周波インバータの持つ定周波電力制御機能をさらに向上させるため，ほぼ
　　同一回路でスイッチの制御法を改めることで定周波電力制御範囲を拡大することが可能であること
　　を示した．すなわち，S3とS4のトリガタイミングを非同期にすることによって，フルブリッジ運
　　転時において電源と負荷とが接続されている時間を可変し，フルブリッジ動作が徐々にプッシュプ
　　ル動作に移行する範囲まで75［％］の電力制御範囲（定格に対し25【％」出力まで）をうることを可能に
　　し，さらにプッシュプル運転時に回生電力制御を組み合わせると定格から10［％］程度の出力まで連
　　続的に可変することが可能であることをシミュレーションと実験によって確認した．
6）定周波電力制御ZCS高周波インバータを用いた小型タンク加熱実験によって，タンク側壁を加熱し，
　　そこからの伝熱によって内部の重油を加熱することが可能であることを示した．
7）電磁機器用鉄芯材の等価回路理論を援用し，誘導加熱においては効率良い加熱を行う条件として，
　　性能指数仏の値が小さいというものであることを述べた．
8）マクスウェル電磁方程式から平板状誘導加熱負荷の性能指数を計算し，表皮深さに対する鋼板厚さ
　　の比丁／δが約3以上の点で効率的な誘導加熱が可能になることを示した．
9）マクスウェル電磁方程式に基礎を置く渦流解析の結果とワーキングコイルと鋼板の配置を考慮し，
　　さらに，漏洩磁束の影響も考慮した負荷等価回路定数の周波数特性に関する理論式を導出し，それ
　　はワーキングコイルの形状に関する部分と鋼板の物性値に関する係数に分離できることを示した．
10）負荷抵抗に関しては，ワーキングコイルの内部抵抗を無視することができるとした場合に，理論式
　　と実験式の指数が一致する範囲において比例係数の整合を行い，10～30田セ1の帯域で普通鋼を誘導
　　加熱する際の負荷抵抗値を推算する式を得た・
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lI）10）に関連して，同じ周波数帯域で負荷インダクタンスの理論式と実験式は，漏洩インダクタンスの
　影響を無視することができず，周波数の指数関数で表した際の指数が異なるため，負荷抵抗を求め
　た場合のように理論の裏付を得ることができなかった，ここでは実験式を整理して10～30陣1の帯
　域で負荷インダクタンスを推算する式を求めた．
12）これまでの実験結果から，負荷等価回路定数の推算式中の比例係数と周波数の関数部分に関しては
　その正当性が確認されていたが，形状係数Gsをさらに吟味することによって，非常に限定された条
　件ながら，相似形ワーキングコイルを用いて加熱した際の負荷等価回路定数間に成立すると考えら
　れる相似則を誘導し，その有効性を実際に誘導加熱実験を実施して確認した．これによって，導出
　　した推算式は全体として正当性を有すものと考えられる．
13）水中加熱時の加熱効率の向上法を検討し，ワーキングコイルの裏面に高透磁率磁性材料を使用して
　加熱効率を向上させることを検討し，使用しない場合に比べて同一入力電力の条件で最大10βCIの
　温度差を得た．
14）ワーキングコイルを複数枚設置する際に．ワーキングコイルの作る磁束の相互干渉が発生すること
　は避けられないので，それらが正の干渉をして強め合うような全対向結線が効率良く加熱可能であ
　ろうと予想し，それを実験で確かめた．
15）シーリングボックスを用いた実験の結果から，実際に使用する際はシーリングボックスの断熱が必
　要になり，さらに，加熱面温度を水の沸点以上に上げるには圧力鍋のようにシーリングボククスの
　内外に圧力差を生じさせる必要がある．よって，実際の使用時を想定すると，座礁船の水面下での
　加熱やダイバーが潜水できる範囲での加熱時であること，シーリングボックスと船体を固定する際
　に圧に耐えられるくらいの強度で固定できること，加熱面温度を上げるためにシーリングボックス
　内部の圧を常圧以上に上げることといった条件をクリアする必要がある．すなわち，使用可能な範
　囲が非常に限定される．
16）ワーキングコイルを被覆シートで覆う実験の結果から，被覆シートで覆うことによって加熱面の温
　度が上昇する範囲が拡大することが確かめられた．また，被覆シートにフェライトゴムシートを貼
　　り付けて実験を行ったが，被覆シートとワーキングコイル，被加熱鋼板との間の磁気的な結合が被
　覆シートが盛り上がることによって弱くなり，結果的にフェライトゴムシートを被覆シートに貼り
　付けない状態と同様な実験結果が得られた．最終的に，被覆シートの厚さを可変した実験の結果か
　　ら，被覆シートは柔らかい材料でワーキングコイル周囲にできうる限り加熱された温水を蓄積する
　ことが望ましいと結論した．
17）大型タンク加熱実験結果より，側面加熱，天板加熱双方の実験において高周波誘導加熱によるタン
　ク側壁鋼板加熱からのタンク内部重油を加熱することは可能であることが示された．
18）装置が大型化すると加熱面に対して重油の容積が大きくなるので，この大型タンク加熱実験時にお
　いては加熱面近傍のごく薄い範囲内において温度が上昇し，内部の重油の大部分は温度上昇するこ
　とはなかった．温度が上昇する範囲は加熱開始からわずかの時間で温度が上昇している，
19）実際のシステムにおいても，この特性を利用するならば温度が上昇した部分から徐々に重油を吸引
　　していけば比較的少ない電力で重油の吸引が可能になるのではないかと期待される．また，別の運
　用法として考えられるのは，あらかじめ長時間加熱して予熱しておき，内部の重油温度が上昇して
　いる範囲をある程度拡げておいてから吸引を開始するという方法も考えられる．
20）タンク内部の重油すべてを加熱するわけではないので重油が流動性を持ちすぎることはない
21）天板加熱はワーキングコイルで蓋をするように加熱するので側面加熱時に比し重油温度が上昇しや
　すい
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22）タンク内部の重油を加熱するに当たって，低電力密度，広範囲加熱が有効か，または，高電力密度、
　　狭範囲加熱が有効かを検討するための加熱面積可変実験より，タンク内部の重油温度は加熱面の表
　　面温度によってほぽ決定されるので，できうる限りの広範囲加熱が望ましいという結果を得た．
23）“タンク内部の重油温度は加熱面の表面温度によってほぼ決定される”という仮説の検証と投入電
　　力の違いによって加熱特性にどのような変化が現れるかの検証を兼ねて行った投入電力可変実験よ
　　り，加熱面温度が沸点に到達していない状態にあっては投入電力が大きくなると温度上昇特性が良
　　くなり，加熱面温度が沸点に到達し，温度上昇が停止した状態にあっては大電力を投入しても意味
　　がないことが示された．
24）投入電力可変実験において得られた負荷等価回路低数値，及び，事前に計測した負荷等価回路低数
　　値と第5章で導出した負荷等価回路定数の推算式による計算値を比較し，小型タンク加熱実験のデ
　　ータを基にした推算式が正当性を有していることを実証した．
25）23）に関連して，加熱面積をできうる限り拡大しなくてはならないが，現在において，そのまま放散
　　させてしまっていた加熱された海水を新たな熱源として利用し，ワーキングコイル周囲を保温する
　　方法の効果について検証するための実験を実施し，ワーキングコイル周囲をさらに大きな被覆シー
　　トで覆うことが加熱される重油と熱効率をわずかでも増やす上で効果があることが実証された．
　本研究では，船側鋼板誘導加熱システムの実用化へ向けた第一歩として，その基礎特性の把握に努め，
電源装置である高周波インバータ，及び負荷等価回路定数，加熱効率向上法，加熱面積拡大法，大型タ
ンク実験と比較的広い範囲の考察を行ってきた、
　本文にて検討を行ったこどは，あくまでも船側鋼板誘導加熱システムを実用化するに当たっての基本
的な特性把握に関する事項のみである．実用化に向けてのハードルは高いが，一目でも早い実用化がな
ることを祈念して終わる．
　最後に，本研究が今後の高周波誘導加熱技術の発展の一助なれば幸いである．
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π
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μ
k
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磁束密度
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5）HatanakaYbsh丑血o，Ybshida　D＆ichちK皿me　Hかoyas鴨
　　　　脳ovelM岨tiReson｛mtZVSHighFreguencyPowerConverterwithHighE伍ciencyPowerConve蔦ionl唱
　　　　proc．ofEPE2005，血CD－ROM，
2．学術講演会，研究会発表論文
1）吉田大智，佐藤健治，木船弘康，畑中義博，川村泰三，内堀義隆，
　　　　“排出微粒子低減用高周波誘導加熱電源の改良”，
　　　　第65回マリンエンジニアリング学術講演会講演論文集，pp4548，2001－5，（2001）
2）吉田大智，肥田孫寛，平山武嗣，山口巧，木船弘康，畑中義博，
　　　　“定周波電力制御機能を有すフルブリッジ形ZCS高周波インバーダ’，
　　　　電気学会研究会資料半導体電力変換研究会SPC－02－30－43，2002－2，（2002）
3〉吉田大智，東大介，木船弘康，畑中義博，小松正博，
　　　　“高粘度重油移送のための高周波誘導加熱電源に関する研究”，
　　　　第50回東京商船大学学術講演会論文集，pp73－76，
4）吉田大智，東大介，木船弘康，畑中義博，小松正博，
　　　　“低温環境下船体鋼板の高周波誘導加熱用ZCS高周波インバーダ’，
　　　　平成14年電気学会全国大会講演論文集【4】，ppl43，2002－3，（2002）
5）吉田大智，東大介，木船弘康，畑中義博，
　　　　‘‘高粘度重油加熱回収のための高周波誘導加熱電源の研究”，
　　　　第67回マリンエンジニアリング学術講演会講演論文集，pp61－64，2002－5，（2002）
6〉吉田大智，木船弘康，畑中義博，
　　　　“誘導加熱用定周波電力制御ZCS高周波インバータ”，
　　　　平成璽4年電気学会産業応用部門大会講演論文集［皿1，PPlO69，2002－8，（2002）
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7）吉田大智，山下雄二郎，木船弘康，畑中義博，高瀬隆雄，小松正博，
　　　　“低温環境下における沈没船タンク内部重油の誘導加熱回収方式の研究”，
　　　　東京商船大学海事交通共同研究センター研究報告第2号，pp23－26，2003－2，（2003）
8）木船弘康，吉田大智，畑中義博，中岡睦雄，
　　　　“共振周波数で動作する位相シフトPWM高周波インバーダ’，
　　　　電子情報通信学会技術研究報告EE2004－1～12，ppl3－18，2004－5，．（2004）
9）吉田大智，木船弘康，畑中義博，
　　　　“誘導加熱用方形平板ワークコイル定数の相似則”，
　　　　平成17年電気学会全国大会講演論文集［4］，pp27－28，2005－3，（2005）
10）　DaichiYOSHDA，Ybsh冠血oHA㎜AKへHiroyasuKIFUNE，TakaoTAKASE，Masa㎞o
　　　　KOMArSU，HideoOMATA，
　　　　”111ves亟gationof血duc丘onHeating　System　appHedfbrMFO　Reoovely　System　f｝om　Sunken　Ship”，
　　　　Pr㏄．ofISME2005，36－2inCD－ROM，2005－10，（2005）
3．その他
賞罰
平成16年5月
受賞論文
（社）日本マリンエンジニアリング学会論文奨励賞　受賞
「沈没船における高周波誘導加熱を適用した重油回収システムの検討」
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辮
筆者が研究活動を進めるにあたりまして，東京商船大学電気動力研究室に配属されてから6年間に亘
りご熱心な御指導，御鞭燵を賜りました東京海洋大学海洋工学部動カシステム工学講座，畑中義博教授，
ならびに同講座の木船弘康助教授に衷心より御礼申し上げます、
　また，副指導教官として論文作成に当たり種々のご助言をいただきました東京海洋大学海洋電子機械
工学科の刑部真弘教授，並びに，種々ご検討いただきました同，岡田博教授に感謝申し上げます．さら
に，目本サルヴヱージ㈱小俣英雄常務取締役兼技術開発室長，小松正博常務取締役兼門司支店長，高瀬
隆雄技術開発室次長，菅原絋介門司支店技師候補，その値日本サルヴヱージ㈱門司支店，ならびに㈲日
サルマリンの皆様には，重油回収の作業の実際に関するご指導や，大型タンク実験に当たり実験装置の
製作，設置，実験に当たって，一方ならぬご尽力を賜りました。重ねて御礼申し上げます．
　また，東京商船（現：東京海洋）大学電気動力研究室におきまして，種々御検討，御討議いただきま
した東大介技官（現：東京海洋大学機械設備研究室），大学院OBの長嶋浩二さん（現：岩谷産業㈱），
佐藤健治君（現；㈱日立製作所），島田直君（現：北海道立北海道函館水産高等学校教諭），栞山信之君
（現＝三浦工業㈱），山口巧君（現：㈱三共製作所），以上の皆様にも御礼申し上げます．
　さらに，研究をサポートしてくれた東京商船大学電気動力研究室配属の平成13年度卒業研究学生，肥
田孫寛君（現：日本通運㈱），平山武嗣君（現：㈱守谷商会），山口巧君（現：㈱三共製作所），平成14
年度卒業研究学生，山下雄二郎君（現：㈱商船三井），平成15年度卒業研究学生，葦名晋君，平成16
年度卒業研究学生，板垣博之君（現；㈱ファーストリテイリング），菅原絋介君（現：目本サルヴヱージ
㈱），平成17年度卒業研究学生，緒方健太郎君，以上の皆様にも感謝申し上げます．
　その他，学生寮において筆者と生活をともにし，御迷惑をかけ通しであったであろう，佐々木利章君
（海上保安庁），清水厚至君（日本郵船㈱），村田賢造君（シーサービスタンカーズ㈱），土井義夫博士（㈱
サンロジスティックス），徳永達己さん（目本技術開発㈱），また，友人の雁藤晃弘君（川崎重工業㈱），
前畑航平君（襯日本海事科学振興財団，船の科学館），森慶彰君（日本ロジテム㈱）その他たくさんの方々
にも公私に亘りお世話になりました．この場をお借りして感謝申し上げます．
　最後に，長期に亘る私の学業に理解を示し，惜しみない支援を続けてくれた，父武彦，母良子，その
他家族，親戚一同に心から感謝いたします．
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附録　ワーキングコイル及び共振コンデンサの設計
附1ワーキングコイル設計（一般の場合〉
　ワーキングコイルを設計するにあたり，入力の
3相交流電圧V並，及び所要定格電力Poがあらか
じめ与えられているとする．これと動作周波数を
合わせた3つのパラメータからワーキングコイル
を設計する方法について検討を行う．
　ワーキングコイルの負荷抵抗をRoとし，定格
電力Poを出力する出力電流をIoとする。このと
き，負荷抵抗Roはジュール熱の定義式から（附．1）
式になる．
　　PoRo＝一　　＿（附．1）
　　102
　続いて，入力3相交流電圧Vinと定格電力Po
から出力電流Ioを計算する．
　　　PoIo； 　　　　．．．（附．2）
　　1．35V血
　（附．2）式を（阻．1）式に代入すると，入力3相交流
電圧Vinと定格電力Poを与えられたときの負荷抵
抗の値は，（附3）式になる．負荷抵抗Roがこの値
を下回ると，出力電力が定格電力Poを上回って
しまう可能性があるので，負荷抵抗の値は（附．3）
式で計算される値を下回らないようにしなくては
ならない．
R。＝C35Vi血）2．縄3）
　　　Po
　続いて，第5章で求めた負荷抵抗の推算式と
（附．3）式のRoを用いてワーキングコイルの変数を
決定していく．
　負荷抵抗の推算式（559）式を再掲すると，
R・＝1．14xlO－5Gs飾胴．．．（附．4）
であり，（附3）式と（附甫式を等値して形状係数Gs
の式に直すと，
　　　　（1．35V血）2
Gsニ　　　　　　　　　　　＿（附g5）
　　1．14×10づfbo・74Po
になる．形状係数Gsの定義式（5・44）式を再掲すると，
　　（n－1）Lz
Gs＝　　　＿（附6）　　　4（1λ2
ハ←
一）
℃一
、　　　ノ
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含㊤唱N－a
ト4d（3T）
9⑫唱寸法
置一6一（4T）
△訂（皿丁）
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夏一54（4T）
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含
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）
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㊤
唱NI
d
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ハ臼
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　　　　　　（b）
附図1方形ワーキングコイル概念図
ワーキングコイルに用いる導線の直径dが与えられているとき，残る変数は（附6）式の巻数nとワーキ
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ングコイルの一辺の長さLzの2つになる．ここで，方形ワーキングコイルの形状について考えてみる．
　附図1は，方形平板ワーキングコイルの概念図である．実際にはワーキングコイルの角にはRがつい
ているが，計算を単純化するため角は直角であるとする．一辺の長さを亘（1は導線の中心線の軌跡，Lz
はコイルの外形で，Lrl＋dの関係がある．ただし，dと1の値の差を考えれば，実際にはほぼ等しい）
とし，導線を辿っていくと附図1（a）のような方形スパイラルになる。しかし，各巻線ごとに一辺の長さ
の異なる正方形を重合せた附図1（b）のように表現しても導線の総延長は変化せず，一般性は失われない．
　ここから，最内辺の長さをへT，巻数をn［Tum］，導線径をdとし，一辺の長さ1（≒Lz）は巻数nとdの
関数として，以下のように表される．
Lz－1＋d一（2n＋1）d＋△nT．．．（附．7）
　よって（附．5〉一く附7）の3つの式を用いると，ワーキングコイルの巻数nに関する2次方程式が得られる．
侮一1激2n＋1）d＋△㎡／－4dλ20呈5聖！2．．鮒8）
　　　　　　　　　　1．14xlO　　fb　　Po
　～Tはワーキングコイル最内辺の長さであるが，へfOとすると，これはワーキングコイルー辺の長さ
Lzの最小値を与えていることになる。逆に，（附8）式右辺は固定であるので，巻数nの最大値を与える．
また，本来Roの推算式である（附鴻式は空隙の存在を考慮しないとしているので，λ＝1であり，へ一
の条件においては（附8）式は導線径dが左辺と右辺でキャンセルし，以下のように書き換えられる．
パーn1・ 畿瓢恥／一・醐（婦卜1）
この方程式を解いて，正値を巻数nの最大値とnmする．
㌔＋去橿一去・去1・81・侮伽）
　（附．10）式より，動作周波数恥，3相交流電圧靴，定格出力電力Poを決定すれば巻数の最大値nmが決
定できる．このとき，ワーキングコイルの導線径など，ワーキングコイルの形状に関する変数が（附10）
式右辺に含まれず，純粋に外部から与える設定条件によってのみ決定される．
　3相入力電圧と定格電力は与えられているので，あと（附10）式で必要な動作周波数飴を動作条件や負
荷特性，使用するインバータの制約などを総合的に判断して決定する．
　この恥を決定すれば，巻数の最大値nmが決定する．
　巻数の最大値恥が決定したので，ワーキングコイルのその他の仕様である導線径dと一辺の長さ玩
を決定していく．
　まず，導線径dについて検討を行う．
　（附2）式は，3相の入力電圧と定格電力が与えられた場合のワーキングコイルを流れる出力電流の最大
値である．したがって，（附．2）式で計算される値の電流を流しても十分耐えられるだけの容量を持った径
dを有す導線を選択する必要がある．
　　　PoIoニ　　　．．（附．2）
　　1．35V血
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　これで，巻数最大値nmと導線径dがそろったので，一辺の長さ玩の最小値㎞は
Lz血一2（nm＋1）d＿（附11）
（附11）式で計算される一辺の長さLz曲はあくまでもワーキングコイル導線の最内辺の長さへTが0で
あるとしたときの値である．実際には，～ず0として導線を巻くことが現実的に不可能であるので，実
際のワーキングコイルの一辺の長さLzは協より大きくなる．Lz〉Lz血の条件で，㎞からあまり遠
くない数値でLzを設定する
　実際のワーキングコイルの一辺の長さLzは計算で用いたL勧よりも大きくなったので，実際のワー
キングコイルの巻数nは計算で求めた現より小さくなる．このnを求めてワーキングコイルの設計が完
了する．（附8）式左辺を一辺の長さの最小値L勧と巻数の最大値恥の組で表した場合（（附．8’）式）と，
一辺の長さLzと巻数nの組で表した場合（（附．8”）式）を示す．
㊥皿一1欺2nm＋1）d帥m－1）LZ血一4dλ2（1会5黒．．佛）
　　　　　　　　　　　　　　1。14xlO　　fb　　Po
侮一1激2n＋1）d＋△㎡1＝侮一1）LZ－4dλ20会5聖12．．㈱）
　　　　　　　　　　　　　　1．14x10　　R）　　Po
　（附．8’）式と，（附．8”）式の最右辺はともに等しいので，両式の中央の式を等号で結ぶことができ，巻数n
は（附．12）式になる．
向一1）LZ＝魚m－1）LZ曲⇔nニOm－1江z血＋1。．鮒12）
　　　　　　　　　　　　　　Lz
　これでワーキングコイルの設計が完了する．
附2　ワーキングコイル設計（大型タンク加熱実験用ワーキングコイルにおける具体例）
　前節，附1節において船側鋼板誘導加熱負荷用方形ワーキングコイルの一般的な設計法を提案した．
　本節においては，ワーキングコイル設計時に使用した負荷抵抗の推算式（附4）式が正しいとした場合に，
第8章に述べた大型タンク加熱実験用に製作したワーキングコイルを新規設計する，ということで，具
体例を例示する．（実際にはこれまでの経験に依拠するおおよその予測にしたがって設計した）
　小型ワーキングコイルを用いて空隙を可変した実験の結果から，船側鋼板誘導加熱負荷を駆動する高
周波インバータの動作周波数はできる限り低く設計することが望ましいと結論している．ただし，動作
周波数をあまり低くすると共振コンデンサの容量が大きくなってしまうので，動作周波数，もしくは共
振周波数は15依H2理度が下限であろうとしている．
　82．2節において述べたように，大型タンク加熱実験にて使用する高周波インバータは共振周波数より
も高い周波数で動作するZVS型インバータである．よって，ここでは，共振周波数を約15随］とし，
インバータの発振下限である動作周波数18［kHz］程度で運転すると設定する．使用するインバータの3
相入力電圧Vinは200［V］，インバータが供給可能な定格電力Poは20［kWIである．負荷抵抗は周波数が
高くなれば大きくなっていくので，（附．10）式に代入する動作周波数痴をインバータの発振下限18陣］
以下にすれば抵抗の値が小さくなりすぎて電流が流れすぎ，定格電力を計算上，上回ってしまうような
ことは避けられると考えられる．これらのことを考慮して，（附10）式に代入する魚は175閃セ］で計算
した．これらの値を（附．10）式に代入すると，最大巻数nmは以下の数値になる。
nm＝2L79　　［Tum］
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したがって，22［Tしm］を超えないようにワーキングコイルの巻数を決定する。
　続いて，ワーキングコイルの導線径を決定する．
　（附2）式は，3相の入力電圧と定格電力が与えられた場合のワーキングコイルを流れる出力電流の最大
値である。したがって，これで計算される値の電流を流しても十分耐えられるだけの容量を持った径の
導線を選択する必要がある．
　大型タンク加熱実験における電流値は，最大で以下の値になると想定される．
　　　Po　　　2000010＝　　　　　ニ　　　　　　z74、1　［AI
　　l．35V㎞　　1．35×200
　これだけの電流が流れても耐えられるだけの容量を有す導線を購入もしくは設計してワーキングコ
イルを構成する．
　大型タンク加熱実験用ワーキングコィル用に購入した導線（㈱フジクラ製）は，許容電流が99［Amlsl
であり，大型タンク実験時において十分使用可能である．また，その線の構成は直径0．18［mmlの銅素線
を50本拠りあわせて絶縁皮膜で覆った鰹研㎜1の線をひとっの1’樽線とし，これをさらに19心
束ねられており，全体の仕上り外径は10［㎜1になっている．
　したがって，形状係数Gsなどで必要になるワーキングコイルの導線径dは10［mm］で考える．巻数の
最大値は22［Tumlである．この場合，最内辺の長さ瑞fOとしているので，（附11）式に代入したワーキン
グコイルの一辺の長さの最小値は嘘＝46［cm】になる．
　実際のワーキングコイルを構成する場合においては，導線を曲げて固定していくことなどを考えると，
～Tを0にはできない。しかしながら，△．fOの条件で得られたn〒22［fum］，玩461cm］に近い値を選択す
れば，形状係数Gsは（附．5）式で計算した値（Gs＝231．71）に近い値になると考えられる．
　46［cm］より大きく，近い値としてLz；50［cmlとする．形状係数Gs，及び導線径dが等しいとし，（附12）
式を用いて巻数nを求めると，
n＝缶m－1）Lz曲＋1＝21×45＋1＝2。32
　　　　Lz　　　　　　50
　これらの計算結果より，大型タンク加熱実験用ワーキングコイルは，
　　・一辺の長さ　Lz＝50［cml
　　・巻数n〒20「rumI
で設計するのが良いといえる．
　これは，実際に使用した大型タンク加熱用ワーキングコイルの仕様と全く一致しているが，実験時に
おいてはおおよそ18脚セ］程度で最大電力が得られるように運転しており，実験はワーキングコイルに
関してほぼ最適動作点で運転していたといえるものと考えられる．
附3共振コンデンサの容量設定
　効率的な誘導加熱を行うには，共振コンデンサを用いて共振回路を構成する必要があるが，回路を直
列共振回路とする場合，共振コンデンサ容量Csは，負荷インダクタンスLoとワーキングコイル設計時
に設定した共振周波数丘から（附．13）式を用いて簡単に計算することができる．
　　　　ICsニ　　　　　　＿（附13）
　　（2π丘）2L・
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　このときに使用する負荷インダクタンスLoについて，推算式を用いて計算する場合と・実際に計測
した負荷インダクタンスの値を用いる場合の2通りが考えられる．
　実際に電力を投入して計測した負荷インダクタンスの値を用いる方法のほうが良いと考えられるが，
推算式を用いてもおおよそ近い値が得られることがわかっている。したがって，ワーキングコイルが手
元に存在しない場合や実測値を得ることが難しい場合などにおいては，負荷インダクタンスの推算式に
共振周波数丘を代入して共振周波数での負荷インダクタンスの値を計算し，この値を（附13）式のLoに
代入する方法によって共振コンデンサの容量Csを決定することが可能であると考えられる・
　では，ワーキングコイルの設計と同様に具体例として，第8章の大型タンク加熱実験で使用したワー
キングコイルに関して，実際に電力を投入して得られた実測値と推算式によって計算した負荷インダク
タンスの値を用いて共振コンデンサの容量を求めてみよう，
　まづ，実測値を用いて共振コンデンサの容量C，を設定する．附図2にこのとき得られた負荷インダク
タンスの周波数特性を示す．5［kHzlごとの各点が実測値，及び実線がそれぞれの近似曲線の周波数特性
を示す．
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附図2　事前計測時の負荷インダクタンスの周波数特性とその近似曲線
　附2節において述べたように，大型タンク加熱実験においてはZVSインバータであるため，共振周波
数よりも動作周波数のほうが高い動作点で運転する．そこで，動作周波数の設定が18［kHz】としたとき，
共振周波数を15［kHzlと設定したので，151kHzlのときの負荷インダクタンスLoの実測値Lσ・5757しμH】
を（附．B）式に代入すると，共振コンデンサ容量CsはCs＝L96［μF】となる・
　また，負荷インダクタンスの推算式を用いる場合においては，（附6）式の形状係数Gsを求めると，空
隙がない（λ＝1）場合，G、＝237。5である．このGsと共振周波数とした15［kHzlを推算式に代入すると，
Lσ・66．5［μHlとなり，（附．13）式から共振コンデンサ容量はCs＝L69［μF】になる．
以上C，が決定したので，使肘るコンデンサの定格などを判断し・これに近い値を実際のCsとする・
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附4　まとめ
　以上，推算式と外部の条件からワーキングコイル，及び共振コンデンサの容量の設計に関して，一般
の場合と大型タンク加熱実験用ワーキングコイルを具体例に計算してきた．ここでは，これについてま
とめる．
1．　ワーキングコイルの設計法
船側鋼板誘導加熱システム用ワーキングコイル設計手順のまとめ
→第1ステップ…3相入力電圧Wn，定格電力Po，動作周波数愈の条件を決定し，ワーキングコイ
　　　　　　　　ルの巻数の最大値nmを計算する（（附・10）式）．また，根号内部のL至4×10－5fbO糾に
　　　　　　　　ついては下の表に1駆3叩くH21の範囲で0．5［kH2］刻みのときの計算値を与える．
㌔一
去1舶・、、辮縞恥〕
一腸1＋8〔1＋L、器副割÷去1＋81　伽）
表fb陣］と1．14×10－5fbO舛の計算値
fokHz計 fokHz計　値 fokHz計 fokHz計　値
10．0 0．010397璽5．0 0．01403520．0 0．01736525．0 0．020482
10．5 0．01077915．5 0．01438020．5 0．01768525．5 0．020785
11．0 0．01115716．0 0．01472221．0 0．01800326．0 0．021086
11．5 0．011530遷6．5 0．0150612葉．5 0．01831926．5 0．021385
12．0・ 0．01189917．0 0．01539722．0 0．01863427．0 0．021683
12．5 0．01226417．5 0．01573122．5 0．01894627．5 0．021979
13．0 0．01262518．0 0．0160623．0 0．01925728．0 0．022274
13．5 0．012982書8．5 0．0重6391 23．5 0．01956628．5 0．022568
14．0 0．01333619．0 0．01671824．0 0．01987329．0 0．022860
14．5 0．01368719．5 0．01704224．5 0．02017829．5 0．023151
150 0014035200 0．01736525．0 0．02048230．0 0．023441
→第2ステップ∴・導線径dは3相入力電圧伽と定格電力Poから出力電流Ioの理論的な最大値が簡
　　　　　　　　単に計算できるので（（附2）式），計算によって導出した電流に対して十分な容量を
　　　　　　　　持っ導線を用意する．
　　　　　　　　　　　Po　　　　　　　　Io＝　　　＿（附2）
　　　　　　　　　　L35Vin
→第3ステップ…導線の仕様が決定したらそれによって導線径dが確定するので，ワーキングコイ
　　　　　　　　ルの一辺の長さの最小値L㎞が（附Il）式によって決定する。これによって新規に
　　　　　　　　設計するワーキングコイルのおおよその大きさが判明する。
　　　　　　　　Lz血＝2（nm＋1）d＿（附11）
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→第4ステップ…第1ステップで計算したnmと第3ステップで計算したL㎞1はワーキング中心部ま
　　　　　　　　で導線が密に巻かれているという前提で計算した値である．実際には，中心部は
　　　　　　　　導線を巻くことが現実的に不可能であるので，実際のワーキングコイルの一辺の
　　　　　　　　長さ玩はLz曲より大きくなる．Lz＞L舳の条件で，Lz血からあまり遠くない数
　　　　　　　　値でLzを設定する
→第5ステップ…設定したLzでの巻数nを（附．12）式から求める．
　　　　　　　　　魚一1）LZ＝値m－1）LZ血⇔n二侮m一’）Lz血＋l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lz
．．
附．16）
2．共振コンデンサ容量の設定
　設計したワーキングコイルの負荷等価回路定数を計測し，そのときに得られた負荷インダクタン
ス1ゆと設定した共振周波数倉から（附．13）式を用いて共振コンデンサの容量Csを導出する，または，
負荷インダクタンスLoに，第5章で導出した負荷インダクタンスの推算式（（5．73）式）を使用する。
（直列共振回路の場合）
　　　　　1Cs＝　　　　　＿（附13）
　　　（2π丘）2L・
以上で，ワーキングコイル及び共振コンデンサの容量が決定し，回路を構成することができる。
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